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寄稿 ・解説

通商産業省における

平成10年 度情報化関連施策
通商産業省 機械精練産業局 電子政策謀

1.予 算

金額は平成10年 度の予算額,()内 は平成

9年 度の予算額 とする。

1.1電 子商取引による経済構造改革の推進

電子商取引は,企 業内組織 ・業務や企業間

関係 を抜本的に変革 し,経 済活動の生産性 ・

効率性 を飛躍的に向上 させることにより,経

済社会の構造改革 を推進する有効 な手段 であ

る。

このため,こ れまでの施策の成果 を踏 まえ,

様 々な業種 ・業態や業際分野 における電子商

取 引の本格 的導入や国際的 な展 開 に向けて,

来るべ きデジタル経済社会におけるわが国の

発展の基礎 を構築すべ く諸般の施策 を講ずる。

(1)様 々な業種 ・業態 における電子商取引の

本格的導入

これまでの技術開発,実 証実験 の成果 を活

用 しつつ,情 報化 を推進 しようとす る各産

業 ・業態の解決すべ き構造問題や技術課題等

に即 した,き め細 やかな支援 を行 う。

① 先端的情報化促進基盤整備事業の推進

850百 万円(新 規)

様 々な分野での先端的な情報化 を推進する

ため,各 分野のニーズに応 じた基盤的情報技

術 に関する研究開発お よびその分野での実証

実験 を推進する。

② 生産 ・調達 ・運用支援統合情報システム

(CALS)の 調査研究

[平成7～9年 度,総 額約20億 円]

816百 万円(817百 万円)

企業のリエ ンジニア リングやオープンかつ

機動的な企業間連携 を可能 とする環境 を実現

し,産 業の生産性や経済全体の効率性 を向上

させて本 システムの産業界への導入 を促進す

るため,調 査研究お よび実証実験 を行 う。

③ 中小 ・中堅企業への電子商取引の普及促

進

308百 万円(374百 万円)

商工業に係 る中堅 ・中小企業 を核 にした電

子的取引のモデル地域 を選定 し,地 域の状況

を勘 案 した電子 商取 引用 プログラムの開発,

電子商取 引用のハー ドウェアの配布,事 業

者 ・消費者への電子商取引の講習事業 につい

て,補 助率2分 の1で 補助する。

④ 高度物流情報化 システムの構築

く警察庁,大 蔵省,農 林水産省,運 輸省,

郵政省,建 設省 と連携〉
、

930百 万円(新 規)

物流 システムの効率 化 を図 るため,物 流 に

係 るすべ ての事 業者が 情報 ネ ッ トワー クを通

じて,在 庫 管理,ピ ッキ ング,仕 分,集 荷,

配送,検 品,店 頭管 理 な どの物流 業務全 般 の

最 適化 を可能 とす る,高 度物 流情 報化 システ

ム を構築 す る。 、
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⑤ 中小企業向け業務アプリケーシ ョン ・ソ

フ トウェアの開発等[中 小企業庁]

3,755百万円(2,507百 万円)

中小企業の業種 ・業態の特性 に応 じた業務

用 ソフ トの開発 ・実証実験,商 品データベー

スの整備事業,オ ープンな情報 ネッ トワーク

構築のための取引情報の標準化や啓発普及等

を支援する。

(2)電 子商取引の国際的展開に向けた技術的・

制度的基盤整備

国境 を越 えた電子商取引の拡大 に伴 う国際

的ルールの構築に向けて,新 たな経済活動の

柱 となるソフ トウェア関連技術の開発 を推進

す るとともに,創 造性 ・国際性豊かなマルチ

メディアコンテンツの開発 を支援する。

また,セ キュリティ,プ ライバ シー等電子

商取引の安定性確保や消費者保護対策 などに

ついては,世 界的に活発な議論が始 まった と

ころであるが,電 子商取引の安定的発展のた

めには,民 間主導の対応,技 術 的な対応 を基

本 とし,法 的規制 については必要最小限に と

どめるべ きである。

① 電子商取引関連基盤技術の開発 ・実証

434百 万円(新 規)

現在の インターネ ッ ト技術 では不可能 な,

大容量デー タの流通や複雑 なデータ処理等を

行い うる高度 なネッ トワーク利用技術,個 人

情報の漏洩を自動的に防止で きるプライバシ

ー保護関連技術等の開発,実 証実験 を行 う。

② 開放型基盤 ソフ トウェア研究評価等事業

等

688百 万円(672百 万円)

ネ ットワーク環境に対応す る複数のアプリ

ケーシ ョン ・ソフ トウェアで共通 に利用で き

る基盤的なソフ トウェアの開発や,ネ ッ トワ

ークを介 した不正アクセス等 に対応 したセキ

ュリテ ィ対策に関する研究開発 を支援する。

③ 高度情報流通関連基盤技術 の開発 ・実証

278百 万円(255百 万円)

デジタル ・ネットワーク技術の特性 を活か

した新 たなコンテンツの流通 ・取引 を活性化

させ るため,コ ンテ ンツへ の流 通 コー ド

(on-linePOSコ ー ド)添 付技術や,著 作権 な

どの権利関連情報の管理システムな ど,新 た

なコンテ ンツ流通 システムのインフラとなる

技術 について,メ ディアご との流通の特性 に

合わせ た開発 ・実証 を推進する。

④ マルチメデ ィアコンテンツ市場環境の整

備

665百 万円(新 規)

優れたアイデアや技能を持ちなが ら,資 金

不足により制作機会 に恵 まれないベンチ ャー

企業および中小企業を主たる対象 として,先

進的なコンピュータグラフィックス等の新技

術 を導入 したコンテンツや,新 規市場 を創出

するコンテンツの制作 を支援する。

⑤ セキュリティー対策

上記①,② のセキュリティ関連技術開発の

他,コ ンピュータウイルス対策基準,不 正 ア

クセス対策基準,情 報 システム安全対策基準

等の改訂 を随時行 うとともに,情 報処理振興

事業協会(IPA)セ キュリティセ ンターあるい

はコンピュー タ緊急対応セ ンター(JPCERT

/CC)に おいて,具 体的な被害相談やア ドバ

イスを実施 してい く。 また情報処理サー ビス

業に対 して安全対策実施事務所の認定基準の

改訂等 を通 じて一層の安全対策 を促進 してい

く。

⑥ 個人情報の保護

近年の急速な技術進歩等による国内の個人

情報侵害事例の増大,EU指 令 に代 表 され る

個人情報保護強化の動向等 を踏まえ,民 間部
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寄稿 ・解説

門におけるコンピュータ処理に係 る個人情報

の保護について,個 人情報保護ガイ ドライン

等 により適切 に対処する。

⑦ 消費者保護対策

消費者取引や電子決済 における トラブルを

防止 し,適 切 な被害救済 を行 うため,自 主ガ

イ ドラインや利用標準約款 の策定を支援する

とともに,さ らなる保護制度,措 置 について

検討する。

⑧ 知的財産権の保護

いわゆるデジタルコンテンツの取引市場の

安定化 ・活性化 を進めるため,そ の保護 と利

用のバランスを兼ね備 えた適切な技術 的対応

の在 り方や,幅 広 い観点からの適切 な法的保

護の強化の在 り方について検討 を行 う。

1.2よ り高水準 な公的分野の情報化の推進

公的分野の情報化 は,わ が国の経済社会全

体の情報化の起爆剤 となるだけでな く,よ り

高水準 なサー ビスの提供等 を通 じて,豊 かな

国民生活 を実現す る。 このため,従 来にも増

してより高度な情報化の積極的な推進 を図る。

(1)教 育の情報化の推進 く文部省 と連携>

334百 万円(272百 万円)

教育現場 にコンピュータネッ トワーク環境

を整備するモデル事業(100校 プロジェク ト)

を利用 し,海 外の教育機関 と連携 した国際的

な共同学習や高速ネ ッ トワークを用いた企画

な どの実証実験 を行 う。

(2)次 世代電子図書館の開発等

く国立国会図書館 と連携>

1,319百万円(1,475百 万円)

これまで国立国会図書館の電子化 を念頭に

置 きつつ,モ デル電子図書館を構築(約60万

冊の図書 を電子化)し てきたが,今 後 はより

高度 な電子図書館 システムの実現に必要な要

素技術(分 散文書管理技術,高 度検索技術等)

の開発を行 う。

(3)医 療 ・福祉分野の情報化

く厚生省 と連携>

342百 万円(449百 万円)

高水準の医療 ・福祉サービス提供の実現 を

目指 し,多 目的利用ICカ ー ドの開発,医 療

用画像の電子保存 ・伝送技術の開発等の施策

を推進するとともに,加 速する高齢化に対応

し,社 会参加意欲の高い高齢者 に対する支援

を行 う。

(4)先 進的アプリケーシ ョン基盤施設の整備

1,182百万円(1,912百 万円)

これまで10の 地方公共団体において,地 場

産業の振興,住 民サービスの高度化等の 目的

で先進的情報化モデル事業を行 う中核施設 を

整備 してきたが,今 後は より先進的で地域 に

対する影響度の高いプロジェク トを中心 に支

援する。

(5)先 進的情報通信 システムモデル都市の構

築 く郵政省 と連携>

1,000百万円(1,000百 万円)

行政,教 育,医 療,防 災等複合的機能を持

った先進的情報通信 システムをモデル地域に

おいて整備するとともに,こ の機能 を地域産

業お よび地域住民に開放することにより先進

的都市の構築 を支援する。

(6)道 路交通分野の情報化 く警察庁,運 輸

省,郵 政省,建 設省 と連携>

44'5百万円(374百 万円)

高度道路交通 システム(ITS)の 円滑な導

入を促進するための国際 ・国内 レベルの標準

化事業を行 うとともに,モ デル市街地 にイン

フラ ・機器等を整備 して実現可能性調査 を行

う。

(7)地 理情報システム(GIS)の 整備 ・相互
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利用の促進 く国土庁,建 設省,郵 政省,

自治省 と連携>

56百 万円(新 規)

地理情報 システム(GIS)を 活用 した新 し

い情報 システムおよび関連産業の育成 を図る

ため,モ デル地域における国土空間データ基

盤等の標準化,先 行的なクリアリングハ ウス

の構築お よび暗号技術,デ ー タの圧縮技術の

開発 を行 う。

(8)研 究所間高速ギガネ ッ トワークの構築

[工業技術院]

〈科学技術庁,文 部省 と連携>

131百 万円(新 規)

筑波研究センターに超高速 ネッ トワークを

導入 し,研 究開発活動 における情報処理の高

度化,研 究所相互の連携 を推進する。

1.3次 世紀の情報化を牽引する基盤的研究開

発の推進

わが国が21世 紀において真の技術開発立国

となるためには,電 子情報技術 の進展 ・革新

のス ピー ドが ますます速 まる中で,不 断に技

術的資産の獲得 ・蓄積 を行い世界に情報発信

してい くことが必要である。かかる観点か ら,

先導的かつ戦略的な基盤的研究開発 を推進す

る。

(1)超 高度先端電子技術の開発

(平成7～12年 度,総 額約300億 円)

4,679百万円(3,120百 万円)

電子情報分野の基礎技術であ り,広 範な産

業分野へ大 きな波及効果 を与えることが期待

される超微細加工技術,超 微細構造の計測 ・

分析 ・制御技術等,次 々世代技術の開発 を行

う。

(2)次 世代情報処理基盤技術開発(リ アルワ

ール ド ・コンピューティング)

(平 成4～13年 度,総 額約700億 円)

5,907百 万 円(6,077百 万 円)

音声,画 像 とい った曖昧 な情報 を もとに人

間の認識,分 析,判 断 に近 い高 度 な情報 処理

を行 う技術 を開発 す る と ともに,こ れ らを高

速処 理す るための ネ ッ トワー クを活 用 した並

列 分散処 理技術 を開発 す る。 これ によ り,ネ

ッ トワー ク ・コ ンピューテ ィング時代 の情報

処理 基盤技術 を確 立す る。

(3)ベ ンチ ャー ・中小 企 業の システ ムLSI開

発 の支援[中 小企 業庁]

338百 万 円(新 規)

ベ ンチ ャー ・中小企 業が独 自で行 うこ とが

困難 な システムLSI(注)開 発(設 計 ・試作 ・評

価)を 促 進 す るため,「 システ ムLSI開 発 支援

セ ンター(仮 称)」 等 に よる支援 を行 う。

(注)1つ のチップに機能の異なる半導体素子を複数集

積 したもの。製品の高性能化,低 価格化,小 型軽量

化等を可能とする。ベンチャー ・中小企業が,今 後

独創性 ・創造性を活かした事業展開を図る際に,必

須技術の1つとなりつつある。

(4)フ ェム ト秒 テ クノロジーの開発

1,781百 万 円(1,506百 万 円)

光 と電 子 の状 態 を フ ェ ム ト秒 時 間 領 域

(10・iS～10'12秒)で 制御 す る技術 の研 究 開発

を行 う。 これは,従 来 のエ レク トロニ クス技

術 にお ける速度 限界 を超 え,超 高速通信 等 を

実現 す るため に不可欠 な技 術 で ある。

(5)量 子化機 能素子 の開発

829百 万円(889百 万 円)

1万 分 の1㎜ 以 下の半導 体微 細構造(量 子

化構造)を 形成 す る技術 お よびそ の際新 た に

発現 す る物理 現象(量 子化機 能)を 効果 的 に

制御 す る技術 の開発 を行 う。マ イクロマ シ ン

等微 小機械 に組 み込 み,高 度 な制 御 を可能 と

す る非常 に小 型 で電力 消費 の少 ない高性能 集

積 回路へ の応用 が期待 され てい る。
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寄稿 ・解説

(6)原 子分 子極 限操 作技術 の研 究 開発

2,589百 万 円(2,661百 万円)

メ カニ カル プ ロー ブ(非 常 に とが っ た針)

や光 学手 法,コ ン ピュー タシ ミュ レー シ ョン

を利 用 して,物 質表面 や空 間内 の原 子や分 子

を1個1個 観 察,操 作 ・配列 す る技 術 の開発

を行 う。エ レク トロニ クス,バ イオテ クノロ

ジー,新 素材 等の 産業分野 での応 用が見 込 ま

れ,電 子 産業 分野 で は電子 デバ イスに適 した

新 物 質の 開発 や半 導体 表面 の制御 等 に資 す る。

2.税 制

経済社会の高度情報化の推進のために,下

記の税制は特に重要である。

(1)プ ログラム等準備金

高度情報化社会実現の鍵 となるソフ トウェ

ア,高 度 なサービス,デ ータベース,統 合的

な情報 システムの供給基盤の整備 を行 うため

に,こ れ らに特有 な費用 に充てるための準備

金を積み立てる。

① 汎用プログラム開発準備金

汎用プログラムの取引にかかわる収入金額

のうち,制 御 プログラムに係 るもの,制 御 プ

ログラム以外 のものについて,そ れぞれ一定

割合の準備金 を積 み立 てる。

○制御 プログラム:積 立率10%,

制御 プログラム以外:20%

② ソフ トウェア高度化基盤整備準備金

高度なソフ トウェア/サ ー ビスの取引にか

かわる収入金額の一定割合の準備金 を積み立

てる。

○積立率10%

③ デー タベース準備金

データベースの収入金額の一定割合の準備

金 を積み立てる。

○積立率10%

④ 統合 システム保守準備金

システムインテグ レーシ ョン事業の収入金

額の一定割合の準備金を積み立てる。

○売上高100億 円以下:積 立率10%

同100億 ～200億 円:積 立率5%

同200億 円超:積 立率0%

(2)電 子計算機買戻損失準備金

将来確実 に発生する電子計算機の特別買戻

損失(電 子計算機の レンタルバ ックに伴い必

然的に発生する買戻損失)に 引 き当てるため

に,買 戻損失の実績 に基づいて算定 される金

額 を限度額 とする準備金を積み立てる。

(3)コ ンピュータ2000年 問題対応税制

① 中小企業新技術体化投資促進税制(メ カ

トロ税制)の 拡充

電子計算機のダウンサイジ ングが急速 に進

む中で,2000年 対応のために中小企業が行 う

電子計算機の購入や買換 えの円滑化 を図るた

め,単 独 ない し複数台の購 入総額が160万 円

を超える電子計算機 を本税制の対象 とする。

② チ ップ等の入れ替 え費用の修繕費扱 い

ハー ドウェア とソフ トウェアが一体化 した

機器 について,チ ップやボー ドの交換 により

2000年 対応 を行 う場合にも,当 該修正に必要

な費用を修繕費 として取 り扱 う。

(4)中 小企業新技術体化投資促進税制(メ カ

トロ税制)

中小企業が導入する先端的な電子機器につ

いて,取 得価額の7%の 税額控除(資 本金 ま

たは出資金が3,000万 円以下の法人お よび個

人に限る)ま たは初年度30%の 特別償却を認

める。

(5)エ ネルギー需給構造改革投資促進税制

(エネ革税制)
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高性 能 な業務支援情報 システムの構築等,

省エネルギーに資する設備 について,取 得価

額の7%の 税額控除または初年度30%の 特別

償却 を認める。

3.財 政投融資

(1)電 子計算機振 興

1,800億 円の 内数

(金利:特 利5,融 資 比率:30%)

電子計算機 の安定 的 な流通 を目的 に,日 本

電 子計算機㈱ が行 うコ ンピュー タレン タル事

業 に対 して,日 本 開発銀行 に よる低 利融資 措

置 を講 じる。

(2)高 度 プロ グラムの開発 支援等[産 投]

3,600百 万円(3,900百 万 円)

重 要分野 に係 る良質 なプロ グラムの委託 開

発 の推 進等 によ り,汎 用 プ ログラムの 開発 ・

流 通の拡大 を図 る。

轟 、

ぎ
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寄稿 ・解説

クライ ア ン ト/サ ーバ ー環境下 の

セキ ュ リテ ィコ ン トロール の あ り方
一 イ ンター ネ ッ ト

,デ ー タ ウ エア ハ ウス,OLTPを 中心 と して 一一

中央監査法人 代表社員 松尾 期

■拡散処理

大 型機 で従 来 ダム端 末の ノー ドが あ るベ ー

スに,何 とな く分 散型 だ とい うこ とで,大 型

機 があ りなが ら,分 散拠 点 にオ フコ ンな り小

さな コ ンピュー タの インテ リジ ェ ンス を持 っ

た ものが 入 って きた とい うのが これ まで の分

散処 理で した。 こ うい った状態 か らイン ター

ネ ッ トが 入 って きて,ど こで何 が起 こってい

るか分か らない。 こ うい った ものがす べ て接

続 され る ような状 態 に なって きま した。 こ う

い った環境 を どう定義 す るのか,実 は言葉 が

あ ま りない とい うの が現状 です。

た とえ ば,分 散 とい う言 葉 の延 長 線 上 で,

「フ ル に分 散化 され た状 態」 とい う言葉 が あ

ります。 それ は どんな意味 か。星 が散 らば っ

て どこに何 が あ るか分 か らない とい うような,

こういった ク ライア ン ト/サ ーバ ーの状 態 に

対 して,銀 河系 クラ イア ン ト/サ ーバ ー,あ

るいは スプ レッ ド(拡 散)処 理 な どとい った

言葉 も使 われて い ます。 いず れ も一般 的 に認

知 され た言葉 には まだ育 って い ませ ん(図1)。

こ うい った もの に対 して,で は どの ように

管 理 を してい けばいいの だ ろ うか,コ ン トロ

ー ル を してい けばいい のだ ろ うか とい うこ と

につ い ては,残 念 なが らデ フ ァク トにな り得

る標 準 は世 界 的 に まだ確 立 され て い ませ ん。

大 型機 で も確 立す るの にや は り時間が かか り

ま した。で は,こ うい った オープ ンな環境 も

含 め た クラ イア ン ト/サ ーバ ーの環 境 にいつ

そん なス タ ンダー ドが確立 で きるの だろ うか

とい う大 きな疑 問符 が今つ いて い るわけです 。

ス タ ンダー ドをつ くろう と思 う前 に技術 の方

が どん どん変 わ って しまってい る。 どうす れ

ばいいの だ ろ うか。 その先 を も見据 えたス タ

ンダー ドの フ レーム ワー クをつ くれない か と

い うのが今 回の試 み です。
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■クライアント/サ+と は

「クライア ン ト/サ ーバー」 とは何 か とい

う定義1つ 取 って も,い ろい ろな定 義が あ り

ます。 その定義 も変 わって きてい ます 。で は,

どう しよ うか とい う,こ うい うところか らi基

本 的 にス ター トしな けれ ばい けないわ けです

が,「 ク ライ ア ン ト/サ ー バ ー」 と言 うか ら

には 「クラ イア ン ト」 と 「サ ーバ ー」 が ある

だろ う。 それ をネ ッ トワー クでつ ないで い る。

こうい う状 況 です 。その ネ ッ トワー クでつ な

が れ てい る状 態が1対1の クラ イア ン ト/サ

ーバ ー とい うこ とにな ります 。 さ らに,ク ラ

イア ン トとい うハ ー ドがサ ーバー の役 割 を兼

ねてい る場 合 もあ る とい うような,い ろい ろ

な状 況が 出現 して きて いるわ けですが,論 理

的 に明確 にす るには,ク ライア ン トとサ ーバ

ー とい う ものが まず 明確 に分 かれ ている。 そ

れ をネ ッ トワ ー クで つ ない で い る。 しか し,

クラ イア ン ト/サ ーバ ーの基 本 的な 目的 は何

か とい うと,そ うい った構 成 にあ るので は な

くて,あ くまで この上 を流 れ てい る情報,こ

の情報 オブジ ェク トが クライア ン トとサ ーバ

ーがお互 い に対 にな ったアプ リケー シ ョンで

処 理 を してい る,こ こが いちば ん大 事 な部 分

です 。

「オブ ジェ ク ト」 につ い ては,こ れ もまた

いろい ろな言 い方,い ろい ろな定義 があ って,

ひ と り歩 きを して いる ところが あ ります 。 オ

ブ ジ ェ ク トの定 義 を今 回 は,抽 象 的 な事 物,

物 の存在 を表 す もの としてい ます。 その存在

は機能 を持 ってお り,そ の機能 も含 めて オブ

ジ ェ ク トと定 義 してい ます 。 人 間 は,話 す,

働 くとい っ た働 き(機 能)を 持 った物 です 。

フロ ッピーの 中にあ る この プ レゼ ンテー シ ョ

ンをす るため のデー タ(物)と,そ れ を動 か
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翻 ・解説

す プ ログ ラム の仕 掛け(機 能)が つい た記 録

され た もので す。 デー タと言 うか も しれ ませ

んが,実 は情報 オブ ジェ ク トです 。 これ をメ

ール にア タ ッチ して海外 に送 りま した。 日本

語 の環境 が あ るか どうか 問題 です が,英 語で

あれ ば基 本 的 にそれ をそ この上で も動 かす こ

とが で き ます 。 そ れ はサ ーバ ー で し ょうか,

クラ イア ン トで し ょうか と考 える と,ク ラ イ

ア ン トで もあ り,サ ーバ ーで もあ る。 従 来,

ク ラ イ ア ン トマ シ ンだ と思 っ て い る もの が,

受 け手 に も送 り手 に もな り得 る とい う状 態 が

出て きてい る とい うところに も注意 を要 しま

す 。

です か ら,単 純 に クライア ン ト/サ ーバ ー

と言 ってい る状 態 か ら,ク ライア ン ト/ク ラ

イア ン トとい った状 態で も,実 はお互 いの上

に,た とえばパ ワー ポイ ン トとい うプロ グラ

ム が共 有 され る状 態 に な っ てい る と します 。

そ こにパ ワーポ イン トで使 ったデー タを流 し

て も動 くで は ないか,と い う,こ の一対 にな

った プログ ラムが お互 い に作 用 し合 う,こ こ

が基本 的 な クラ イア ン ト/サ ーバー の原 点 で

す 。

それ に対 して,技 術 環 境 の変 化 に伴 って,

定 義そ の ものが い ろい ろな形 に変 わ って きて

い ます 。た だ,構 成要 素 と して はそれ を動 か

す ア プ リケ ー シ ョン,こ の部 分 が大 事 です 。

そ して また ミ ドル ウ ェア とい う分 か った よう

な分 か らない よ うな定義 が1つ 出て きてい ま

す 。 さら にOSと 言 わ れて い る部 分,そ れ に

ネ ッ トワーキ ング的 な機 能 を加 えた もの,ハ

ー ドウェア
,そ して ネ ッ トワー ク.・ ハ ー ド

的 な ネ ッ トワー クの要素 と考 えた方が 良い か

と思 い ます が一 こ うい った もので クライア

ン ト/サ ーバ ーは構 成 され てい ます(図2)。

▼図2ク ライアン ト/サ ーバーの構成

{
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■論理噸
論 理 的処理 で は,ク ライア ン ト/サ ーバ ー

が どの よ うな論 理 的 な使 い方 を されて いるの

か をま とめ ま した。 ガー トナ ー グルー プの報

告 書 の中で このベー スに なる図は基本 的 に昔

か ら紹 介 され てい ます(表1)。 サ ーバ ー側

はデー タを提 供す る とい うこ とで,デ ー タマ

ネ ジメ ン トを主 たる論 理 的 な機能 と して持 っ

てい ますが,ク ライア ン ト側,こ のパ ソコ ン

も同 じですが,プ レゼ ンテー シ ョン,ル ック

ア ン ドフ ィールです,画 面 に見せ る こ とを主

たる機能 と して い ます。 したが って必ず クラ

イア ン ト側 にはル ックア ン ドフィー ルがあ り

ます。 サーバ ー側 と言 われ る もの には デー タ

マ ネ ジメ ン トの部分 があ りますが,そ の中の

部分,ビ ジ ネス論理 の部分 と,プ レゼ ンテー

シ ョンの このあた りの棲 み分 け を見 る と,ビ

ジネス論 理 の部分が こち らで もや って くれ ま

す,サ ーバー で もや ってい ます,サ ーバ ーは

や らない,両 方でや る,こ ち らだ け しか や ら

ない。 こ うい った棲 み分 けが されてい る とい

うこ とです 。

それ で,デ ー タサ ーバー とい うの が基本 的

な ク ライア ン ト/サ ーバ ーの機 能 ですが,サ

ーバ ー はデー タを提 供 す るだ け,SQLで デ ー

タが欲 しい と取 りに行 くと,そ のデ ー タを出

します,そ れ をビジネス論 理 で料 理 して表示

す るの はクラ イア ン トの役 目,と い うのが い

ちばん原始 的 なクラ イア ン ト/サ ーバ ーの形

態 で す(タ イ プ1)。 ところが,そ れ で は な

か なかパ フ ォーマ ンスが 出 ないので は ないか。

ス トア ドプロ シー ジ ャを若干 入れ た ら どうか,

ただ し,ク ラ イア ン ト側 で も表示 は従来 どお

り論 理的 にサ マ リーす る部 分 もあ ります,と

い うのが こ うい った形 に な ります(タ イプ2)。

さ らに,3階 層 の クラ イア ン ト/サ ーバ ー に

したい,真 ん中の1つ のサ ーバ ー上 に論理 的

な処理 をや らせ ようで はないか,大 型 の コ ン

ピュー タにデ ー タス トアの役 目をさせ よ うで

は ないか,そ して表示 だ けを クライ アン トに

す るこ とによって レス ポ ンス を早 くしようで

▼表1代 表的な論理的プロセスタイプ

請願 プ ロセス

タイプ

が|炉 ション

タイプ1 タイプ2 タイプ3 タイプ4 タイプ5 タイプ6

ザ〔バー

デ汐 マネヅメント

ヒツ ネス論理

プレゼンテーション

● ●

Q

●

o

● ●

Q

Q

●

Q

クライアント

デー内ネゾ メント

ビヅネス論 理

プ レゼ)テーション

o

●

o
● ●

o

o

● ●

o

o

●

例 デr妙 「鍵寸一 ストアド

プロシヅ ヤ

3層 噸 メインフレ訟

ベース

灘

一10一

、4



寄稿 ・解説

は ない か,と い う3層 型(タ イプ3)。 そ し

て,こ ち らに メイ ンフ レーム とい うのが書 い

てあ りますが,あ なた は ダム端末 です,表 示

もメイ ンフ レーム で料 理す るか ら表 示す るだ

けで良 い,表 示 に必要 な物理 的 な機 能 さえ持

ってい れ ば論理 的 な料 理 はすべ てメ イ ンフ レ

ームで行 う
,と い うパ ター ンもあ ります(タ

イプ5)。

■ クライアント/サ ーバーの適用形態

表2は,こ うい った形態 の中で どん な適 用

形態 が あ るか とい うこ とです 。従 来 の メ イン

フレー ム型の集 中処理,そ して分散処 理,拡

散処 理,サ イバ ー スペ ー ス上 で処理 が行 われ

てい る とい う,こ うい った イメー ジ,こ うい

った もの を どう とらえてい くのか とい うこ と

が1つ の視 点 です。

その 中で,サ イバ ースペ ース,拡 散処 理 と

い うのが 大変 頭 の痛 い ものです 。 「サ イバ ー

スペー ス」 とい うの は,定 義 をす る と,グ ロ

ーバ ル な一一 いわ ゆる地球 の空 間を持 った と

い う意味 ですが 一 コ ミュニケ ーシ ョンお よ

び情 報 の ネ ッ トワー クー 情 報お よび コ ミュ

ニケー シ ョンの ネ ッ トワー クと言 って も良 い

ので す が で あ り,そ こで は距 離,時 間,

場所 の制 約が ない とい うの が特徴 です。

先 ほ どの論理 的 な タイプ1に 対 して,グ ル

ープ ウェ アを使 った
,た とえ ば ロー タス ノー

ツを使 った処理 な どが ここに入 るだ ろ うとか,

タイプ3は イ ンターネ ッ ト,あ るい は分散 オ

ブ ジ ェ ク トは タ イプ4,6,タ イプ2に グル

ー プ ウェア
,エ ー ジェ ン トとか,こ うい った

ものが入 って くるだ ろ う,と い う分類 は一応

してい ます 。

さらに,分 散 処理 と言 われ る,こ こが あ る

意味 で クラ イア ン ト/サ ーバー と従 来言 われ

て いる部分 に当 たるわ けですが,特 にラ イ ト

OLTPの あ た りとい うの は,中 小企 業 で取 引

を どん どん入れ た,従 来 の オフ コンを置 き換

える ような クラ イア ン ト/サ ーバ ー を動 か し

て い ます,と い うの はこのあ た りの イメー ジ

です 。それ か らデー タマ ー ト,オ ブジェ ク ト

デ ー タス トア,デ ー タマ イニ ング な ど,い ろ

い ろなデ ー タウエアハ ウス関連 の言葉が この

あ た りに集 中 して きます。集 中処理 的 な意味

で行 きます と,ヘ ビー なデー タウ エアハ ウス,

ミ ドル/ヘ ビーOLTP,3層 構i造,TPモ ニ タ

ー
,あ るいは メ インフ レームベ ースの もの も

当然 あ る とい うこ とです。

何 のため に こんな こ とを して いるのか とい

うこ とです が,ど ん なク ライア ン ト/サ ーバ

ーの タイプ を対 象 とすれ ば多 くの コ ン トロー

ル管理 の ガ イ ドラ イ ンをつ くれ るか とい うこ

とで,あ る意味 で マ ッピング を しよう として

み たのが この 図です 。その結 果 として,1つ

はOLTPと い う言 葉 を出 して くる必 要が あ る

の で はないか とい うこ と,,そ れか らデー タウ

エアハ ウス群 を持 って くる必 要が あるだ ろ う

とい うこ と,イ ンターネ ッ ト,イ ン トラネ ッ

トと言 われてい る,こ うい った もの を対 象 に

す る必 要 があ るので はないか とい うこ とが こ

こか ら出て きま した。
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▼表2ク ライアント/サ ーバー技術適用タイプ

論理的タイプ タイプ1 タイプ2 タイプ3 タイプ4又 は6 タイプ5

サーバ㌧ ㎜ 皿BL DMBL DMBL DMBLPR

処 理的タィブ ライアン1 BLPR BLPR PR DMBLPR PR

集中処理 テ㌧ タウェアハウス ミト川K)皿P ヘヒ㌧0]urp ・ 刈 ンフレームへ㌧ ス

σ賢 ニター) (3層)

分散処理 ・ テ㌧ タマー1 ライ10皿P テ㌧ タマイニング
・ ●

・ オブ ジ ェクト (ストアド (OLAB

テ㌧ タス1ア プ ロシージ ャ)

・分散 ⑰ ゾェ ・ インターネヅ1

灘 グ ループ ウェア クト イン歩一ネッ1 ・ 分散 げ ゾェ .

・ グ 炉 プ ウェア ク}

● エーゾ ェン1 ・ グ ルーフ。ウェア

・ ネットワークェーゾ

エント

■ データウエアハウスについて

まず,デ ー タウ エアハ ウスです が,こ れ に

つ いて はデー タウエアハ ウスの提 唱者 であ る

ビル ・イモ ンが一度整理 し直 して描 いて くれ

た図 が あ ります(図3)。 左 に従 来 の大 型機

の入力 が あ ります 。い ろい ろな シス テム,レ

ガシー システ ムが動 いてい ます 。現行 の アプ

リケー シ ョンが あ ります。 ここか らオペ レー

シ ョナ ルデー タス トア,こ れ は現行 の生 きた

デー タをその まま生 デー タの形で保 存 しま し

ょう とい う部分 です 。です か ら,ど うい う処

理 に向 いて いるか と言 う と,た とえば在庫 の

動 き,あ るいは まだ出荷が終 わってい ない オ

ー ダー
,こ うい った もの はすべ て どち らか と

言 う とこ こに載せ て い く とい うイメージで す。

現行 の明細 デ ー タ とい う意味 で,生 きて いる

部分 をここに持 って来 る,そ れ をある程度 た

めてい くとい うのが ここのデー タウエアハ ウ

スです 。

それ をサ マ リー して,早 く見 る こ とが で き

る ように したい,た とえば,部 門別 の集計 を

つ くる とい うのは上 に入 ります 。下 はあ くま

で生 デー タです 。です か ら,生 デ ー タ,現 行

と言 ってい ます けれ ど も,た め て3年 程度 で

す 。上 は10年,場 合 に よって は20年 で もため

る こ とが で きる とい うこ とです 。 こち らは月

ベー スで も落 と していけ ば良い。パ フ ォーマ

ンスの問題 も出て きます。

こうい った 中で何 がい ちばん問題 か と言 う

と,レ ガ シー システ ムの デー タをいか に うま

くこ こに取 り込 んで くるか,イ ンタフェース

の部分 が実 はいちば ん大変 な仕事 になって来

る。 その ため に,メ タデー タ,デ ー タの デー

タ,ど んなデー タが どこにあ ります よ,そ れ

をここの場所 に しまい な さい とい う,そ うい

った ものが必 要 にな って きます。 メタデー ダ

とい うのが1つ のキー ワー ドです 。情報 オブ
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翻 盲・解説

ジェ ク トとい う見 方か らす る と,ど んな情報

オブ ジ ェ ク トが ど こか らで きて い ます か ら,

その情報 オブ ジェ ク トをこの場所 に しまう と

い うマ ップ をつ くるのが メタデ ー タ,デ ー タ

の デー タの役 目に な ります 。

実 は,メ タデ ー タ とい う言葉 はデー タウエ

アハ ウスでい ちばん最初 によ く使 われ始 め た

言葉 なの ですが,イ ンター ネ ッ トで も分 散 オ

ブ ジェ ク トの世界 で も使 われ てい ます 。

▼図3デ ータウェアハウス
ス
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■ ・LTPIこ ついて

図4はOLTPの イ メー ジで すが,こ れ は皆

さんい ちばんお な じみ の部 分で,い わゆる ダ

ム端末 の イメー ジで も良いので すが,右 にシ

ェア され るデー タがあ ります。 メニ ューがあ

り,ク ライア ン ト側 の メニ ュー を起動 し,ア

プ リケー シ ョンプ ログ ラムが動 き,フ ァイル

マ ネー ジャーが動 き,シ ェァ ドデー タ,早 く

レス ポ ンス を返 して くだ さい。 オ ンラ イ ン ト

ラ ンザ クシ ョンについ て言 い ます と,い ちば

ん典型 的 な処 理 につい て,レ スポ ンスの早 い

処 理 を して くだ さい とい うのが ポ イ ン トにな

ります 。

で は,大 型機 とどう違 うの か,何 で クライ

ア ン ト/サ ーバ ーなの か とい う話 が ここで当

然 出て くるか と思 い ます けれ ども,ク ラ イア

ン ト/サ ーバ ー として,こ,こ にイ ンテ リジェ

ン ト端末 とい う レベ ルで はない,イ ンテ リジ

ェ ン ト端 末 とい う言葉 を使 う と,通 常 ダム端

末 プラスパ ソ コン として も使 えます とい うこ

とです が,こ こで はあ くまで クライ ア ン ト機

能 を持 った端末 とい うこ とです。 こ こにプ ロ

グラム,シ ェア とい うところがあ ります か ら,

この 上 には 当然 プ ロ グ ラム機 能 が あ ります,

こち らに もあ ります とい うのが特徴 にな りま

す。 そ うい うレス ポ ンス を出せ るの だろ うか,

こ う い っ た こ と も当 然 あ り ま す 。 で も,
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OLTPだ か らSQLは 使 わ ない とい う話 で は な

いで す。SQLで コー ル して,い か に レス ポ ン

ス を出す か とい う,こ うい ったこ と も重 要 な

ポ イ ン トになって きます。 クラ イア ン ト/サ

ーバ ーの テ クノロジー を使 い ます,と い うこ

とです。

このあ た りが全 い ちばん使 われて い ますの

は,今 話題 になって い るエ ンター プラ イズ リ

ソース プラ ンニ ング(ERP)の 基幹 の システ

ムです。 クライア ン ト/サ ーバ ー型 だ と言 わ

れて い るSAPのR/3な どが あ ります 。

▼図40LTP
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■ インターネットについて

それ か ら,イ ンター ネ ッ ト,イ ン トラ不 ッ

ト,エ クス トラ ネ ッ ト,あ るい はOLTPと も

複合 した形で の分散 オブ ジェ ク ト,こ うい っ

た世 界 は基本 的 には クラ イア ン トがあ りま し

て,ウ ェブサ ーバー,こ れ は イン ター ネ ッ ト

の イメージです が,ゲ ー トウェ イプ ログラム

を通 り,デ ー タベ ース イ ンタフェース を通 っ

て,本 来 デー タのあ る ところに行 きます,と

い うこ とで す 。 ウ ェブサ ーバ ーの とこ ろで ・

HTrpの と ころに メ タデ ー タ とい う言葉 が使

われてい る こ とに注 意 してい ただ きたい と思

い ます(図5)。

▼図5イ ンターネ ッ ト

リクエストー-CGIプ ログラム

ウェブ"フ∨ラウザ二

三トウェイ

ウェブHTTP プログラム

サーバニ(メ タテ三夕)

DB

インタフェース

(HTML)

CGIプ ログラム
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寄稿 ・解説

クライアン ト/サ ーバー

■コ ン トロ ー ル モ デ ル

クライア ン ト/サ ーバ ー コ ン トロールモ デ

ル とい うこ とで,ク ラ イア ン ト/サ ーバ ーの

コ ン トロー ルモデ ル を考 える場 合 に,基 本 的

に クライ ア ン トとサ ーバ ーの間 に どん な関係

が あ るの か とい うこ とで 見 た のが 図6で す 。

これ を見 ていた だ きます と,ク ラ イア ン トが

両 端 に書 いてあ り,真 ん中 にサ ーバ ーが書 い

てあ ります 。い ちば ん上 がい ちばん重要 なポ

イ ン トで,そ こに情 報サ ー ビスモデ ル と書 い

てあ ります。情報 オブジ ェク トが クラ イア ン

ト側 で まず捕捉 され,そ れがサ ーバ ー側 に保

存 され,利 用す るクラ イア ン トで ル ックア ン

ドフィールで見 ます 。 この部分 がい ちば ん重

要 な部分 です 。情報 サー ビスモデ ル と書 いて

あ ります が,先 ほ ど見 ていただい た クライア

ン ト/サ ーバ ー の モ デ ル(図2)で 言 う と,

黒 い丸 でお互 い に回 っていた部分 です。

これ を提 供す るために は,実 は郵便 配達屋

さんが必 要です,ネ ッ トワー クサ ー ビスが必

要 です とい うのが その下の部 分で す。情報 オ

ブ ジェ ク トを ちゃん と相手方 に届 け るため に

は,そ の情報 モ デル を封筒 に一一パ ケ ッ トな

り,何 で もいいの ですが 一 包 んだ状態 もの

をち ゃん と相手先 に届 け ない とい けない,と

い うの が ネ ッ トワー クサ ー ビスモ デ ルで す 。

こ こで ネ ッ トワー クメ ッセ ージが,い わ ば封

筒 に入 ったそ うい った メ ッセー ジが ち ゃん と

届 け られ ます 。 これ はあ くまで ノー ド間の話

ですか ら,送 っ たノー ドと受 け取 っ たノー ド,

この 間 をぴ しっ とや って くだ さい とい う話 で

す。

これ を さらに動 かす ため には,先 ほ ど見 て

い ただ きま した クライア ン ト/サ ーバ ーの コ

ンポー ネ ン トすべ てが ぴ しっ と動 か ない とい

けないで しょうとい うのが コ ンポー ネ ン トコ

ン トロールモ デルです 。

▼図6総 合クライアン ト/サ ーバー技術モデル
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■情報サービスモデル

まず い ちばん上 の情報サ ー ビスモデ ル,い

わゆ る情報 オブジ ェク トが ここで捕 捉 され て,

サーバ ー間 をず っ と行 きま して クライ ア ン ト

に来 ます。 イン ター ネ ッ トで言 えば,左 側 の

クラ イア ン トと右側 の ク ライア ン トが 同 じ も

ので も構 わ ないわけです 。 クラ イア ン トが リ

クエ ス トして答 えが返 って きま した,と い う

の も この モ デ ルの1つ にな ります け れ ど も,

こ う した場合 に情報 オブジ ェク トとい うデ ー

タ,そ の ための デー タが あ ります か とい うの

が ここ に書 か れ て い る メ タデ ー タで す(図

7)。

メ タデ ー タと言 うか らには,本 来,こ こか

ら出たい ろい ろな情 報 オブ ジェ ク ト,依 頼 も

結 果 も含 めてすべ て ち ゃん と行 われて い るか

とい うこ とがチ ェ ックで きる メ タデ ー タで あ

る必 要 が あ る とい うのが い ち ば ん理 想 で す 。

その場合 に2つ あ ります 。1つ はシ ン タック

ス,い わ ゆる静 的な状 態 で ここか らこ こに行

けば大丈夫 とい う形の交 通案内 をす る メ タデ

ー タ
,こ の デー タは ここにあ ります とい うメ

タデ ー タ,こ れが ウ ェ ブの ラ イブ ラ リな り,

そ うい った もので 整理 され ます とい うのが1

つです 。 もう1つ は,ダ イナ ミ ックな情 報が

欲 しい とい う場合 が あ ります 。 た とえば,大

型機 で言 えば ア クセ ス管 理 のSMFの ロ グが

あ ります,す べ ての ア クテ ィ ビテ ィがザ ー ッ

とた まってい ます とい う イメージです 。

で は,イ ンター ネ ッ トの世界 にそ ん な もの

はあ るので しょうか,い や,な いか らい いの

で は ないか,あ り得 ないので は ないか,こ っ

い う話 もあ るか と思 い ますが,実 は ダイナ ミ

ックロ グを取 らない とい けない とい う ことが

真剣 に検討 され てい ます 。 ど うい った部分 か

と言 い ます と,電 子商取 引等 で この取 引 は解

約 で きない もの と してサ イバ ースペ ース の上

で お 金 を動 か した。 手 形小 切 手 と同 じです 。

い つで も発行 した人 が取 り消 しで きるな ど と

言 われ た ら,と て も安心 してお金の取引 をサ

イバ ースペ ース上 でで きませ ん。 そ うす る と,

サ ーテ ィフ ィケー シ ョンオー ソ リテ ィ,認 証

機 関,あ るい は公証機 関 とい う言葉 が使 われ

てい ます が,そ のすべ ての ヒス トリー,ア ク

テ ィビテ ィログ を もって,確 か に行 われ てい

る とい う保証 を しなけれ ばい けない とい う行

為が 考 え られ ます。

こうい った こ とが,サ イバ ースペ ース上で

もアクテ ィブな メ タデー タを持 つ必 要が ある

場合 もあ ります し,静 的 な もの は ライブ ラリ

としての ウェ ブの相 手先 をち ゃん と見 たい と

い うこ ともあ ります。私 ど もは大変 良心 的 な

サー ビス を してい ます 。ポ ルノ グラ フィ とか

そ ういった ものは載せ ませ ん とか,い ろいろ

な静 的 な意味 での管理 をす る こ ともで きます。

これが イ ン トラ ネ ッ トとい うクローズ ドな

世界 にな る と,ア クテ ィブなロ グ とい うの は

お互 い にEDIのVANと 同 じで持 って い るか ら,

信用 で きるか ら良 い だろ う,認 証機 関 なんて

要 らない とい う話 にな ります。社 内の 閉 じら

れた システ ムな ら どうす るのか,こ こで もど

こか にお互 いのデ ー タが あるか ら問題 は ない

とい う発想 になって くるわけですが,い ろい

ろ な レベ ルで いろい ろな こ とが考 え られ ます

が,い ちばん理想 的 な状 態 を まず描 いて,そ

して費用対効 果の 中で どこ までや るのか とい

うふ うな考 え方が必要 です 。大 型機 の 中で あ

れほ どロギ ング を一生懸命 や ったの に,も っ

とオープ ンな世界 になった ときに どうして ロ

ギ ング しないの とい う素 朴 な疑 問です 。 もづ

と怖 い環境 に出 くわ してい るの に,ど うして
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ロギ ングを しないのか。 その ため にメ タデ ー

タをぴ しっ とつ くる必要 があ る とい うこ とが

1つ の観 点です 。

▼図7情 報サービスモデル

うるの か

、

■ メタデータ

それで は メ タデ ー タ としての オブ ジェク ト,

これ も1つ の オ ブジ ェク トですが,管 理の た

めの オブジ ェ ク トです。 これ を どん なふ うに

見 てい るのか と言 い ます と,静 的 な状 態 で行

きます と,先 ほ ど も申 し上 げ ま した よ うに,

この イベ ン ト/ト ラ ンザ ク シ ョンIDは ど こ

か ら どこ に,そ の行動 は どうだ。 ネゴシエー

シ ョンプ ロフ ァイル と言 ってい ます。 これ は

あなたが見 て もい いのです か,ど うです か と

い う意 味 です 。 「ア クセ ス管 理」 と言 わ ない

で,「 ネ ゴ シエ ー シ ョン」'と言 っ てい る とこ

ろに注 意 して いただ きたいの です が,初 めて

の ウェブに行 くか もしれ ませ ん。私 は,本 当

にお金 を払 わな くて アクセス していい のです

か,と い うネ ゴシエ ー シ ョンステー ジが基 本

的 に最初 にあるだ ろ う。 これ はそ うい った言

葉 がデ ファク トにな りつつ あ る とい うこ とで,

「ネ ゴ シエ ー シ ョンプ ロ ファ イル」 とい う言

葉 を使 ってい ます。動 的 な部分 は運用 情報 そ

の もの,情 報 が確 か に タイムス タ ンプ をつ け

ていつ どこか らどこに行 きま した,と い うの

をダー ツと残 してい くとい うのが こ こに言 う

動 的 な ものです 。 この オ ブジ ェク トをベ ース

に,こ こに イベ ン トが生 じます 。 どん どん既

得 されるわ けで すが,定 期 的 な分析,変 な こ

とを してい る とい う警告,こ うい った ものが

出 る仕 掛 け をつ くって い く必 要 が あ ります 。

(図8)
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▼図8メ タデ ータ

イへ◆ント/ト ランサ◆クションID
・From

・To

構 造

ネコ◆シエーション・フ.ロファイル

動 的

運 用 情 報

1ネ ットワークメッセージサービスモデル

そ れ に対 して,郵 便配達屋 さんの部 分,す

なわち ネ ッ トワー クメ ッセ ージサ ー ビスの部

分 に対 しま しては,基 本 的 に クラ イア ン ト側

か らリクエ ス トが あ ります,サ ーバ ーがサ ー

ビス を提 供 します,こ こに封 筒 が あ ります,

これが ち ゃん と届 きま した,こ の部分 だけ を

見 れ ばいい とい うこ とです 。 ネ ゴシエ ー シ ョ

ン,サ ー ビス依 頼,サ ー ビス受領,こ うい う

ふ うに書 い てあ りますが,ネ ゴシエ ー シ ョン

が論 理 的 に どこ まで入 るか とい う問題 はあ り

ます が,あ ま り入 る とインフ ォメー シ ョンの

方 に な り,灰 色 の部 分 があ りますが,こ の部

分 をロギ ング しよう とい う こ とです 。 これ に

つ きま しては,マ ネジ メ ン トイ ンフ ォメー シ

ョンベー ス(MIB)と い う言 葉が ほ ぼデ フ ァ

ク トとしてい ろい ろなプ ロダ ク トで使 われ て

お ります 。 シ ンプ ルネ ッ トワー クマ ネジメ ン

トプロ トコル(SNMP)と い うのが プ ロ ダク

トベ ース で はいろい ろ入 って い る とい うのが

現状 です 。 いや,そ んな言葉 は よ くない,ス

タ ンダー ドは こ うだ とか いろい ろ ここで も葛

藤が あ るのですが,安 くていい もの とい うの

はデ フ ァク トにな る とい うこ とです(図9)。
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寄稿 ・解説

▼図9ネ ッ トワークメ ッ七一ジサ ービスモデル

クライアント

=

サーバ ー

● ネ=ゴシエーション

・ サ・・ビ ス依 頼

・ サーヒ◆ス受 領

■
マネ ジメ ン トイ ンフ ォメー シ ョンベ ー ス

(MIB)に つ い て

そ うい った中で やは りガ イ ドが 出てお りま

して,こ うい った形 で ネ ッ トワーク メ ッセー

ジ とい うイベ ン トが生 じま した,そ の イベ ン

トが生 じた ときに,そ の状 態 を表 した ネ ッ ト

ワー クメ ッセー ジの管理用 の情報 一 マ ネジ

メ ン トイ ンフ ォメー シ ョン とい うの はそ うい

う意味 です一 をオブ ジェ ク トとして ここに

持 って きて くだ さい とい う,「 オブジ ェク ト」

とい う言葉 は どん どん この分野 で使 われてい

るのですが,こ こが基本 的 に今 回の フレーム

ワー クをつ くり上 げる発想 の原 点 にな ってい

ます 。そ の考 え方 を全面 的 に適 用 してい けば

良いので はない か とい うこ とです。 オ ブジ ェ

ク ト,す なわ ち行為 と属性 です が,属 性 は物

の部分 の属性 を表 して いて,行 為 とい うのは

プ ロセス を表 してい ます。 オブジ ェク トの カ

プセ ル,オ ブ ジェ ク トプ ログラ ミングを手掛

け た ことが あれ ば分 か る と思 い ますが,デ ー

タ とプ ロセ ス をカプセ ル した ものが オブ ジェ

ク トで す。

ここにそ うい った オブジ ェク トをどん どん

記録 し,こ の下 の方 に先 ほ ど と同 じよ うに警

告,セ キ ュ リテ ィプ ロフ ァイル,ロ ギ ングが

必 要 な場合 には ロギ ングが あ ります 。 どの程

度 まで ロギ ング をす るのか とか,い ろ いろあ

ります 。大型機 で あれば た くさんため るのが

あた りまえ,ネ ッ トワ]ク が オープ ンに なる

となぜ ため ないの か とい うこ とが また ここで

も出て きます 。そ して分析 を しなけれ ばい け

ない(図10)。
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▼図10マ ネジメン トインフォメーシ ョンベース(MIB)

国

劇
国
国

国

画

■ コンポーネントコント・一ルモデル

そ して,い ちば ん最後 が コ ンポー ネ ン トの

部分 です。皆様 方 は今 オープ ンシス テム を運

用 されて い ます 。 クライア ン ト/サ ーバ ーの

シス テ ム をLANを 入 れ て 運 用 され て い ます 。

そ のすべ てのハ ー ドウェアの台帳 はあるで し

ょうか。 すべ てのパ ソ コンの台 帳 はあ ります

か。すべ ての パ ソコ ンの台帳 に,今 どんなバ

ー ジ ョ ンのOSが 載 っ てい るか とい う台 帳 は

あ りますか。 そ の上 に どん なアプ リケー シ ョ

ンが載 ってい るか とい う台帳 はあ りますか。

ない と した ら,大 丈夫 で しょうか。 チ ェ ッ

クは され てい るで し ょうか とい う素朴 な疑 問

です 。先 ほ どクラ イア ン ト/サ ーバ ーの コン

ポー ネ ン トを見 ま した。 クラ イア ン ト/サ ー

バー をコン トロー ルす る とい う意味 は,ク ラ

イア ン ト/サ ーバ ーの コ ンポー ネ ン トが すべ

てチ ェ ックで きる状 態 にす る とい うの が本来

の管理 のあ り方 です。 ところが,サ イバー ス

ペ ース上 で相手 は どうなのか とい うのは なか

なか難 しい。 それで も相手 を信 用 したい,信

用で きる レベ ル じゃない と一緒 にや らない と

い う場 合 には,ネ ゴシエ ー シ ョンの最初 のス

テー ジで か な りの時間 をか けて相 手 の状 態 を

チ ェ ック しない とい けない はずです 。最 初 に

大 きな取 引 をす る場合 に,信 用調査 を した り

い ろい ろや ります が,そ れ に相 当す る ことが

当然 必要 では ないか とい う認識 が ほ とん どさ

れ て い な い とこ ろ に,実 は今 の ク ラ イ ア ン

ト/サ ーバ ー管 理 の大 きなネ ックが あ ります 。

た また ま今 回 の リサ ーチの プロジ ェク トに,

グローバ ル にオー プ ンな クライア ン ト/サ ー

バー を運 用 されてい る企業 が あ り,そ の方が

言 うには,そ こで は クライア ン トを朝立 ち上

げ ます。サ ーバー上 にその クライア ン トのす

べ ての アプ リケーシ ョンの 内容 をチ ェ ックさ

せ る ものがあ り,そ れ を毎朝 や る。 立 ち上 げ

処理 をや る とい うこ とです 。20分 ぐらいかか

る。 だか ら,ポ ン と最初 にクラ イア ン トを立

ち上 げ る。要 は,ア クセス を させ る と20分 ぐ

らいザ ー ッと中身が更 新 されてい ない な,プ

ロ グラム を更 新 させ よう と,こ うい う処 理 を

行 っ てい るの で す 。 とい う こ とは,ハ ー ド,
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寄稿 ・解説

OS,ア プ リケー シ ョンの 内容 をち ゃん と正

当 な内容 に毎朝 してい る とい う処 理 を行 って

い ます 。 グローバ ル に行 ってい るのです 。基

幹 系 をそれで 動か して い ますか ら,そ うい っ

た こ とをや らない と,基 幹 系 として使 うの は

怖 い はずです とい うのが ここで提 案 してい る

内容 です。

そ のため には コ ンポー ネン トコン トロール

の台帳 をち ゃん とつ くらない といけ ない はず

です 。あ るい は,そ れ を分 散拠点 にデ ィス ト

リビュー トさせ て,そ こか らその下 にあ る ク

ライア ン トを毎朝 更新 させ る ときに同期 を取

る ような処理 を しない とい けないか もしれ ま

せ ん。 これ をや ります と,私 の ゲー ムの プ ロ

グラム を何 で勝手 に消 した とか,い ろい ろ苦

情 が 出 ます 。 バ ー ジ ョンア ップ しま し ょう,

はい持 ち込 んで くだ さい とや る場 合 とか,ダ

ウ ンロー ドす る場 合 もい ろいろあ るのです け

れ ど も,強 制 的 にみん な書 き換 えて しまった

ら,私 の大事 なデ ー タを どう して くれ るの だ

とか,私 の大事 なプ ログラム を どうして くれ

るの だ とい う話 が 出て きて,パ ソ コンと して

使 われ てい る部 分 と,企 業 の業務 と して使 わ

れてい る クラ イア ン トとい うの は どう違 うの

だ ろ うとい う素朴 な疑 問 にそ こで 出 くわす と

い う場合 があ ります 。

た だ,基 幹系 の システ ム と して クライア ン

ト/サ ーバ ー を本 当 に運用す るな らば,そ ん

な こ とは言 っ て い られ ない 。管 理 の コス ト,

すべ てのチ ェ ック機 能 を入 れ る とい うこ とか

ら見 る と,こ うい った処理 をせ ざる を得 ない

だ ろ うとい うこ とで す。 これ に相 当す るネ ゴ

シエ ー シ ョン,サ イバ ースペ ース上 で相 手の

内容 をチ ェ ックす る こ とはで きませ ん。 どこ

まで ネゴシエー シ ョン上 で どうい ったス タ ン

ダー ド,ど うい ったセ キ ュ リテ ィまで入 れ て

お けば安心 してつ ない でいいの か。すべ ての

ものの ネ ゴシエ ー シ ョンは必要 で はないで し

ょうが,少 な くともセ キ ュ リテ ィプロ フ ァイ

ル レベ ル,あ るいはあ なたの持 って いるバ ー

ジ ョンは どうです か,こ れ は基本 的 には処理

が で きな いで す か ら,ネ ッ トスケ ー プの3.

0以 上 を持 ってい ない方 は これ はで きませ ん

と言 って い る,あ れ も1つ の ネゴシエー シ ョ

ンです 。 あれ に相 当す る よ うな こ とを もう少

し深 くや らない と,基 幹系 の シス テム を動 か

▼図11コ ンポ ーネ ン トコン トロールモデル
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す のは危険 では ないか とい うのが 出て きます。

その 場合 の ア プ リケ ー シ ョ ンの レベ ル な り,

コンポー ネ ン トの レベ ル をどの範 囲 まで ネゴ

シエー シ ョン リス トに入れ るのか とい うの も

1つ の大 きな課題 です 。ほ とん どそ うい った

こ とが言 わ れ て い ない 。言 わ れ て い るの は,

先 ほ ど紹 介 した電子商取 引 の部 分で 固い話 ば

か りが出 てい る。 もっ と柔 らか くて ネゴ ッシ

ャブル な ものがつ くられ るべ きで は ないか と

い うのが グローバ ル ス タンダー ドの方 向性 で

す(図11)。

コンポーネン トコン トロールベース

■(CCB)に つ い て

そのため に,当 然 こうい った台帳 の 中に オ

ブジ ェク ト,ア プ リケ ー シ ョンー これは情

報 オ ブジ ェク トの部分 です一 一な り,ミ ドル

ウェア,い ちばん最 初 に御 報告 した こうい っ

たコ ンポ ーネ ン トの台 帳が あ って,そ れ に対

して皆 さん,あ るいは コ ンピュー タが働 い て

い ます,設 備 が働 いて い ます,拠 点が あ りま

す,メ ー カー さんがい ます,技 術 が あ ります 。

イベ ン トが発 生 して指示 ・計画,こ の イベ ン

ト,指 示 ・計 画 とい うの はいわ ゆる シス テム

の ライ フサ イ クルの話 です 。そ うい った もの

に合 わせ て企画,開 発,運 用,保 守の それぞ

れの拠 点で利 用 される必要 が ある とい うのが

コ ンポ ー ネ ン トコ ン トロ ー ルの ベ ー スで す 。

この3つ の フ レーム ワー クを基本 的 にそ ろえ

られ るのが まず クライア ン ト/サ ーバー の コ

ン トロールの ため に必 要です 。 しか し,い ち

ばん重要 なの は何 か とい うこ と,ク ライア ン

ト/サ ーバ ーは情 報 オ ブジ ェク トの ため に入

れ るのです か ら,こ れが ピシ ッと しない とだ

めで す,そ の ため にこ こまで や らない とい け

ないので は ないですか,と い うのが この フ レ

ーム ワー クです(図12)。

▼ 図12コ ンポーネ ン トコン トロールベ ース(CCB)
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■ セキュリティについて

表3は,リ ス ク評価 基準 とい うこ とで,前

向 き品 質,当 た り前 品質,コ ス ト,デ リバ リ

とい うのが横 軸 に書 いてあ りますが,そ れで

ス ピー ド,シ ンプル,操 作性,と い うふ うに

ここに書 い てあ ります 。そ れか ら完全性,正

確性,正 当性,そ して コス トが標 準化,利 用

頻度,能 力説 明,デ リバ リが可用性,機 密性,

自立 性,こ うい うふ うに書 いてあ ります 。 セ

キュ リテ ィはOECDの ガイ ドライ ンで,こ の

うち,可 用性,機 密性,正 当性 をカバ ーす る

ものです。

そ して縦 軸 に管 理 の く く りが 書 い て あ り,

まず システム オブ レコー ド,オ ブ ジェ ク トモ

ニ タ リン グ,セ キ ュ リテ ィ,デ ー タベ ー ス,

と書 いてあ りますが,こ こは右 の ところ を見

る とメ タデ ー タ とい うふ うに くくって ある よ

うに,情 報 オブ ジェ ク ト,イ ンフ ォメー シ ョ

ンサ ー ビス を ター ゲ ッ トと した管理 とい うこ

とです。 そ の下の構成 管 理,障 害管理,セ キ

ュ リテ ィ管理,パ フ ォーマ ンス管理,ア カ ウ

ン ト管理 は,MIBと い うこ とで オブジ ェク ト

が書 い てあ る ように,ネ ッ トワー クメ ッセー

▼表3ク ライア ン ト/サ ーバ ー技術 コン トロール 目標集約(デ ータウエアハウス)
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ジサ ー ビスを ターゲ ッ トとした ものです。 そ

の下 の システ ム開発/保 守,運 用 が コ ンポー

ネン トコ ン トロールベ ース として書 いてあ る

ように,基 本 的 には クライア ン ト/サ ーバ ー

の コ ンポ ー ネン トすべ て をター ゲ ッ トと した

管理 だ と,こ うい うフ レームです 。

そ して,た とえば システ ムオブ レコー ドの

部分 を見 る と,「 システ ム オブ レコー ド」 と

い う言葉,こ れ は ビル ・イモ ンが つ く り上 げ

た言 葉 なのですが,先 ほ ど情報サ ー ビスモ デ

ル とい う図 があ りま したが(図7),そ こに

丸 く円 が 囲 んで あ ります 。 レ コー ドの範 囲,

シス テム オブ レコー ドの範 囲,最 適 なデ ー タ

とメ タデー タの方 に書 い てあ りますが,要 は

この範 囲の レコー ド,オ ブ ジェ ク トを管 理 し

ます とい う話 で す。 それが デー タベ ース その

ものの設計 で あ り,メ タデー タで の管 理範 囲

を明確 にす る概 念 だ とい うこ とです 。守備 範

囲 をどこ まで にす るの か。 システ ム とい うの

は,範 囲,集 ま り,グ ル ープの塊 とい う意味

です か ら,レ コー ドの塊 の範 囲 を明確 に しよ

う とい うのが ここで言 うシス テム オブ レコー

ド管 理 とい う意味 です 。 したが って,い ちば

ん基本 的 なデー タベ ース デザ イ ンの作 業 をや
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寄稿 ・解説

りま しょうとい う部分 にな ります。 それが な

い とメタデー タはつ くれ ない し,情 報 オブジ

ェク トの管 理 もで きない はず だ とい うこ とで

す。

そ この横 を見 る とS,S,P,S,Sと 書

いてあ りますが,こ れはSは 従 た るプ ライ オ

リテ ィ,Pは 主 た るプ ライオ リテ ィ とい うこ

とです。 です か ら,シ ス テムオ ブ レコー ドで

は どこがPか と見 る と,た とえば可用性 とか

正 当性 とか正確性 の ところに入 ってい ます と

か,い ろい ろあ ります。 デー タウエ アハ ウス

で は ど こか と言 う と,シ ンプ ルで あ る こ と,

正確 であ る こと,標 準 化 されて いる こ と,可

用性が あ る こと,自 立性 があ るこ と。 オ ブジ

ェク トとアプ リケー シ ョンと ミ ドル ウェ ア と

OS/ネ ッ トワー ク を考 えて 一生 懸命 この あ

た りを考 えて くだ さい。 これがすべ て とい う

意味 で はあ りませ んが,主 として こ うい うつ

く りになってい ます。

オブ ジェ ク トモ ニ タ リング,運 用上 にお け

るオブ ジェ ク トの モニ タリ ング をメ タデー タ

を使 って,静 的,動 的 にや る場合 は どうす る

か とい うのがそ の次 に書 かれ てい る部 分です 。

ス ピー ド,関 連性,正 確性,正 当性,可 用性,

▼表5ク ライア ン ト/サ ーバ ー技術 コン トロール 目標集約(イ ンターネッ ト)
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自立性 とかが このあ た りに入 ってい て,今 回

の ターゲ ッ トで あ るセキ ュ リテ ィは どうか と

言 う と,正 当性 と機密性 の ところにPが 入 っ

てい る ところ に注意 した い。

それか らア クセス とい う意味 で,MIBの セ

キュ リテ ィの部分 です。 ネ ッ トワー クメ ッセ

ー ジ としての セキ ュ リテ ィ も同 じよ うに正 当

性 と機 密 性 の とこ ろ にPを 入 れ てあ ります 。

システム開発保 守時 は どうか とい うふ うに見

る と機密 性 にPを 入 れてあ り,さ らに下 の運

用 を見 る と,こ こで も正 当性,機 密性,セ キ

ュ リテ ィ とい う言葉 か ら この2つ が どう して

もキ ー ワー ドと して出 て くる。OLTP,イ ン

ター ネ ッ トも同様 に要 約 して い ます(表4,

5)。

■ セキュリティの考え方

まず セ キュ リテ ィを考 える場 合 に,プ ロテ

ク トしたい ものが あるか どうか とい うのが 第

1番 です 。守 りたい ものが あ りますか。私 の

大事 なお金 だか ら金庫 に しまい ま しょう とい

うの はプ ロテ ク トす る ものが あ る とい う意味

です。 この 中 にデー タな りお金 な り,要 はプ

ロテ ク トしたい もの を しまって い ます とい う

と きに,プ ロ テ ク トだけな らコ ンク リー トの

箱 の 中 に,鉛 の箱 の 中に しまって しまえば終

わ りなので す けれ ど も,そ れ では利用 で きま

せ ん。 そ こで,こ こに利 用す るた めの出入 口

を開け ます 。 こ こに金庫 の ドア をつ け,一 定

の時 間 にち ゃん と合 わせ ない と動 きませ ん と

かい ろい ろ考 え るわ けです。 これ が ア クセス

管 理です 。 まず プロテ クシ ョンあ りきなので

す。 これ は,大 型機 の ダム端 末で は大変 親 し

み や す い行 動 に な っ てい ます 。 ダム端 末 は,

必ず この ア クセ スルー トか らこの末端 の ルー

チ ン しか ア クセ スで きませ ん,と い うふ うに

な っているか ら可 能 なのです 。

ところが,サ イバ ースペ ース にな りま した。

どうす るか。私 の情報 オブ ジェ ク トは,ど こ

か知 らないが,ど こか いろい ろな ところ を経

由 して行 ってい る ようだ。 ア クセス管理 が で

きる よ うに,ま ず ここに プロテ ク トで きるで

し ょうか。答 えは ノーです。 その結 果,情 報

オブジ ェク ト自体 を暗号 化 す る以外 にプ ロテ

ク トの手段 は ない と考 えるのが現在 の考 え方

です 。 イ ンター ネ ッ トは当然 だ,プ ロテ ク ト

したけれ ば,と い うこ とです。

当然 お金 な り,自 分 のプ ラ イバ シーや命 に

かか わる よ うな もの とい うのは,皆 さんプ ロ

テ ク トしたいだろ うとい うふ うに考 え られ る

わ けで すが,そ れ以外 の もの に対 して どこま

で プ ロテ ク トす るのか とい うのは ケースバ イ

ケースです 。

この話 が実 は もう1つ,イ ンターーーネ ッ トの

世界 は こうで し ょう。 これ は どち らか といい

ます とOLTP,大 型 機 も含 め た世界 とい うの

は これ に近 いです 。デ ー タウエアハ ウスは ど

うで しょうか。 あ るい は,イ ンター ネ ッ トと

デー タウ エアハ ウスの ち ょう ど間 ぐらい にな

るグルー プウェ アは どうで しょうか とい う話

が 出て まい ります。 ここは今物 理的 に アクセ

ス管 理 を され てい る とい う話 を しま したが,

イ ン トラネ ッ ト,あ るい はデー タウ エアハ ウ

スの場 合 に も,ま ず メ タデー タ とい う ような

もの を使 い,ネ ゴ ッシャブル プロ ファ イル と

い うこ とでア クセス管理 をさせ る こ とはで き

ます。

ところが,1つ 大 きな問題が あ ります。 グ

ループ ウェアや デ ー タウエアハ ウス を使 う場

合 の1つ の キー ワー ドが情報 共有 であ り,情

報 開示 なのです 。 とい うこ とは,基 本 的 には
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み ん な に 開示 しよ う,使 え る よ う に しよ う,

ア クセス をい ちい ちチ ェ ック しない,社 内の

人 な ら誰で もい い とい う,こ うい う使 い方 を

しよ うとい う考 え方 がベ ース にあ ります 。そ

して,シ ンプル な イン タフェースです ぐに見

る こ とが で きる よ うに した い とい う意 味 は,

ここに当然 の こ とと して生 デー タ,す べ ての

デー タが載 る ような形 の デー タベ ース をつ く

る とい うこ とにな ります。 そ うす る と,み ん

な開示 され て しま う。 ど うや って プ ロテ ク ト

す るの か。 ア クセ ス管理 で で きるの か。 アプ

リケー シ ョンプ ログラムで,た とえば電話番

号 は ここ に載 って いるけれ どもプラ イバ シー

情報 だか ら開示 す るのはや め よう,こ の属性

だけは,あ る人 には,ほ とん どの人 には見せ

た くな い。 こ うい うふ うにアプ リケー シ ョン

をその都度 つ くり込 むのか。 ネ ゴ ッシ ャブル

プロ ファ イル にア プ リケー シ ョンの関係 で登

録 しな ければ いけ ない のか。 こ うい う話 が実

は出 て き ます。

デ ー タ ウエアハ ウスの世界 も,そ うい った

い ろい ろな こ とを突 き詰 め てい くと,最 終 的

な答 え はサ イバ ースペ ース と同 じよ うに暗号

化 しない とい けない,と い うのが答 えです 。

しか し,そ んな こ とをや っていた ら大変 で

す。 どうす るの か とい うのが今大 変問題 にな

って い ます。 これ は ビル ・イモ ン といろい ろ

セ キ ュ リテ ィにつ い てや りと りをす る 中 で,

最 終 的な答 え は暗号化 しか ない,ア クセス管

理 で は決 してデ ー タウエアハ ウスの情報 オブ

ジ ェク トの セキ ュ リテ ィの確 保 は して くれ な

い とい うのが答 えです。

セ キュ リテ ィの ところ,こ こがい ちばん重

要 な ポイ ン トです。何 を守 りたいか とい うの

は,情 報 を守 りたい とい うこ とですか ら。

寄稿 ・解説

ネ ッ トワークのセキ ュ リテ ィと

■電 子 署 名 に つ い て

ネ ッ トワー ク通信 に対 す る ア クセ ス の プ

ロテ ク シ ョンをす る。 ネ ッ トワー ク資源へ の

ア クセ ス管 理,セ キュ リテ ィ情 報 の履 歴記録

と抽 出,暗 号化 プロセスの管理 とコ ン トロー

ル,技 術 に対す る検 討事 項 と してデ ジ タル署

名,フ ァイアウ ォー ル,こ れは ノー ドア ドレ

ス レベ ルです。 アクセス管理,暗 号化 と鍵管

理,認 証,セ キ ュ リテ ィログ,タ ッピ ング方

法 とその脅 威,事 故 の追 跡,い ろいろ よ く紹

介 され る イン ター ネ ッ ト上 におけ るセ キュ リ

テ ィの問題 点 とい った ものが図13で は書 か れ

て い ます。

電子 署名 とい う1つ のテ クノ ロジーの 中に,

実 はお もしろ い手 がか りが入 って い ます。 こ

こに署 名 を した文書 を送 りたい とい うこ とで

す 。 それで,送 ります デー タ,何 で も構 わ な

い の です 。 ラブ レ ターで も何 で もい い です 。

1枚 の ラブ レター を,こ れは人 に見 られた ら

困 る な とい うふ うに考 えるのか,見 られて も

い い,あ る いは内容 を変 え られ た ら困 る な と

い うふ うに考 え るの か とい う差 はあ ります 。

内容 を見 られ て も変 え られた ら困る とい う

場 合 の送 り方 で は,ま ず ラブ レターが120行

あ ります。 フル に書 か れてい ます。 これが変

わ らなけれ ばい い とい うレベ ルの プロテ ク シ

ョンをか けたい とす る と,こ の メ ッセー ジが

120行 です とい う部 分 をハ ッシ ュ 的 な もの,
し

こんなわか りやすいものではないです。 もっ

と違った合計値 を出 して,そ いつを暗号化 し

まして書 き換え られない ようにしてこの平文

(通常文)と 一緒 に送 るとい うのがいちばん

原始的な電子署名です。そうする と,受 け取

った方は,そ の電子署名の相手方が持ってい

る送 りました公開鍵,暗 号化で きるのは秘密
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鍵 で 自分 だけが暗号 化で きる,読 み取 る方 は

みん なに差 し上 げ ます,こ れ で読 め た らあな

た は私 か ら送 った もの を読 み取 ってい る とい

うこ とが わか ります とい うこ とで す。 だれが

読 んで も構 わ ない,逆 に言 えば。その 人が 開

け ま して,120行,大 丈夫 だな,途 中で 改窟

され てい ない とす るのが電子 署名 です。

こ こで1つ の いい手が か りとい うの は,実

はセ キュ リテ ィとい う目標 に対 して電子 署名

の メカニズ ム を1つ の メ ッセー ジの中 に組 み

込 んで送 ってい る とい う ところに注意 してい

ただ きたいのです。 ネ ッ トワー クメ ッセー ジ

とい う単位 で,封 筒 に くくった オブジ ェク ト,

これ は1つ の オブ ジェ ク トです。情報 オブ ジ

ェク トと して はこち らだ けが欲 しいわ けです

が,こ れ を1つ の オブ ジェ ク トと して送 るこ

とに よって管理 を実現 させ る ことが で きます,

それ 自体 が 自律 的 に動 いて い ます,独 立 して

動 い てい ます とい う ところです。 その 中 にチ

ェ ックす る仕組 み を組 み込 む ことがで きる と

い う考 え方 があ ります。

これ を広 く考 える と,い ろいろ な応用形 態

が考 え られ ます。今,セ キュ リテ ィとい う部

分 だ けの 目標 軸 に対 しての管 理 のチ ェ ックを

いれ ま したが,そ れ では,ビ ジ ネスか ら見 て

クオ リテ ィは どうか,売 上活動 として ど うか,

納期 として どうか,い ろい ろ なチ ェ ック をオ

ブ ジ ェク トその もの に組 み込 んで送 る ことに

よって,そ れ を開 けた ときにす ぐに警告 な り

チ ェ ックがで きる仕 掛け,管 理,コ ン トロー

ル とい うの は基 本 的 には チ ェ ッ クで す か ら,

リアル タ イム に警告 が出せ る仕組 み をいか に

つ くり上 げてい くか とい うこ とが環境変 化 に

早 くダイナ ミックに対応 す るた めの仕 掛 け と

して重 要 にな ります 。その1つ の手 が か りが

セ キュ リテ ィの技術論 の 中で一 生懸命考 え ら

れ てい るのですが,な ぜ その応 用 をす ぐに考

えないの だ ろ うとい うのが私 か ら見 ます と大

変 素朴 な疑問 なのです が,そ うい ったチ ェ ッ

クの ための シーズ と してはす ば ら しい ものが

入 ってい ます。

もっ と守 りたい とい うこ とで,平 文 を暗号

化 し,さ らに電子署 名 と暗号 化 します 。 まあ

そ んな にお金 までか けて何 を守 らなけれ ばい

け な いの とい う話 に な りか ね な い の です が,

電 子署名 とい うの は意外 とち ょっ と技術論 だ

けが ひ と り歩 きす る きらいが あ りま して,実

効性 を考 えないで技術論 だ けが先行 してい る

部分 もあ りますが,大 変お も しろい手 が か り

が あ ります 。
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寄稿 ・解説

▼図13ネ ッ トワークサ ービス処理 のコン トロール

リスク評価基準

前向き品質 当たり前品質 原価 納入
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ネ ッ トワー ク サ ー ビス 処 理 の コ ン トロ ー ル

セキ ュリティ(ア クセス)管 理

満 た され る ビ ジネ ス 要 件

ネ ッ トワーク通信に対するアクセスのプ ロテクションをする。

管 理 の 実 施 方 法

・ ネ ッ トワー ク資源へのアクセス管理

・ セキュリティ情報の履歴記録 と抽 出

・ 暗号化プ ロセスの管理とコン トロール

技 術 に対 す る 検 討 事 項

・デ ジタル署名

・ フ ァイアウォール(ノ ー ドア ドレス レベル)

・ アクセ ス管理

・暗号化 と鍵管理(ネ ッ トワー クア ドレス レベル)

・ 認証

・ セキュリティログ

・ タッピング方法とその脅威

・ 事故の追跡

デ 一夕ウ1アハウス

OLTP

インターネット
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■ 開発時のセキュリディ

図14は,シ ス テム開発 と保 守段 階 にお ける

クラ イア ン ト/サ ーバー コ ンポー ネ ン トへ の

不正 なア クセ ス と変更 を防止す る。物理 的 コ

ンポーネ ン トの プロテ クシ ョン,ソ フ トウェ

アコ ンポ ーネ ン トのプ ロテ クシ ョン,ネ ッ ト

ワー クコ ンポ ーネ ン トの プ ロテ ク シ ョン,オ

ブ ジ ェ ク トの プ ロテ クシ ョン とい う こ とで,

プロテ クシ ョンをベ ース にこ こで は書 い てい

ます 。

ウイル スプ ロテ クシ ョンソフ トウェアの初

期 バー ジ ョンへ の ロー ド,そ れ か ら物 理的識

別番号 の初 期 ロギ ング,プ ラ ッ トフ ォーム番

号正 当性 チ ェ ックを伴 うパ ッケー ジ ソフ トウ

ェアの リ リース とロー ド,不 当 な変 更 を プロ

テ ク トす る ライブラ リ ソフ トウ ェアパ ッケー

ジ,職 務 の分離,違 反 モニ タリング,許 可 レ

ベ ル とこ う書 いてあ りますが,こ こでい ちば

ん大事 なポ イ ン トは,コ ンポ ー ネン トの最 初

の状 態,バ ー ジ ンな状 態 で ピシ ッ とロギ ング

され ない と,た とえば ウイルスが入 って きま

した と言 った ら もう終 わ りです。下 の方 に入

って しまった ら,い くらウイルス プロテ クシ

ョンソフ トを動 か して も発 見で きない問題が

出て しまい ます ので,最 初が大 事 だ とい うこ

とです 。最初 の状 態 の ロギ ングが され てい な

い と,あ とプ ロテ クシ ョンはで きませ ん。大

変 シ ビア な問題 が あ ります 。 もっ と言 えば,

メー カー さん も大 丈夫 なの ですか とい う,と

きどき社 会問題 にな ります 。そ こも含 めた本

当の意味の初期 バ ー ジ ョンの プ ロテ クシ ョン

とい うの は大変大 きな問題 にな って まい りま

す。 それが ロギ ング され て後 の変更 が ぴ しっ

と管理 され るプ ロテ クシ ョンが かか ってい る

とい う,こ うい った ところが ポ イン トに な り

ます。
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寄稿 ・解説

▼図14シ ステム開発 ・保守手続の コン トロール

リスク評価基準

前向倉品質 当たり前日賞 原価 納入
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システ ム開発 ・保 守手続 の コン トロール

セキュリティ管理

満 た され る ビジネス要件

システム開発と保守段階におけるクライアントサーバコンポーネントへの不正なアク

セスと変更を防止する。

管 理 の 実 施 方 法

・物理的コンポーネ ン トのプ ロテクション

・ ソフ トウェアコンポーネ ン トのプロテクション

・ネ ッ トワー クコンポーネ ン トのプロテクション

・オブジェク トのプロテクション

技 術 に対 す る 検 討 事 項

・ウイルスプロテクションソフ トウェアの初期バ ージョンへの ロー ド

・物理的識別番号の初期 ロギング

・プ ラッ トフォーム番号正当性チェックを伴 うパ ッケージソフ トウェアの

リリースとロー ド

・不当な変更 をプロテク トするライブラ リソフ トウェアパ ッケージ

・職務の分離

・違反モニタ リング

・許可 レベル

テφ一夕ウエアハウス

OLTP

インターネット
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■ 運用時のセキュリティ

図15は シス テム運用段 階 にお け るク ライア

ン ト/サ ーバ ー コ ンポー ネ ン トへ の不 当 な変

更の プ ロテ ク トをす る。物理 的 ア クセス,論

理的 ア クセス,ウ イルス プロテ ク シ ョン,サ

ーバ ーの物 理的環境 の保 護 ,ク ラ イア ン トの

端末 の論 理的 ア クセ ス,オ ブ ジ ェク トの暗号

化,電 話番 号 の定期 変更,オ ンライ ン上 の ウ

イルスか らのプ ロテ クシ ョン,い ろいろ書 い

て あ りますが,技 術論 と しては ウ イルスの 問

題 も含 め,ど ん どん変化 してい くとい うこ と

です。 ア クセ ス管理 とい うよ りは プロテ クシ

ョンです 。 アクセス管理 とい うプ ロテ クシ ョ

ンの方法 は必 ず しも実効性 を上 げ る方 法で は

な くなって きてい る とい うところに注 意 を し

てい ただ きたい とい うのが い ちばん大 きな ポ

イ ン トです。

最 後 に オブジ ェク トとい うこ とをよ く理解

して いた だ きたい と思 い ます。 なぜ オブジ ェ

ク トなのか とい うのは,そ れ 自体 が1人 で旅

をす るよ うな形の シス テム をつ くらない とい

けない とい うこ とが なぜ オブジ ェク トか とい

う答 えで す。 それ に対 して どん な管理 を うま

く組 み込 んで い け るの だ ろ うか とい うの が,

電子署 名の技術 に見 る よ うな1つ の手が か り

が あ ります 。その知 恵 を出 して い ろいろ運用

を考 えていた だ きたい,開 発 を考 えてい ただ

きた い とい うこ とです 。

こ うい っ た形 で今,世 界 的 な発 信 を して,

何 とか 日本発 の グローバ ルス タ ンダー ドの コ

ア をつ く りたい な とい うのが今や ってい る作

業 です。 これの後 も継続 的 に もう少 し詳 細 な

もの をつ くる作業 を今 してお ります 。機 会 が

あ りま した ら来 年の今 ごろ また もう少 し詳 し

く,紹 介で きるか と思 い ます。

の

,な お本稿 は,平 成9年11月26日 に開催 された当協 会賛助会員研究会 「クライアン ト/サ

:一 バ ー環境 下 のセ キュ リテ ィ コン トロール のあ り方 一 イ ン ターネ ッ ト,デ ータ ウェア 八ウ

1ス
,OLTPを 中心 として一 」での講演 を も とに取 りま とめた もの です。
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寄稿 ・解 説

▼図15シ ステム運用処理 のコン トロール

リスク評価基準
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システム運用処理の コン トロール

セキュ リティ管理

満 た され る ビジネス 要件

システム運用段階におけるクライアントサーバコンポーネントへの不当な変更をプロ

テク トする。

管理の実施方法

・物 理的 アクセス管理

・論 理的 アクセス管理

・ ウイルスプロテクション

技術に対する検討事項

・サーバの物理的環境の保護

・ クライアン トと端末の論理的アクセス

・パスワー ド、ID

・ アクセス ログ

・端末機能の無効化 と接続の切断

・ オブジェク トの暗号化

・電話番号の定期変更

・ オンライン上のウイルスか らのプロテク ション

デ ータウェアAウス

OLTP

インターネット
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財嚢法人日本欝報処理開発協会(JIPI)EC)

薮立30周年
総務部

当協 会 は,昭 和42年 に設立 され,平 成9年

12月20日 に設立30周 年 を迎 え ま した。 これ を

記念 して,情 報化の現 況 と課 題お よびこれ に

か かわ る当協 会の活動状 況 につ いて取 りま と

めた 「情報 化 とJIPDEC」 な らび に30年 にわ

た る 当 協 会 の 活 動 を年 表 と して 整 理 した

「JIPDEC30年 の歩 み」 の2つ の記念誌 を作 成

し,当 協 会役 員等企 業(理 事 ・評議 員 ・賛 助

会 員),関 係 当局,情 報 関係 団体,委 員会 等

関係 者 に広 く配布 しました(35～45ペ ー ジ に

「JIPDEC30年 の歩 み」 を掲載)。

また,当 協 会 の事 業活動 に各方 面か らご協

力 い ただい た方 々 をお招 きして,毎 年 そ の1

年 間 の ご指 導,ご 支 援 に感 謝 す る と と もに,

今後の発展のための相互交流 を深める目的で

年末に懇親会 を開催 しています。昨年は,平

成9年12月16日 に協会設立30周 年の記念 を兼

ねて,上 記の関係者 の方々をはじめ約280名

のご出席のもと,懇 親会 を開催 しま した。

当 日の次第

・開会

・主催者挨拶 当協会会長 井川 博

・来賓挨拶 通商産業省機械情報産業局長

広瀬 勝貞 氏

・乾杯(社)情 報サービス産業協会 会長

三次 衛 氏

・懇談

乾杯 三次 衛
(社)情報サービス産業協会会長
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JIPDEC30年 の歩 み

1967(昭 和42年) 1968(昭 和43年) 1969(昭 和44年)

世の中の動き

○ 第3次 中東戦争勃発

Oヨ ーロッパ共同体(EC)発 足

○ ロータリーエンジン実用化

○ ジョンソン米大統領北爆停止声明

○ 小笠原諸島返還

○ 郵便番号制度実施

○

○

○

○

東名高速道路全線開通

アポロ11号 月面着陸

経企庁、国民総生産が自由世界第2位 と発表

家庭用ビデオテープレコーダー発表

ー

ω
O

ー

J}躍 …Cの歩 み

口 脚 日本情報処理開発センター(JIPDEC)設 立発起人会(発 起人代表植村

甲午郎)(ll月20日)

[]㈲ 日本情報処理開発センター設立許可(12月20El)難 波極暑、会長に就

任、機械振興会館内に事務所を設置

○ 日本万国博覧会(大 阪)運 営システムの開発に着手(JIPD∈C/～169)

○ 会話型言語プ[〕セ ッサの開発(JIPDEC/～73)

○ 情報処理需要、国際情報、情報処理技術の展望に関する調査(JIPDEC)

○ 日本電子計算開発協会(㊥ 日本経営情報開発協会(CUDI)の 前身)、コン

ピュータ利用状況調査開始(～ 現在)

○ 日本電子計算開発協会 、El本生産性本部と 闇 米MIS使 節団」派遣(10月)

口 働日本情報処理開発センター、紐日本電子工業振興協会より電子計算機

センターに係る設備、関連業務の一部及び職員等を継承(1月)

口 脚 日本情報処理開発センター、中央研修所を設置(10月)

○ ナショナル'イ ンフォメーションシステムに関する調査(JIPDEC)

○ 経営情報体系化調査(J|PDEC/～74)

○ データコー ド等に関するJIS原 案作成(JIPDEC/～77)

口 側旧 本経営情報開発協会(CUDI)設 立発起人会(発 起人代表奥村網雄 、

平田敬一郎、稲葉秀三)(9月||日)

口 働 日本経営情報開発協会設立許可(9月12日)植 村甲午郎、会長に就任、

霞が関ビル内に事務所を設置、日本電子計算開発協会より業務を継承

○ 日本生産性本部と 「訪米情報産業特別調査団」派遣(CUDI/10月)

○ 「情報産業の開発と育成に関する提言」を公表(CUDI/12月)

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

広報誌 「JIPDECジ ャーナル」発行(JIPDEC/5月)

タイムシェア リングシステム(TSS)応 用実験を開始(JIPDEC/]0月)

官公庁向け共通ソフ トウェアの開発(JIPDEC/～'79)

グラフィクスシステムの研究開発(JIPDEC/～72)

プログラム登録制度の現状と今後の課題(JIPDEC)

「通信回線利用対策委員会」を設置(CUDI/5月)(の ちにオンライン利

用推進委員会、汎ネッ トワー ク推進委員会に改称)

「通信回線利用に関する中間報告書」を公表(CUDI/8月)

「ComPuterWhitePaper」 刊行(CUDI)

EDP会 計に関 して 「商 法改正に関する要望書」を公表(CUDI/12月)

コンピュータ利用教育に関する調査研究(CUDI/～74)

情報化の動き

○ 産業構造審議会 「情報産業部会」を設置

OJISにFORTRANとALGOLを 規格制定

OMITのSymourPapert教 授、プログラミング言語LOGOを 開発

○ 政府 「電子計算機利用に関する技術研究会(利 用研)」発足

○ 「政府における電子計算機利用の今後の方策について」閣議決定

○ 全国地方銀行協会、全国地方銀行データ通信システムサービス開始

OEDPユ ーザ団体連合会発足

○ 米|ntel社創業

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

情報産業振興議員連盟発足

産業構造審議会 「情報処理及び情報産業発展のための施策」を答申

流通システム化推進会議設置

日本工業標準調査会 「情報処理部会」を設置

通商産業省、第1回 「情報処理技術者認定試験」を実施

通商産業省 「情報処理実態調蚕」を開始

実働コンピュータの設置金額で国産機が51、496、過半数を占める

㈲経済団体連合会 「情報処理に関する推進体制確立の要望」

コンピュータ実働台数が5.000台 を超える

米司法省、IBM社 を独占禁止法違反で提訴

ARPANETに よる、インターネ ット実験開始

米IBM社 、ソフトウェア価格の分離を発表



1970(昭 和45年) 1971(昭 和46年) 4972(昭 和47年)

O日 本国際万国博覧会(EXPO70)

○ 銀座、新宿、浅草で歩行者天国

○ 本州四日連絡橋公団発足

○ 環境庁発足

○ 米国ドル防衛策(ニクソンショック)

○ 沖縄復帰

○ 日中国交正常化共同声明調印

○ パンタのランラン、カンカン親善大使として来日
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○ 日本万国博覧会(大 阪)第2情 報システムを運営(JIPDEC/3月)

O「 上級情報処理技術者育成指針」を公表(JIPDEC/3月)

O海 外向け広報誌rJIPDECRep〔 測 を刊行(JIPDEC/9月)

○ 中小企業向け標準生産 ・販売管理システムの開発(JIPDEC/～'81)

○ 情報ネットワーク標準システムの作成(JIPDEC/～75)

O政 府省庁の管理職を対象に 「コンピュータ トップセミナー」を開始

(JIPDEC/～'96)

O「 通信回線開放に関する要望書」を公表(CUDI/9月)

○ 研究奨励金の交付を開始(CUDI/～77)

口 働 情報処理研修ゼンター(tlT)設 立発起人会(発 起人代表難波捷書)

(3月23日)

口 働情報処理研修センター設立許可(3月30日)山 内二郎、理事長に就任、

世界貿易センター ビル内に事務所を設置、JIPDEC中 央研修所の事業を

継承(4月)

O中 小企業向け 「コンピュータ導入活用指針」を公表(JIPDEC/3月)

O「 初級情報処理技術者育成指針」を公表(JIPDEC/3月)

O情 報処理サービス業の経営概況調査(JIPDEC)

○ 企業における情報処理費用と採算性調査(JlPDEC)

○ 日本語情報処理システムの調査 ・研究開発(JIPDEC/～79)

○ 郵便振替事務機械化に関する調査研究(JIPDEC)

O「 オンライン相談室」を設置(CUDI)

O「 公衆電気通信法の一部改正案に対する意見書」を公表(CUD|/2月)

or80年 社会情報化ビジョン」を公表(CUDI/9月)

Oモ デル化手法TPBSに よる情報社会化計画(CUDl/～75)

〔]第1回 情報化週間で情報化貢献団体と して表彰される(JIPDEC/10月)

○ 情報化週間に協力し総合広報、展示会等の各種催物を開催

(JIPDEC、llT、CUDI/～ 現在)

OCAIシ ステム ℃LASS'を 公表、学習実験を実施(JIPD∈C/11月)

○ 情報処理技術者試験制度に関する調査研究(JIPDEC/～75)

○ 総合貿易情報システムに関する調査研究(JIPDEC/～77)

○ 中小企業診断システムの開発(JiPDEC/～77)

○ 「情報社会化計画」を公表(CUDI/5月)

口 第1回 「情報化国際講演 ・討論会」を開催(CUDI/IO月)

○ 皇太子殿下(今 上天皇陛下)脚 情報処理研修センターに行啓、プログラミ

ングをご進講(llT/4月)

○ 国際応用システム研究機関(llASA)日 本事務局を運営(llT/10月)

○ 通商産業省 「情報処理振興事業協会等に関する法律(情振法)」を施行

O「 情報処理技術者認定試験」が「情報処理技術者試験」となる

O通 商意業省「田子計算機特別償却制度」を新設

O電 子情報処理振興審法会発足(電子工業審議会を発展解消)

○ 醐関西情報センター発足

○ ㈱地方自治情報センター発足

○ 勧ソフトウエア産業振興協会発足

O從 日本情報センター協会発足

O從 行政事務機械化研究協会、㈲行政情報システム研究所に改称

O情 報処理振興事業協会発足

OOECD「 コンピュータ技術格差レポート」を発表

○ 米国電子計算機ショウ開催

O米 国防総省コンピュータネットワークシステム(ARPAネ ットワーク)

の成果発表

○ 情報処理振興審議会、電子機械工業審議会設置

○ 通商産業省 「特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法(機電法)」

を施行

○ 郵政省「公衆電気通信法一部改正淘 を施行

○ 政府、電子計算機輸入・資本自由化を決定

○ 流通システム推進会議、流通システム化基本方針を公表

O産 業構造審議会情報産業部会薩 業の情報化」中間答申

○ 文部省「情報処理教育に関する会議」第二次中間答申

○ 働日本特許情報センター発足

○ コンピュータ実働台数が10.000台 を超える

○ 米FCC、データ通信分野に全面的自由競争導入

○ 米lntel社、世界初のマイクロプロセッサ(i4004)発 売

○ スイス連邦工科大学NikulasWirth教 授、プログラミング言語Pascalを
開発

○ 工業技術院日本工業標準化調査会、日本工業標準化推進長期計画の策定

に関する建議

○ 通商産業省「電子計算機開発促進補助金制度」を新設

○ ㈲日本特許情報センター、情報検索サービスを開始

○ 脚流通システム開発センター発足

○ 国産コンピュータメーカ3グルーフ新機種開発計画発表

○ 剛映像情報システム開発協会発足

○ 幽多摩ニュータウン生活情報システム開発協会発足

○ 第1回情報化週間

○ 国民総背番号制に反対し、プライバシーを守る中央会議発足

○ ベル研究所のDenisRitche氏 、C言語を開発



1973(昭 和ng年) 1974(昭 和49年) 1975(昭 和50年)

ぶ
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○ 札幌冬季オリンピック開催

○ 江崎玲於奈博士、ノーベル物理学賞受賞

O第 一次石油危機

O小 野田寛郎元陸軍少尉、ルパング島から帰還

○ 佐藤栄作元首相、ノーベル平和賞受賞

○ ベトナム戦争終結

○ 沖縄国際海洋博覧会開催

鵬 、

ー

ω
べ

ー

○ 「中級情報処理技術者育成指針」を公表(JIPDEC/3月)

○ 医療情報システムに関する各種調査研究(JIPDEC)

○ 繊維産業のシステム化 ・情報化の調査研究(JIPDEC/～76)

○ 異機種間コンピュータ ・ネッ トワークシステム(JIPNET)の 研究開発

(JIPDEC/～76)

○ 類似商標の機械検索を行 う「商標機械検索システム」の開発支援

(JIPDEC/～'83)

[]働 日本経営情報開発協会(CUDI)、 ㈲[ヨ本情報開発協会(CUDI)と 改称

(6月)

○ 「訪米POSシ ステム調査研修団」派遣(CUDI/3月)

○ 企業内情報処理教育に関する調査(llT/4月)

○ 情報処理技術者の職種等基礎調査(llT/4月)

口 働日本情報処理開発センター、中島征帆、会長に就任(4月 ～11月)

○ ソフ トウェア産業等に関する動向調査(JIPDEC/～75)

○ コンピュータシステム評価に関する調査研究(JiPDEC/～76)

○ リソースシェア リングシステムの研究開発(JIPDEC/～'84)

○ 日本語情報処理(漢 字処理)シ ステムの研究(JIPDEC/～77)

○ 「訪米システム監査研修団」派遣(CUDI/10月)

OPOSシ ステム利用推進に関する調査研究(CUDI/～75)

○

○

○

○

○

○

○

○

○

沖縄国際海洋博覧会情報システムを運営(JIPDEC/4月)

異機種コンピュータ ・ネッ トワークJIPNETの 実験稼働

(JIPDEC/11月)

経営計画情報 システム(DSS)に 関する調査(JIPDEC/～76)

貿易情報システムの調査研究(JIPDEC/～'81)

石油流通システム(JOD|S)の 開発(JIPDEC/～182)

「オンライン化促進に関する要望書」を公表(CUDI/4月)

マイコンシ ョウを開催(CUDI/9月)

米国におけるマイクロプロセ ッサおよびコンピュータ利用研究(CUDD

システム監査に関する調査研究(CUDI/～ 現在)

情 報 化 の動iき・

○ 通商産業省 「電子計算機納入下取調査」を開始

○ 第一次全銀システム、サービスを開始

○ 中小企業振興事業団に中小企業情報センターを灘

○ ㈲生活映像情報システム開発協会発足

O日 本電信電話公社、DEMOSモ サービスを開始

○ 働日本データ通信協会発足.

O第|回 全米コンピュータ会議(NCC)開 催

○ スウェーデン、データ法を制定

○ 米Xerox社 、世界初の ワークステーションを完成 －

O通 商産業省産業構造審議会情報産業部会「情報化 ・情報産業のあり方と

施策」を中間答申

O大 蔵省「日本航空貨物通関システム(NACCS)」 を稼働

○ 郵政省、第|回通信白書を発表

O工 業技術院、工業標準化推進長期計画を策定

○ 閲医療情報システム開発センター発足

○ 第二次オンラインバンキングシステム導入開始

O(賊 日本貿易関係手続簡易化協会発足

○ 気象庁、地域気象観測データ通信システム完成

○ 情報処理サービス業の5096資 本自由化

O集 積回路の資本100%自 由化

O米 司法省、AT&Tを 独禁法違反で告訴

○ フォード米大統領、プライバシー法に署名

○ 米旧M社、ネットワークアーキテクチャSNAを 発表

O

O

O

O

O

O

O

O

次世代コンピュータ開発計画まとまる

コンピュータ産業の100%資 本自由化を実施

電子計算機のlOO%輸 入自由化を実施

㈱ 日本農村情報システム開発協会発足

国立市、プライバシー保護のための条例を制定

イギリス、プライバシー白書発行

米Microsoft社 創業

初のスーパー ・コンピュータ、CRAY-1発 表



1976(昭 和51年) 1977(昭 和52年) 1978(昭 和53年)

獺の隼の ぎ
O鹿 児島で5つ 子誕生

O毛 沢東、死去

○ 植村直己、グリー ンラン ド、カナダ、アラスカ犬ぞり一人旅に成功

○ 中野浩一、世界自転車競技選手権大会プロ・スクラッチで優勝。
以後10連 覇

○ プロ野球巨人王貞治、756本の本塁打世界最高記録樹立。
国民栄誉賞第1号受賞

○ 静止気象衛星「ひまわり」1号打ち上げ

○

○

○

新東京国際空港(成 田空港)開 港

初の国産原子炉 「ふげん」送電開始

米、イスラエル、エジフ ト中東和平合意(キ ャンプデービッ ト合意)
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口JIPDEC、CUDI、itTの3団 体が統合 し、働日本情報処理開発協会

(JIPDEC)と して発足(4月)、植村甲午郎、会長に就任

口 産業 ・エコロジーに関ずる業務、財産及び職員、llASA日 本事務局を

働産業研究所に移管(IO月)

○ 「システム監査体制確立への道jを 公表(3月)

○ 国際情報ネ ットワークに関する調査研究(～77)

O諸 外国における医療用端末とデータベース実態調査

○ 欧米における文献検索システムの動向調査

○ システムコス トの経費 ・賦課、評価方式に関する調査研究(一'77)

○ 上級情報処理技術者育成指針の作成(～'78)

口 協会設立IO周 年

口 皇太子殿下(今 上天皇陛下)、「第6回 生活と情報化展」に行啓

Oネ ットワークユーティリティの現状 と動向調査(～78)

O大 型情報処理システムの保守形態の動向調査

O分 散型データベースシステムの研究開発(～'80)

OTSSに おけるオーサ制度の実態調査

Oソ フトウェア管理および流通に関する調査

口

口

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

上野幸七 、会長に就任(4月)

マイクロコンピュータ振興センターを設置(4月)(応 用システムの委託

開発等)

「オンラインシステム振興 に関する提言」を公表(12月)

情報処理サービス業基本問題調査

産業別情報拠点の育成に関する調査研究(～'80)

1980年 代中期情報化予測(～79)

社会福祉関連機関等における情報システムの研究開発(～79)

マイクロコンピュータの応用に関する調査研究(～'84)

中小企業の情報 システム化に関する調査研究(～ 「81)

公共的データベースの形成 に関する調査研究(～79)

産業連関表作成分析システムの開発 ・運用(～ 現在)

法令改廃経過検索システムの開発 ・運用(～ 現在)

○ 「電子計算機処理データ保護について」事務次官会議で申し合わぜ

○ 郵政省、特定通信回線の他人使用の基準を改正

○ 情報処理サービス業の100%資 本自由化

O超LS肢 術研究組合発足

○ 共同システム開発㈱発足

○ 日本科学技術情報センターオンライン情報検索サービス(JOIS)を 開始

○ 米連邦最高裁、コンピュータプログラム特許申請却下

○ 米Appleコンピュータ社創業

○ 郵政省、簡易保険オンラインシステムを開始

○ 通商産業省 「電子計算機シスデム安全対策基準」を公表

○ 情報処理産業の100%資 本自由化を実施

O働 流通 システム開発センター、流通 コー ドセンターを設置

○ 第1回 マイクロコンピュータショウ開催

○ 日本科学技術情報センター、オンライン検索サービスを開始

○ ㈲日本電子工業振興協会、海外情報化協力センターを設置

O西 ドイツ連邦議会、プライバシー保護法を制定

○ カナダ、プライバシー法成立

○

○

○

○

○

○

○

○

情報交換用漢字コー ドのJIS化

通商産業省 「特定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)」成立

郵政省、郵便貯金オンラインシステム一部開始

奈良県生駒市で八イ ・オービスの実験を開始

日本電子計算機㈱、プログラム ・プロダク トの取扱開始

東芝、わが国初の日本語 ワー ドプロセッサを発売

フランス、プライバシー法を制定

カーター米大統領、タス通信向け大型コンピュータ輸出禁止



1979(昭 和54年) 1980(昭 和55年) 1981(昭 和56年)

○

○

○

○

インベーダー ・ゲーム流行

第二次石油危機

東京で第5回 主要国首脳会議

GATT東 京ラウン ド、関税順次引き下げ

○ 大平首相、死去

○ モスクワオリンピック開催(西側不参加)

○ 奈良東大寺大仏殿、昭和の大修理完了

○ ローマ法王ヨハネ ・パウロ二世来 日

○ 福井謙一京大教授、ノーベル化学賞受賞

ー

ω
Φ

ー

>

F 啄 ・

○

O

O

O

O

O

O

O

O

「上級情報処理技術者育成指針」(新版)を 公表(3月)

「日本データベース協会(D|NA)」 事務局運営(～189)

第五世代コンピュータの閤査研究(～'81)

地域別情報拠点の育成に関する調査(～'83)

データベース振興に関する調査研究(～'83)

ミニコンの現状と将来性 に関する調査

国際貿易データ通信システムに関する調査研究(～'80)

マイクロコンピュータの雇用に与える影響調査

国立歴史民俗博物館情報システム構築に伴 う調査 ・開発(～'86)

○ 第|回 「全国高校生プログラミングコンテス ト」を実施

○ コンピュータ・ネッ トワークJiPNETを 基本と した分散型データベース

統合システムの研究開発を完了

○ マンマシンユーザインタフェースに関する研究開発(～`82)

○ 情報処理システムの有効利用方法体系化に関する調査研究(～'82)

○ デ ィジタルデータ交換網を利用 したデータ通信 システム調査(～ 「81)

○ 自然言語処理技術およびシステムに関する動向調査(一's1)

○ 行政機関におけるシステムコン トロールに関する調査研究(～t81)

○ 気象データベースの形成に関する調査研究

口 島田喜仁、会長に就任(7月)

○ 汎ネッ トワーーーーク推進委員会 「第2次 通信回線利用の開放についての提言」

を公表(6月)

○ 「第五世代 コンピュータ国際会議」を開催(10月)

OCAE(ComputerAldedEngineering)に 関する調査研究

○ 文章情報データベース総合利用に関する調査研究(～'84)

○ 学術情報センターデータベースシステム開発調査(～'82)

○ ソフ トウェア生産性向上に関する調査研究(～'82)

○ 発展途上国EDP研 修を開始(～'83)

○ 上級情報処理技術者の職種内容等の調査

鰺 動き
○

○

○

○

○

○

㈲日本特許情報機構、PATOLISサ ービスを開始

第二次全銀システムを開始

閲ソフトウェア産業振興協会、ソフトウェア流通促進センターを設置

電子計算機基本技術研究組合発足'

データベースサービス業連絡懇談会発足

OECD、 マイクロエレクト[】ニクスの生産性と雇用への影響特別会議を

開催'

○ 通商産業省 「マイクロ コンピ ュータの雇用に関する影響調査結果」を

OECDIご 報告

O通 商産業省 「システムハウス企業台帳」を作成

○ 都銀各行、第三次オンラインの準備開始

○ 脚光産業技術振興協会発足

○ ソニー、3.5イ ンチフロッピーディスクを開発

○ 国際電信電話㈱、国際コンピュータアクセスサービスを開始

OOECD、 プライバシー保護と個人データの国際間流通についてのガイ ド

ラインを勧告

O米 合衆国著作権法改正 、コンピュータプログラムも著作権の対象に

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

行政管理庁、データ通信に関する行政監察の勧告

通商産業省「情報処理サービス業の電子計算機システム安全対策実施事

業所認定制度1を開始

通商産業省産業構造審議会「80年代情報産業政策ビジョン」を中間答申

郵政省電気通信政策懇談会「80年代の電気通信政策のあり方」を提言

科学技術用高速計算機システムの研究開発プロジェク トの開始

翻映像情報システム開発協会発足

㈲日本オフィスオートメーション協会発足

働噺機能素子研究開発協会発足

ロイド保険業者協会、コンピュータ犯罪に対する保険引き受けを開始

米IBM社、パーソナルコンピュータを発表



1982(昭 和57年) 1983(昭 和ss年) 1984(昭 和59年)

》

○

O

O

東北 ・上越新幹線開業

テレフォンカード登場

500円 硬貨発行

O

O

O

東京ディズニーランド開業

ソ連軍機、サハリン沖で大韓航空機撃墜

実用通信衛星「さくら」打ち上げ

○ 柔道山下泰裕ロサンゼルスオ リンピ ックで金メダル

○ わが国初の実用放送衛星 「ゆり」2号打ち上げ

○ イギ リス ・中国、1997年 香港返還に調印

1

◆
O

l

口

O

O

O

O

O

O

O

協会設立15周 年

OAの 社会的影響璃査(～'83)

コンピュータセキュリティに関する調査研究(～現在)

イメージ文書処理技術応用実験分析(ぺ83)

総合的な燈用情報システムの調査研究

ソフトウェアの評価方法の設定に関する調査研究

国際コンピュータアクセスサービスの利用動向調査

情報機器の総合利用方法の調査翻究

口

O

O

O

O

O

O

O

O

世界コミュニケーション年に際し、表彰される(10月)

通信衛星を利用し、日米テレコンファレンス形式 による国際講演 ・討論

会を実施(IO月)

行政機関におけるOA化 に関する調査研究(～'S4)

ニューメディア調査

ソフ トウェアの法的保護に関する調査研究(～'84)

わが国における情報処理教育実態調査

身体障害者の情報処理教育実態調査(～'86)

ソフ トウェア開発 ・運用の高度化 ・効率化方法に関する調査研究(～'85)

高密度通信処理における分散情報統合利用システムの研究開発(～ts5)

口 付属機関 情報処理技術者試験 センター(JITEC)を 設置、通商産業大臣

より同試験の指定試験機関の指定を受け、試験実施事務を開始(4月)

○ 汎ネ ットワーク推進委員会「新しい通信法制のあり方」について提言(2月)

O日 ・独情報技術フォーラム発足(4月)

○ 情報処理相互運用連絡協議会(イ ンターオペ ラビリテ ィ協議会)の 運営

OJIPDECReportを 「JapanComputerQuarterly」 に改題(11月)

○ コンピュータセキュリティに関するリスク分析調査研究(～ 「91)

○ ソフ トウェア品質評価に関する調査研究

○ 特許庁ペーパーレスシステムの開発支援(～ 現在)

○ オンラインデータペースクリアリングシステムの開発(～ 「86)

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

通商産業省「第五世代コンピュータの研究開知 を開始

郵政審議会「竃気通信審法会」へ変更

郵政as[i公衆■気通信法」を一部改正・施行(第二次通信回線開放)

通商産業省「データベース台帳総覧」を作成

情報化週間を改め情 報化月間」とする

コンピュータプログラムの著作権を認める

第二次臨時行政調査会、第三次答申(電電公社の民営化)

願断世代コンピュータ技術開発機構(}COT)発 足

中小企業事業団、中小企業情報検索システムを開発

日本電信電話公社、高度情報通信サービス(tNS)の実用化計画をまとめる

米FCC、Pay-TVに 対する規制大幅に緩和

米AT&T、 対司法省独禁法係争で和解

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第二次臨時行政調査会、最終答申

郵政省 「テレトピア構想」を発表

通商産業省 「ニューメディア ・コミュニティ構想」を発表

通商産業省 「情報処理相互運 用基盤研究会」を発足

鰯 際金融情報センター発足

損害保険会社、コンピュータ犯罪保険を発売

働国際情報化協力センター発足

都銀各行、ファームバ ンキングを開始

世界コミュニケーション会議、東京宣言を採択

㈲ 日本情報通信振興協会発足

任天堂、スーパーファミコンを発表

米最高裁、AT&Tの 分離案を了承

EC-Esprit計 画を正式決定

米ロ一夕ス社、表計算 ソフ ト1-2-3を 発表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O

O

O

文化庁著作権審議会 「ソフ ト保護に関する中間報告」をまとめる

通商産業省 「電子計算機 システム安全対策基準」を改訂

工業技術院 「情報技術標準化」の第一次報告書まとまる

キャプテンサービス㈱発足

脚データベース振興センター発足

㈲情報サー ビス産業協会発足

側)ニューメディア開発協会発足

側)金融情報システムセンター発足

日本電電公社のINSモ デル実験、武蔵野 ・三鷹地区を中心 に開始

東京 ・世田谷で通信ケーブル火災事故発生

AT&T、 全米22社 の電話サー ビス子会社を分離

米、半導体保護法施行

米IBM社 、パーソナルコンピュータPC/ATを 発表



1985(昭 和60年) 1986(昭 和61年) 1987(昭 和62年)

、〉

○ つくば科学万博開催

○ ジャンボ旅客機、群馬県御巣鷹山中に墜落

ONTT、 日本たばこ産業発足

O男 女雇用機会均等法施行

○ 東北自動車道の浦和～青森間開通

○ チェルノブイリ原子力発電所事故

○ 国鉄、民営化

○ 利根川進教授、ノーベル医学 ・生理学賞受賞

〇 ニューヨーク株式市場株価大暴落(ブ ラ ックマンデー)

1

《
一

一

口

口

ロ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

影山衛司、会長に就任(7月)

付属機関 産業情報化推進センター(Cll)を 設置(2月)

マイクロコンピュータ振興センターを廃止(3月)

「システム監査基準解説書」を刊行(8月)

第1回 「産業情報化シンポジウム」を開催(9月)

「マイクロ=コンピュータ応用システム開発技術者試験」を開始(ll月)

パソコン通信の現状と将来動向に関する調査研究

「流通データサービス実験」の開発 ・運用(～ 現在)

海外の情報処理および関連法制度等に関する調査研究

「マイクロコンピュータ応用システム開発技術者育成指針」を作成(～'87)

「℃O↑ ネ ットワー クシステム」の開発 ・運用(～現在)

ビジネスプロ トコル標準化に関する調査研究(～ 現在)

産業界における情報 ・通信システム高度化に係るユーザ問題調査(～現在)

口 会長 影山衛司、情報化月間推進会議議長に就任(8月)

日 嗣 新世代コンピュータ技術開発機構 と共同でlCOT-JlPDECAlセ ンタ
ーを設置(4月)人 工知能(Al)の 普及事業を開始

○ 「初級情報処理技術者育成指針」(新版)を 公表(3月)

○ 個人情報保護に関する調査研究(～188)

○ 高度情報処理技術者育成に関するニーズ調査

○ 情報処理技術者養成のためのCAIシ ステムに関する調査研究

○ 知識型データベースシステムの研究開発(～'87)

口 協会設立20周 年

口Al振 興センターを設置(4月)Alオ ープンハウスの開設(]O月)

口 付属機関 情報処理研修センターを中央情報教育研究所(CAIT)に 改組(6月)

○ コンピュータ白書を 「情報化白書」に(3月)、ComputerWhitePaper

を「lnformatizationWhitePaper」 に(6月)改 題

○ 「システム監査学会(JSSA)」 事務局運営(～ 現在)

OCIIに 「OSIユーザ懇談会(JOUG)」 を設置(4月)

○ 「情報化総合指標(13)」の作成 に関する調査研究(～'96)

○ 情報化と法制度に関する調査研究(～ 「88)

OAI技 術動向等に関する調査研究(～ 現在)

○ コンピュー タバックアップセンターの機能と役割に関する調査研究

○ 「情報処理技術者育成用CAIシ ステム(CAROL)」 開発のための標準カリ

キュラムの調査研究

○ 専修学校等情報処理教育機関の実態調査

情報化の藪蔑・

○

○

○

○

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

産業構造審議会「高度情報化社会へ向けての提言」を公表

通商産業省「システム監査基準」を公表

郵政省「電気通信事業法等」を施行

通商産業省「情報処理振興事業協会等に関する法律」を「情報処理の促進
に関する法律」に変更

IC関税、日米相互同時撤廃

産業構造審議会「データベースサービスに関する中間報告」を公表

日本電信電話公社民営化

文部省・高エネルギー物理研究所のコンピュータに西 ドイツ八ツカー侵入

側田本特許情報センター、㈲日本特許情報機構へ改組.

iSO、東京総会開催

基盤技術促進センター発足

側}情報処理相互連用技術協会発足

「データベースサービス業連絡懇談会」、田本データベース協会」に名称変更

米Aldus社、デスクトップパブリッシング(DTP)を 初めて提案

○ 通商産業省 「電子計算機の連携利用に関する指針(連携指針)」として鉄
鋼業界を告示

○ 半導体集積回路の回路配置に関する法律施行

○ 書察庁「情報システム安全対策指針」を公表

○ 著作権法の一部改正法を施行

○ 文部省「情報処理教育のあり方」を中間報告

○ 郵政省鷹 気通信システム安全対策ガイドライン」を公表

OJISに 情報部門を新設

○ 産業構造審議会fi映像ソフト産業に関する中間報告」を公表

○ コンピュータ部品関税日米相互同時撤廃

○ 闇日本パーソナルコンピュータソフトウエア協会発足

○ 働コンピュータ教育開発センター発足

○ 人工知能学会発足

○ ㈹日本システムハウス協会発足

○ 働ソフトウェア情報センター発足

○ ㈱ジャストシステム、日本語ワードプロセッサ「一太郎」を発売

○

○

○

○

○

○

○

○

○

産業構造審議会 「2000年 のソフ トウエア人材」を公表

産業構造審議会 「2000年 の情報産業ビジ ョン」を公表

コンピュータプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行

コンピュータ犯罪 についての刑法の一部改正法施行

日米間国際VANに ついて日米政府合意

システム監査学会発足

新電電3社 、市外電話サービスを開始

米、欧州合同でEDI標 準化総会をワシントンD.C.で 開催

米UNISYS社 発足



1988(昭 和63年) 1989(平 成元年) 1990(平 成2年)

'♂の中 の 動 き

○ 世界最長の青函トンネル開業

○ 鯨 ドーム開場

O瀬 戸大橋開通

○

○

○

昭和天皇崩御、元号 「平成」に

消費税施行

ベルリンの壁、崩壊

○ イラク、クウェー トに侵攻

○ 礼宮様 ・紀子様ご成婚

○ 天皇陛下、即位の礼

の歩み

ー

ふ
N

l

口ISO/TC154の 国内審議団体となる

○ 「民間部門における個人情報保護のためのガイ ドライン」を公表(5月)

O情 報化と社会制度等に関する調査研究(～'91)

○ エキスパー トシステム評価ガイ ドラインの研究開発(～'90)

○ 情報処理技術インス トラクタ研修開始(情 報化人材連携機関(委 嘱校)等

を対象)

○ 「高度情報処理技術者育成指針」を作成(～'90)

○

O

O

O

O

O

O

新情報処理技術(NIPT、 後のRWC)の 調査研究開始(～'91)

憤 造業向け標準取引先企業コー ド」の登録業務を開始(4月)

第1回 「システム監査白書」刊行(5月)

第1回 「AlE書 」刊行(12月)

CASEに 関する調査研究(～ 「90)

知的ハイパーテキス トに関する調査研究(～ 「90)

「地域企業内研修 リーダ研修」を開始(～ 現在)

口

○

○

○

○

○

○

○

○

情報セキュリティ対策室を設置(11月)

汎ネッ トワーク推進委員会終了(3月)

「コンピュータウイルス対策基準解説書」を刊行(4月)

「情報犯罪に対するセキュリティ法制度 シンポジウム]を 開催(8月)

「フランス国際高等情報工学研究センター(C旧)」 と共催で国際講演 ・討

論会 「インテリジェン ト・ハイパーメディアシンポジウム」を開催(10月)

行政機関におけるOSI導 入推進に関する調査研究(～'92)

「CD-ROMを 媒体とした電子特許公報作成仕様」を作成

情報処理教育人材育成に関する調査研究(～ 現在)

遠隔情報処理教育システムの実現方策に関する調査研究(～`92)

働
○ 産業構造審議会「電気通信事業法見直しに関する提言」を行う

○ 行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律
公布

O郵 政省、NHK、NＴT、共同でハイビジョン映像伝送実験を開始

○ ㈲ トロン協会発足

○ 働パーソナル情報環境協会発足

ONTTデ ータ通信㈱発足

○ 全国銀行協会連合会、加盟銀行発行の℃カードの標準仕様規定を決定

○ パソコン通信 「PC-VAN」に=1ンピュータウイルス侵入

O志 木サテライト研究会、lSDN導入、利用実験開始

OEC、21世 紀の域内通信基盤の確立を目指すRACE(欧 州高度通信技術

研究開発)プログラムを開始

○ 米国防総省、米航空宇宙局など200以 上の組織のコンピュータシステム
に不法侵入していたコンピュータマニアによるハッカー網が発覚。ロン

ドン警視庁が犯人を逮捕

○

○

○

○

○

○

○

O

O

O

O

警察庁 「コンピュータウイルス対策指針」を公表

政府調達コンピュータはOSIに 留意することを閣議決定

プリペイ ドカー ド法 「前払い式証票の規制等に関する法律」を施行

通商産業省 「地域 ソフ トウェア供給力開発事業臨時措置法」を施行

技術研究組合国際ファジィ工学研究所発足

情報処理相互運用技術協会、OSI実 用化に向け適合性試験 サービスを開始

日本通信衛星、日本初の民間衛星 「JCSAT-1」 打ち上げ成功

從日本電子機械工業会、EDI標準規約作成

㈱東芝、ブ ック型パ ソコン発売

パソコン出荷 ・総額で1兆 円突破

コンピュータウイルス「13日 の金曜日」の被害発生

○ ソフ トウェア生産工業化システム(Σ システム)運 営 ・普及のための㈱ シ

グマシステム発足

○ 通商産業省 「コンピュータウイルス対策基準」を策定

○ 神奈川県、都道府県初の 「個人情報保護条例」を施行

○ 米連邦裁判所、コンピュータハッカーに5年 間の禁固と罰金25万 ドルを

科す

○ 米 ビジネス ・ソフ トウェア協会(BSA)と ソフ トウェア ・パブリッシング

協会(SPA)が 合併、海外での米国製 ソフ トウェアの海賊版や著作権侵

害の阻止を強化



1991(平 成3年) 1992(平 成4年) 1993(平 成5年)

○ 湾岸戦争勃発

○ 雲仙・普賢岳噴火、大火砕流発生

〇 ハイビジョン試験放送開始

JlPDEIC,⑳ 歩 み

○ 天皇 ・皇后両陛下初の中国ご訪問

○ 東海道新幹線に 「のぞみ」登場

○ バルセロナオ リンピック開催

○ 毛利衛さんスペースシャ トル 「エンデバー」で宇宙へ

OEU(欧 州連合)発 足

OJリ ーグ(日本サ ッカーリーグ)開 幕

○ 皇太子殿下 ・小和田雅子様ご成婚

○ 北海道南西沖地震、奥尻島で大被害

一

心
ω

一

口Al振 興センターをAト ファジィ振興センターに改組(4月)

○ 日本工業標準調査会よりOSIオ ブジェク トの国内登録機関としての業務

の移管を受け、業務を開始(3月)

○ 「新情報処理技術国際会議」を開催(3月)

○ 「ファイル転送用標準通信手順(F手 順)開発仕様バージョン1 .O」を公表(7月)

○ 「C|順準シンタックスルール」を公表(9月)

○ 国際講演 ・討論会 「国際情報セキュ リティシンポジウム」を開催(10月)

○ 「システム監査企業/安 全対策実施認定事業所総覧」を刊行(日 月)

○ リアルタイムシステムのソフ トウェアの安全性に関する調査研究(～92)

○ グループワー ク支援システムの開発研究(～'92)

○ 国際ファジィ工学研究所、[ヨ本 ファジィ学会と 「国際ファジィ工学シン
ポジウム(IFES'91)」 を開催(11月)

○ 音声の知的処理に関する調査研究(～tg2)

○ 「情報処理インス トラクタ ・カリキュラム」を作成

○ 「企業内情報処理教育指針」を作成

口 協会設立25周 年

口Alオ ープンハウスを廃止(6月)

○ アジア地域におけるEDIの 国際的講演/展 示行事 「EDICOM'92」 を開催

(6月)

○ アジア地域のEDI専 門家を対象とした 「APEC-JIPDECワ ークショップ」

開催(6月)

○ 「コンピュータセキュリティに関する リスク分析手法JRAM

(JipdecRiskAnalysisMethod)」 を公表 ・刊行(7月)

○ 「EDI推進協議会(JEDIC)」 業務運営開始(10月 ～)

○ 「業際EDIパ イロットモデル」の調査研究

○ 「RWCネ ッ トワークシステム」の運用管理を開始(11月)

○ 高度情報化人材育成標準カリキュラム]7種 公表(12月)

○ 大規模知識ベースに関する調査研究(～ 現在)、KB&KS'93開 催(12月)

OAI・ ファジィ トレン ド刊行(～'95)

OJapanComputerQuarterlyを 「JIPDECinformatizationQuarteriy

(JIQ)」に改題(8月)

○ 行政情報システムに関する調査研究(～'95)

○ 総合評価基準作成協力

○ 中小企業向け物流EDIパ イロット・モデルの調査研究開発(～ 現在)

○ ビジュアルインタフェースの開発研究(～'94)

○ 特許庁CD-ROM広 報のシステム仕様等の管理 ・運用業務(～ 現在)

○ 国家備蓄石油緊急情報システムの開発 ・運用(～ 現在)

○ 中小企業向けCAIシ ステムの開発(～'95)

情報化の動き

○ 日米半導体協議決着、外国メーカー日本市場2096以 上等の新協定に合意

○ 日米VAN協 議決着、国際VANサ ービス加入手続き簡素化

○ 通商産業省 「電子計算機システム安全対策基準」7年ぷりに改訂

○ 情報化月間20周 年(10月)

Q通 商産業省「システム監査企業台帳」を作成

○ 通商産業省主導の「四次元コンピュータ」国際ワークショップ開催

○ 郵政省と大蔵省、93年から電波有料化実施で基本合意

○ 籠 産業省「OSi普及1こ向けてOSIサポート・ンピ・一夕の翻 劇 を

○ 総務庁il政府におけるOSIny入 ・利用に関する基準」を公表

○ 働金融情報システムセンター 「金融機関等コンピュータシステムの安全

対策基準」を改訂

○ 働 マルチメディアコンデンツ振興協会発足

○ ㈲パーソナルコンピュータユーザ利用技術協会発足

OEC閣 僚理事会 「コンピュータプログラムの保護に関する指令」を最終採択

OIBM、1～3月 期決算で創業以来初の赤字を計上

○ 経済対策閣僚会議、行政の情報化を推進

○ 産業構造審議会情報産業部会「ソフトウェアの不当廉売防止と正常なソ

誌 窪慕 市場形成のための緊急提計 よび情報化人材・関する中間
OB本 科学技術情報センター、世界最大のヨーロ ッパ特許情報データベー

スnNPADOC関 連ファイル」の提供サービスを開始

O新 世代コンピュータ技術開発機構、世界初の並列推論マシン「PIM」応用

実験成功

O第 五世代コンピュータ開発のソフ トウェア等研究成果無償公開

○ ㈲ 日本情報システム ・ユーザー協会発足

○ 技術研究組合新情報処理開発機構発足

ONTTと 都市銀行5行 、中堅企業向けファームバンキング用多機能電話機

共同開発

○ 世界知的所有権機関(WIPO)、 プログラム等の著作権保護の明確化、複製権
や例外を規定

00ECD「 情報システムセキュリティガイ ドライン」を採択

○ 米特許制度 「先発明主義」か ら「先願主義」へ移行表明

○ 総務庁、法律 ・制令情報4 ,007件 のデータベース化に着手

○ 郵政省、電波利用料金制度を開始

○ 政府、新総合経済対策で5つ の情報化関連施策を公表

○ 産業構造審議会、情報処理技術者試験見直 し等の方策を盛 り込む最終報

告書

○ 産業構造審議会、ソフ トウェアの適正取引についてのガイ ドラインを作成

○ 行政情報化懇談会、全国的 ・総合的行政情報ネ ッ トワーク構築に向 けた

最終報告

○ 民事行政審議会、市町村の戸籍事務のコンピュータ化の検討を開始

○ 著作権審議会小委員会、マルチメディア著作権について提言

○ ㈲ 日本品質システム審査登録認定協会(ISO9000シ リーズ認定機関)

発足

Olntel「Pentium」 を発売、パソコンは64ビ ッ ト時代へ

○ 米政府 「Nilアクシ ョンプラン」を発表

○ 世界知的所有権機関(WIPO)、 「WIPOSS停 センター」創設を決定



1994(平 成6年) 1995(平 成7年) 1996(平 成8年)

O

O

O

O

ロサンゼルス大地震

関西国際空港開港

イチロー一、シーズン200本 安打達成

日本人女性宇宙飛行士向井千秋さん宇宙へ

OWTO(世 界貿易機構)発足

○ 阪神・淡路大震災

○ 東京の地下鉄でサリン事件

○ 野茂英雄投手 ドジャーズ入り

○ 将棋の羽生善治名人7冠を達成

○ 堺市を中心に全国でO]57禍

○ 小選挙区比例代表並立制度による初の衆議院選挙実施

○ 左翼ゲリラ、ペルーの日本大使公邸占拠
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O

O

O

O

O

O

O

O

マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験廃止(3月)

高度情報処理研修、標準カリキュラムに則したモデル研修に移行(～現在)

秋期情報処理技術者M験 より新制度へ移行、システムアナリス トなど6

種の試験区分により実施

インターネット商用利用研究会(～含95)

機械振興会館ライブラリー ・データベースシステムの開発 ・運用(～現在)

情報化人材の育成における産学連携の推進(～`96)

情報化人材育成学科認定制度の運用(～■6)

国際マルチメディアフォーラム開催(】0月)

口 井川 博 会長に就任(4月)

口 付属機関STEP推 進センター(JSTEP)設 置(7月)

口 付属機関 先端 情報技術研究所(AITEC)設 置(IO月)

O認 証実用化実験協議会業務運営開始(3月 ～)

O技 術研究組合ファジィ工学研究所等と共催でFUZZ-IEEE/IFES195開 催

(3月)

OBSR(情 報処理用陛 本的意味集合)に 関する調査(～'96)

○ グローパルインベン トリ(GIP)開 設(10月)

○ 新世代コンピュータ技術開発機構より第五世代 コンピュータ研究成果

(IFS)普 及業務 を移管

O次 世代電子図書館システムの研究開発支援(～ 現在)

○ 都市型情報システム災害対策基盤整備調査

口Ai・ ファジィ振興センターを廃止、技術企画部を設置(4月)

口STEP推 進センターおよび中央情報教育研究所、臨海副都心(タ イム24

ビル)に 移転(5月 、7月)

○ 電子商取引実証推進協議会(ECOM)業 務遭営開始(1月 ～)

00ECD情 報化社会の経済的影誓に関するワークシ ョップ、同マルチメデ

ィアシンポジウム開催(3月)

OED|に 関する調査研究開発として支払請求EDIの 開発に着手(～ 現在)

OEDIに おけるデータ交換協定書(試 案)お よび逐条解説書を公表(3月)

○ コンピュータ緊急対応センター(JPCERT/CC)発 足(8月)、 業務運営開

始(10月 ～)

OGIP、 産学研究開発コミュニティに拡充

OSTEPシ ステム構築支援機能の研究開発(～ 現在)

OAPEC/EDIシ ステムプロジェク トへの協力(～ 現在)

○ 行政情報コンテンツ作成 ・公開システムの構築(～ 現在)

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

政府、行政改革推進本部体部侵:細1憎相)に情報 通信作業部会」を設置

通商産業省、アウトソーシングに関する認定制度を創設

産業構造審議会「高度情報化プログラム」を策定

電気通信審旗会 「21世紀の知的社会への改革に向けて一情報化通信基
盤整備=プログラム」を答申

通商農業省「情報化人材育成学科認定制度」を開始

通商産業省と文部省「100校プロジェクト」を開始

政府隔 度情報通信社会推進本部」(本部長:村 山首相)を設置

通商産業省、新制度による情報処理技術者試験を実施

r行政¶胃障θイヒー ト画」閣謹搬

産業構造■鶴会「高度産業情報化プログラム」を策定

UJ、国内初のダイヤルアップ接続1Pサービスを開始

マルチメディア問題に関する著作権連絡協議会設立

從日本電子工業振興協会「ソフトウェア開発モデル契約」を作成

マルチメディア制作者連絡協旋会発足

ゴア副大統領「G|1構剰 を提唱

E◎委員会、欧州情報ハイウエイ構築の行動計画発表

○ 高度情報通信社会推進本部「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」
を発表

○ 電気通信審議会「グローバルな知的社会の構築に向けて一情報通信基盤
のための国際指針」答申取りまとめ

○ 産業構造審議会「電子情報技術(IT)を活用した産業のダイナミズム回復
のためのプログラム」を公表

○ 通商産業省「コンピュータウイルス対策基準」を改訂

○ 製造物責任法(PL法)施 行

○ 通商産業省「電子計算機システム安全対策基準」を「情報システム安全対
策基準」と改称、基準改定

O中 小企業庁「情報化アドバイザー事業」を開始

○ 日本開発銀行、ベンチャー企業対象に「新規事業支援融資制度」を開始

ONIFTY-Serve、PC-VANの 会員数がともにlOO万 人を突破

OPHSサ ービス開始

OCALS推 進協議会発足

○ 生産 ・調達・運用支援統合情報システム技術組合(NCALS)発 足

○ 情報通信総合研究所「エレクトロニック・コマース・ネットワーク」を設立

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

通商産業省 「システム監査基準」を11年 ぶ りに改訂

電気通信審議会、NTTの 分離・分割を答申、閣議先送 りを決定

電気通信審議会 、西暦2000年 までに達成可能かつ望ましい社会経済の

指標および実施すべき方策を提言

通商産業省、公文書の届け出における 「電子公証制度」の開発に着手

通商産業省 「不正アクセス対策基準」を公表

国内公事公接続が解禁

法務省、電子商取引に関連 して民法 ・商法などの法制面の見直 しと電子

公証などの制度を検討する2委 員会 を設置

㈲コンピュータエンターテイメン トソフ トウェア協会発足

道路交通情報通信システム(VICS)が 東京圏を中心に情報提供開始

国立国会図書館、国内で刊行されたCD-ROM、 電子フ ックの閲覧を開始

米国通信法改正 ・成立(通 信品位法)、長距離事業、CATV参 入解禁、卑狼

通信の禁止等



1997(平 成9年)

講 、担 ぎN、 、

○ 香港、中国に返還

○ 東京湾横断道路開通

○ 北朝鮮日本人妻一時帰国始まる

○ サッカー日本代表ワール ドカップフランス大会出場決定
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口 協会設立30周 年

口 脇会 ホームページ開設(7月)

○ 高度情報化人材育成標準カリキュラム13種 改訂(IO月)

OCALS技 術研究組合等との共催でCALSEXPO開 催(ll月)

○ 国際化に対応した情報処理技術者育成調査

○ 日本小型自動車振興会LAN構 築支援

○ スーパーコンパイラシステムに関する調査一
〇 通商産 業省、電子商取引時代のグラン ドデザインとなる 「デジタル経済

の時代に向けて」を発表

○ 電気通信審議会 「情報通信21世 紀 ビジョン」の中間報告発表

○ 政府 「経済構造の変藁と創造のための行動計画jを 発表

○ 政府高度情報通信社会推進本部に電子商取引等検討部会 を設置

OcOECD、 インターネ ッ トを利用 した通信販売、電子マネーの実用化に併

ぜた消費者保護に向け国際的なガイ ドラインの作成に着手

○ 世界|5ヵ 国のEC推 進団体が提携 し「GlobalElectronicCommerce

Board(GECB)」 を発足

○ 麗 箒 舗 濡 瓢 馨 る振鋼AEU「OP・anl・iti・ti・ei・

○ 米政府、インターネット自由貿易圏構想などの包括的な電子商取引振興

策 「AFrameworkforGlobalElectronicCommerce」 を発表

○ 欧州の電気通信担当相会議、EC推 進に向けた 「ボン宣言」を採択

○ 米連邦準備理事会(FRB)議 長、持続的成長を続ける米経済の背景に情報

技術による生産性向上があるとして情報革命の効果を強調



第11箇 日独情報技術 フォーラムの報告

韻塞郡

1.目 的 お よび趣 旨 2.開 催 経 緯

日独情報技 術 フ ォー ラム は,高 い技 術 レベ

ル と経済力 を有す る ドイツ連邦 共和 国 とわが

国が,情 報技術 分野 にお け る両 国の相 互理解

と交 流 を一層 深め,活 発 な産業,技 術協 力 の

展 開 を通 じて世界の情 報化 に寄与 してい くこ

とを目的 に,1983年8月 ドイツ連邦 共和 国研

究技術 省(現:教 育 科学研 究技術 省)の ハ イン

ツ ・リーゼ ンフーバー(Dr.HeinzRiesenhuber)

大 臣 と当時の宇 野 宗佑 ・通商 産業大 臣 との

間で その設置 が合意 され た ものです 。当 フ ォ

ー ラム は
,両 国の情報技 術分野 にお け る第 一

線 の学 者,研 究者が 一堂 に会 し,最 新 の情 報

技術 研究 の成 果 につ いて情報 交流 を行 うと同

時 に,人 的交流 を深 め るこ とをね らい として,

両 国で交 互 に開催 されて きま した。

会場の信州松代ロイヤルホテル

当 フォー ラム は,こ れ まで に以下 のス ケジ

ュー ルで開催 され て きま した。

第1回1984年(昭 和59年)4月

東 京(経 団連 会館)

第2回1985年(昭 和60年)4月

ベ ル リン(国 際会 議 セ ン ター)

第3回1986年(昭 和61年)10月

東京(京 王 プ ラザ ホ テル)

第4回1987年(昭 和62年)10月

シュ ツ ッ トガル ト(マ ックス プ ラン

ク研 究所)

第5回1988年(昭 和63年)11月

京都(国 立京都 国際会館)

第6回1990年(平 成2年)5月

ベル リン(ベ ル リン 日独 セ ンター)

第7回1991年(平 成3年)11月

東京(経 団連 会館)

第8回1993年(平 成5年)5月

ワイマ ール(ワ イマ ール ヒル トンホ

テル)

第9回1994年(平 成6年)11月

大分(別 府湾 ロイヤルホ テル)

第10回1996年(平 成8年)4月

ゼー オ ン(ク ロス ターゼー オ ン)
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〉 3.組 織体 制

当 フ ォー ラム を実施 す るため,日 独 両国 に

そ れぞ れ 「日独情 報技術 フ ォー ラム推進 委員

会」(CoreMemberMeeting)が 設 置 され,

」正顯EC盈E盈o鍵 π

開催 に向け た企 画 ・準 備 ・運営 等 の活動 を行

って い ます。 当推 進 委 員会 は,「 ニ ュー メ デ

ィア分 科会」,「 コン ピュー タ分科 会」,「 半導

体 分科 会」 の3つ の分 科会 か ら構成 され てい

ます(図1)。

図1日 独情報技術 フォーラム推進委員会 組織体制(敬 称略)

日独情報技術フォーラム推進委員会

日本側議長 東洋大学 学長 菅野 卓雄

ドイツ側議i長 アーヘ ン工科大学Prof .EmeritUsDr.WalterL.Engl

ニューメデ ィア分科会

日本側 主査 東京大学 教授 羽鳥 光俊

ドイツ側主査 シュ ツッ トガル ト大学Prof .Dr.JoachimSpeidel

コンピュータ分科会

日本側主査 東京大学 教授 田中 英彦

ドイツ側主査GMDProf.Dr.DennisTsichritzis

半導体分科会

日本側主査 東洋大学 学長 菅野 卓雄

ドイツ側主査 マ ックスプ ランク研究所Prof .Dr.Hans,JoachimQueisser

4.第11同 日独情報 技術 フォーラムの開催

第11回 目独情 報技術 フ ォー ラムは,1997年

11月11日 か ら13日 まで,長 野市松代 町 の 「信

州松 代 ロ イヤ ル ホ テ ル」 で 開催 され ま した。

会 場 の周 辺 は,98年2月 開催 の 第18回 冬 季 オ

リン ピックの各種 競技 施設 が ほぼ出来上 が り,

関係 者 の方 々が慌 ただ しくその準 備 に追 われ

て い ま した。 また97年10月 には,オ リンピ ッ

ク開催 の ため と同地 域 の イ ンフ ラ整備 の一環

と して新 幹線 も開通 し,東 京 一長野 間 を最短

約1時 間20分 で移 動す るこ とが可能 とな りま

した。

第11回 フ ォー ラムの プ ログラム を企 画す る

に当 た り,従 来 の フ ォー ラ ムで は,プ レナ

リ ・セ ッシ ョンはオー プニ ング ・セ レモニー

と両 国の基 調講演 に よる構 成 で したが,今 回

はセ ッシ ョンの テーマ を1つ 増 や して プ レナ

リ ・セ ッシ ョン1と プ レナ リ ・セ ッシ ョン2

(BioinformaticsとSystemonChip)と しま し

た。 また,ニ ューメデ ィア とコ ン ピュー タの

両 分科 会の ジ ョイ ン ト ・セ ッシ ョン(Agents)

も企 画 しま した。 これ らは,両 国合 意の下 で

計 画 された もの で,従 来 の枠 組 み に とらわれ

ず,情 報技術分 野 の広 が り等 を念頭 に,両 国

に とって よ り効 率の よい フォー ラム実施 を目

指 した ものです 。

以下 にプ ログ ラム の概 要 を示 します 。

一47一



第11回 目独情 報技術 フ ォー ラム プログ ラム

(敬 称略)

PlenarySessionli'OpeningCeremony"

挨拶

通 商産業 省 機械 情報 産業局 電 子政 策課長

岡 田 秀一

教育科 学研 究技 術省 国際担 当局長

Dr.RainerKoepke

東洋大 学 学長 菅 野 卓雄

アーヘ ン工科大 学 名誉教授

Prof.Dr.emWalterEng1

t1Bioinformatics"

基調 講演

東北 大学 電気通信研 究 所 所 長 沢 田 康 次

マ ックスプ ランク研 究所Dr.PeterFromherz

PlenarySession2:"SystemonChip"

NewMediaWorkshop:t'DigitalBroadcastingn

ComputerWorkshop:"Bioinformatics"

SemiconductorWorkshop:

(1)"DeepSub・micronLithegraphyn

(2)"HighSpeedOpticalDevices"

(3)t'NewMaterialsforBlue-VioletLight

Emissionii

NewMediaWorkshop&ComputerWorkshop:

itAgentsit

大汗 ピ

三
無

　
/'≒ 腕

㌧[二.」,二

」ユ」注
フ ォー ラム会場風景

今 回の フ ォー ラム には,日 本側 か らは議 長

であ る菅野 東 洋大 学学 長,日 本 政府代 表 と

して通商 産業省 岡田 電子 政 策課長,当 フォ

ーラム推進 委員会 委員 の メ ンバ ーや各 セ ッシ

ョンの発表者,49名 が参加 され ま した。一方 ,

ドイ ツ側 か らは議 長 で あ るEnglア ーヘ ン工

科大 学名 誉教授,ド イツ政府代 表 と して教 育

科 学研 究技 術省Koepke国 際担 当局 長,当 フ

ォー ラム推進委 員会委 員の メ ンバ ーや各 セ ッ

シ ョンの発表者,33名 が参加 され,全 体 で82

名 の参加 とな りま した。両 国 にお ける最 新の

情 報技術 に関 す る活発 な意見交換 とデ ィス カ

ッシ ョンが行 われ ま した。 なお,期 間中 に開

かれ た両 国主査会議 な らび にコア メ ンバ ー会

議 にお いて,次 回の第12回 フ ォー・・一・ラム は,99

年5月 上旬 に ドイツの ドレスデ ンで 開催 す る

こ とが両 国間で合 意 され ま した。
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JIPDEC!REPORT

日本の情報通信産業

鱗査部

1.情 報通信産業の概況

(1)「情報通信産業」の定義について

放送 と電気通信の融合化 などにより,ど こ

まで を情報通信産業 と呼ぶかは意見の分かれ

るところですが,こ こでは情報サー ビス産業,

電子機器製造業,お よび電気通信事業 を合 わ

せた もの を情報通信産業 と呼ぶ こととします。

したがって,こ の中には放送事業は含まれま

せん。基礎 とする資料 は,情 報サービス産業

については通商産業省の 「特定サー ビス産業

実態調査報告書 情報サー ビス産業編」,電 子

機器製造業 については通商産業省の 「機械統

計」,電 気通信事業 については郵政省 の 「第

一種電気通信事業の発展動向」です
。

(2)情 報通信産業の概況(1991～96年)

1991年 のバブル崩壊 により打撃を受けたの

は情報通信産業 とて例外ではあ りませんで し

たが,そ の中にあって,景 気回復のための牽

引車 としての役割 を果た しました。企業等に

おけるコス ト削減や業務の効率化に必要なた

め不況下でも安定 した需要があったという一

般的な理由とは別 に,情 報通信産業にとって

大 きな追い風 となった ものとして,以 下のこ

とが挙げられ ます。

まず,93年9月 にクリン トン政権がNIIア

クシ ョンプ ラ ンを発 表 した こ とが,日 本 にお

ける公 的分野 の情報 通信基 盤整備 に拍車 をか

け ま した。 また,ほ ぼ同時期 か ら企 業の 間で

イ ンター ネ ッ トの利 用 が爆発 的 な勢 いで伸 び

始 め た こ とです。

次 に,94年4月 の携 帯電話機 自由化 に端 を

発 した移動 電話市 場 の爆 発 的 な普及 拡大 が挙

げ られ ます 。95年7月 に はPHS(Personal

HandyphoneSystem)サ ー ビス も開 始 され ,

携 帯電 話 とPHSを 合 わせ た移動電話 の普 及率

はす で に30%を 突破 しま したが,い まだ に普

及拡 大 のペ ース は衰 え ませ ん。

この ように,特 にイ ン ター ネ ッ ト関連 お よ

び携帯 電話 ・PHSな どの移動 体通信 関 連が好

調 であ る こ とを受 け,93年 を底 と して,94年

以後 は,伸 び悩 む他 産 業 を尻 目に大 幅 な成 長

を記録 してい ます 。

2.情 報通信産業が日本の産業界で占め

る地位L

1997年 になって発表 された各種の政府調査

資料 にも情報通信産業の活況 を示す指標が現

れています。以下,そ の中から主要 なものを

取 り上げ,情 報産業が 日本の産業界で どの程

度の地位を占めるようになったか,紹 介 しま

す。 ・
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(1)情 報 ネ ッ トワー ク関連 機器 の生産額 が 自

動 車産業 を抜 いた

97年7月 に通 商産業 省が発 表 した 「我が 国

産業の現 状」 によれ ば,96年 の情報 通信機器

の生産 額 は前 年比12.7%増 の17兆3,611億 円

で,16兆6,530億 円 であ った 自動 車産 業 の生

産額 をわずか なが ら上 回 りま した。 自動 車生

産 は現地生 産の比率 が高 ま りつ つあ る とい う

事情 はあ る にせ よ,日 本 の リーデ ィング産業

であ る 自動車 を抜 いた こ とは画期 的 な ことで

す。

(2)96年 度の通信産業の設備投資が全産業の

10%を 占めるようになった

97年6月 に郵政省が発表 した 「通信産業設

備投資等実態調査(97年3月 実施)」 によれ

ば,通 信産業全体の96年 度設備投資実績見込

み額は前年度比23.3%増 の4兆6,950億 円で,

初めて全産業の10%を 超えました。97年 度は,

移動体通信関係の伸びが鈍化するとの予想か

らほぼ横ばいの見込みですが,96年 に引 き続

き高い水準の設備投資が見込 まれることに変

わ りはな く,10%台 を維持すると推測 されて

い ます。

(3)機 械製造発注額で通信業が電力業を抜い

て業種別で初めて首位 になった

経済企画庁が97年5月 に発表 した96年 度の

機械受注統計 によれば,通 信業の機械発注額

は前年度比46.3%増 の2兆3,242億 円で,同

3.3%減 で2兆538億 円の電力業 を抜 き,初 め

て業種別で首位 に立 ちま した。これには携帯

電話お よびPHSの 普及拡大に伴 う基地局増設

が大 きく寄与 しています。95年 度 も前年度比

の増加率は26.5%を 記録 してお り,こ こで も

景気維持のための牽引役 を果たす姿が浮 き彫

りになっています。

(4)パ ソコ ンの世帯普 及率 が22.3%,企 業で

60%以 上

産 業界 で 占める地位 か らの視 点 とは異 な り

ます が,情 報 通 信 産業 躍 進 の裏 付 け と して,

情 報 通信 機 器 の普 及 率 を取 り上 げ てみ ます 。

郵政省 が97年4月 に発 表 した 「1996年度 通信

利 用動 向調査」 に よれ ば,家 庭 でのパ ソコ ン

とフ ァックスの普及率 は20%を 超 え,そ れぞ

れ22.3%,20.7%ま で上昇 して い ます。携 帯

電 話 は24.9%,PHSは7.8%で す 。事 業所 で

の パ ソコ ン普 及率 は62.2%で,従 業 員100人

以上 の事業所 で は93.2%に 達 して い ます。 ま

た事 業所 での携 帯電話 保有 率 は前 年度比14 .7

%増 の55.7%,PHSは 同9.1%増 の10.7%に

な った一方,無 線 呼 出 しは微 減 して い ます。

3.1996年 の情 報 通信 産 業

1996年 の 日本 の情報 通信市場 は前年比14%

増 の36兆6,286億5,300万 円 で,そ の 内訳 は,

情 報 サ ー ビス産 業 が7兆1,435億4,300万 円,

電 子機器 製造業が17兆3,498億1,000万 円,電

気 通信事業 が12兆1,353億 円 で した(図1)。

図1に 見 る とお り,91年 のバ ブル崩壊 後縮

小傾 向だ った市場 は93年 に底 を打 ち,94年 以

降 は順調 に拡大 して い ます。電子機 器 製造業

の伸 び もさるこ となが ら,電 気通信 事業 が著

しく伸 びてい ます 。92年 か ら96年 まで の前 年

比伸 び率 を見 る と,電 気通信事 業 はバ ブル崩

壊 の影響 も受 けず,95年 と96年 は,ほ ぼ20%

とい う高 い成長 率 を記録 してい ます(図2)。
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(1)情 報サー ビス産業

ここで言 う情報サー ビス産業は,通 商産業

省の 「特定サービス産業実態調査 情報サー

ビス産業編」 に拠ってい ます。同調査は毎年

11月 時点での調査 であ り,情 報サー ビス産業

を以下の ように分類 しています。

① オンライン情報処理

② オフライン情報処理(バ ッチによる受託

計算)

③ ソフ トウェア開発

④キーパ ンチ等デー タ書 き込み

⑤マシンタイム販売

⑥ システム等管理運営委託

⑦ データベースサービス

⑧各種調査

⑨ その他(労 働者派遣料収入を含む)

情報サs・・一ビス産業は他 とサ イクルが1年 遅

れ,94年 が底 に な りま した。企 業 の情報化投

資 回復 を受 け,96年 は前 年度 比12%増 の7兆

1,435億4,300万 円 とな り,92年 の水 準 まで戻

りま した。情 報サ ー ビス産業 の売上 の半分以

上 は ソフ トウェア開発が 占め てお り,そ の動

向が その ま まこの 産業 の傾 向 と して反 映 され

てい ます(図3)。

(2)電 子機器製造業

ここで言 う情報通信産業関連 としての電子

機 器 は,「 通信 機 器 お よび無線 応 用装 置」,

「電子応用装置」,「電子管 ・半導体 お よび集

積 回路」の3分 野の出荷額を合計 した もので,

数字は各年12月 末時点のものです。情報通信

産業全体 の売上に占める割合は以前 より低下

して きている ものの,電 子機器製造業が情報

通信産業のほぼ半分 を占め,こ の業界の回復

▼図3情 報サービス産業売上高

(単位:百 万円)
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こそが 情報 通信産 業 を支 える もの と言 え ます

(図4,図5)。94年 以 降は10%前 後 の伸 び を

記録 してお り(図2),96年 は前 年比12%増 の

17兆3,498億1,000万 円 で した 。 そ の 内訳 は
,

通信 機器 お よび無線 応 用装 置が前年 比35.4%

増 の4兆3,070億3,700万 円,電 子応 用装 置が

13.8%増 の6兆8,587億4,600万 円,電 子管 ・半

導 体 お よび集 積 回路 が4.2%減 の6兆1,840億

2,700万 円で,通 信機 器 お よび無線 応 用 装 置

の伸 びが際立 ってい ます。 イ ンター ネ ッ ト関

連 お よ び移動体 通信 関連へ の旺盛 な投 資が こ

の 回復 を もた ら して い ます。 一方,こ の業界

を長 年 強 力 に 支 え て きた半導 体 お よ びICの

生産額 が前年 よ り減 少 した こ とは,や や懸念

材料 で す(図1,図6)。

▼図41991年 情報通信産業売上高比率
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▼図51996年 情報通信産業売上高比率
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▼図6電 子機器種類別売上高

(単位:百 万円)
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(3)電 気通信 事業

電気 通信事 業 は,図2に 見 るよ うに他 の産

業 がマ イナス成長 してい る間 も順調 に拡大 し

てお り,96年 は前年 比21%増 の12兆1,353億

円 を記録 しま した(図1)。 その 内訳 は,NTr

単体 で前 年比2.2%増 の6兆3,712億 円,移 動

体通信事 業者 が 同70.7%増 の4兆610億 円,国

内長 距離 事業 者 が 同14.9%増 の1兆456億 円,

国際事業 者 が 同34.8%増 の4,704億 円,地 域

事業 者が 同22.2%増 の1,485億 円,衛 星事 業

者が 同9.7%増 の384億 円です。 売上 の半分以

上 をN'1"rl社 で 占 め る もの の,そ の割 合 は

年 々低 下 して お り,NTT以 外 の事 業 者 を合

計 す る とほ ぼNTTに 匹 敵 す る まで,電 気 通

信市 場 は拡大 して きてい ます。特 に移動体 通

信 事 業 者 は 目覚 ま しい躍 進 を見 せ て い ます

(図7)。91年 か ら96年 までの前 年比伸 び率 を

見 る と,94年 以 降は2桁 で,特 に95年 か らは

20%前 後の成長です。 これが移動体通信市場

の拡大によることは明 らかであ り,こ れに伴

い,電 気通信 事業 がGDPに 占め る割合 は,

96年 には2.42%に 達 しました。

NTTの 分離分 割 問題 の決 着 に よ り,国

内 ・国際一貫サービスがすべての事業者に認

められることにな りました。事業分野の制限

によって守 られていた国際事業者 は,今 後は

NTTと い う巨大 な競争者 を相手 に しなけれ

ばな りません。 このため,国 際事業者 と国内

事業者 との提携が活発に進 んでお り,国 内長

距離事業者 日本テ レコムと国際事業者 日本国

際通信が97年10月 に合併 し,11月 にはKDD

とTWJが 合併 に向けて合意 したことを発表 し

ました。今後 もおそ らくい くつかの合併が発

表 されると考 えられ,競 争の激化 による料金

低下 ・サービスの向上,そ れに伴 う市場の拡

大が まだ まだ期待で きます。

▼図7NTrお よびその他事業者の売上高

(単位:億 円)
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当協 会 では,賛 助 会員 サ ー ビスの一環 と し

て,情 報 化 にかか わ る最新 の動 向等 をテーマ

に取 り上 げ賛助 会員研 究会 を開催 してい ます。

平成9年 度 は以 下 の とお り6回 開催 しま し

た。 なお,第3回 研 究会 の講演録 を本誌7ペ

ー ジに掲 載 してい ます
。

◆ 第1回

日時:平 成9年10月23日(木)14:00～17:00

場 所:機 械振 興会館6階67号 室

プ ログ ラム:

・ 「バ ー コー ドの応用 と2次 元 コー ドの動 向」

平本 純 也 氏(ア イニ ックス(株)代 表取 締

役 ・バ ー コー ドコ ンサ ル タ ン ト,平 成8

年 度 二次 元 コー ド研 究 委員 会企 画 ・編 集

WGメ ンバ ー)

◆ 第2回 「電子商 取引 の基 盤整備 に向 けて」

日時:平 成9年11月21日(金)14:00～17:00

場所:虎 ノ門パ ス トラル 新館5階 菊 の間

プ ログラム:

・ 「本人認 証 につ いて」

菅 知之 氏(当 協 会ECOM首 席研 究員,本

人認証技術 検討WG主 査)

・ 「ECに お ける認証局 の役割」

角 間 和 博 氏(当 協 会ECOM首 席研 究員,

認証局検 討WG副 主査)

・ 「イ ン ター ネ ッ トを利用 した ク レジ ッ ト決

済 のセ キュ リテ ィ」

五味 俊 夫 氏(当 協 会ECOM首 席研 究 員,

一55一

共通 セ キ ュ リテ ィ関連技 術検討WG主 査)

・ 「電 子商取 引 にお ける消費者取 引」

佐 草 幸 一 氏(当 協 会ECOM首 席研 究員,

プ ライバ シー問題 検討WG副 主査)

・ 「電子決 済制度 の課題 と今 後の在 り方」

青 島 幹郎 氏(当 協会ECOM首 席研 究 員,

電子 商取 引決 済関連 問題検 討WG主 査)

・ 「国際 的電子 商取 引の制度 的課題」

長 博 連 氏(当 協 会ECOM首 席研 究員,国

際取 引WG主 査)

◆ 第3回

日時:平 成9年11月26日(水)10:00～12:00

場 所:機 械振 興会館 地下3階 研修1号 室

プ ログ ラム:

・ 「クラ イア ン ト/サ ーバ ー環境 下の セキ
ュ

リテ ィコ ン トロールの あ り方 一 イン ター

ネ ッ ト,デ ー タウ エ アハ ウス,OLTPを

中心 と して 一」

松 尾 明 氏(中 央 監査 法 人 代 表社 員,平

成8年 度 セ キ ュ リテ ィ検討 委員会 委員長)

◆ 第4回

日時:平 成10年2月25日(水)10:00～12:00

場 所:機 械振 興会館 地下3階 研修1号 室

プ ログ ラム:

・ 「米 国の最新情 報化事 情」

秋 山 良三 氏(ア ンダーセ ンコンサ ル テ ィ

ング パ ー トナ ー)

◆ 第5回

日時:平 成10年3月4日(水)14:00～16:00

場所:機 械 振興 会館6階66号 室



プ ログラム:

・ 「CALS/STEPに よるデー タ交換 の状況 」

杉 本 寄生 氏(当 協 会STEP推 進 セ ン ター

技 術部 長)

堀 越 裕 道 氏(当 協 会STEP推 進 セ ンター

技術部 主任研 究員)

◆ 第6回

日時:平 成10年3月19日(木)10二 〇〇～12:00

場所:機 械振 興 会館6階67号 室

プログ ラム:

・ 「電子 商取引 につ いての 国際連携 と通 商産

業省 の取組 」

市村 知 也 氏(通 商産業省 機械情 報 産業局

電子 政策課課 長補佐)

情報セキュリ%対 策室

1.セ キ ュ リテ ィ対策/シ ス テム監 査 に

関す る鯛査 ・研 究

(1)セ キュリティ対策

引 き続 き 「セキュ リテ ィ対策検討委 員会

(委員長:今 井 秀樹 ・東京大学教授)」 にお

いて,セ キュリティ技術 とその産業の今後の

あ り方 を探るための調査研究を進めてい ます。

そのため,セ キュリテ ィ関連技術 とセキュ リ

ティ製品の関連お よびセキュリティ製品と産

業 ・サー ビスの関連の整理 を行いつつ,セ キ

ュ リティ技術の体系化 を検討 してい ます。

検討 の背景 デー タとして活用す るため に,

アクセスコン トロール対策,機 密保護 ・完全

性確保対策,バ ックアップ対策,著 作権保護

対策,セ キュリティ監査 ・評価等の分野にお

ける現状のセキュリティ製品について調査 を

行いました。

また,わ が国の現状のセキュリティ対策の

状況 を把握す るために,情 報システムのユー

ザー企業等4,776事 業体 に対 してアンケー ト

により 「情報セキュリティに関する調査」 を

実施 し,1,113(23.3%)の 事業体か ら回答

が あ りま した。詳細 な調査結果 につ いては,

現在取 りまとめ中です。

(2)シ ステム監査

セキュリティ対策 を確保するための重要な

役割 を担 っているシステム監査 に関する普及

策等 について,調 査研究 を進めてい ます。

昭和60年1月 に通商産業省が 「システム監

査基準」 を公表 し,わ が国においても本格的

にスター トしたシステム監査ですが,普 及状

況 としては依然 として大企業を中心 に30%程

度の事業体 に導入 されている状況です。情報

システムは,事 業体の大小 を問わずネッ トワ

ークの導入等 によって高度化 されつつあ りま

すが,そ れに伴 い社会全体のセキュリテ ィの

レベル低下が懸念 されてい ます。ネ ットワー

ク社会では,セ キュリテ ィの弱い所が,い わ

ゆる"踏 み台"と して利用 され,不 正な行為

者が他のシステムに侵入す ることが可能 とな

るからです。

そこで,シ ステム監査実施の底辺 を拡張す

るための方策 として,従 来か ら行 っている普

及 ・啓発用の小冊子 「システム監査概要」の

発行 ・配布や,シ ステム監査の疑問に答 える

「システム監査Q&A110」 の改訂 ・発行 の準

備を進めるとともに,シ ステム監査相談室の

仕組み等 について も検討 しています。

また,自 力でシステム監査が実施で きない

事業体 にシステム監査 をビジネスとする企業

を紹介す るため通商産業省が作成 している

「システム監査企業台帳」の作成に も協力 し,

都道府県の図書館,全 国の商工会議所,通 産

・-56一



局に閲覧用 として配付 しました。今年度同台

帳 に登録 された システム監査企業は64社 で,

うち10社 が新規に登録 されました。地区別の

登録企業数は表1の とお りです。

▼表1シ ステム監査企業登録件数(地 区別)

地 区 登録件数

関東通 商産業局管 内 49

東京都 34(6)

千葉県 3

神奈川県 9(1)

新潟県 1

山梨県 1

静岡県 1(1)

中部通商産業局管内 3

1麹 県 3

近畿通商産業局管内 5

1大 阪府 5(1)

中国通 商産業局管 内 1

広島県 1(1)

四国通商産業局管内 1

1愛 媛県 1

九州通商産業局管内 5

福岡県 4

熊本県 1

計 64(10)

(注)()内 は新規分(内 数)

2.プ ラ イバ シ ーに関 す る調 査 ・研 究

平成10年10月 に発効する 「個人データ処理

にかかわる個人情報の保護及び当該データの

自由な移動 に関する欧州会議及び理事会の指

令(1995年10月 採択)」(EU指 令)へ のわが

国の対応の具体策 について 「個人情報保護 に

係 る環境整備検討委員会(委 員長:堀 部 政

男 ・中央大学教授)」 において引 き続 き検討

して きました。

その結果,プ ライバ シーマーク制度 を本年

4月 を目標 として試行運用開始す ることが決

まりました。この制度 は,自 己の有する個人

情報 について通商産業省のガイ ドラインに準

じて適切な保護措置 を講 じている民間事業者

等 に対 し,そ の旨を表すプライバシーマーク

(ロ ゴマ ー ク)の 使 用 を許可 する制度です 。

プライバシーマークによって,消 費者は個人

情報 を適切に取 り扱 っている民間事業者であ

るかどうか を明示的に判断で きるようになり

ます。一方,民 間事業者において も,事 業活

動 に積極的にプライバ シーマークを活用する

ことによって,自 社の個人情報の取 り扱いが

適切であることを消費者 にアピールすること

がで きます。

この ことによって,通 商産業省が定めたガ

イ ドラインに基づいて民間事業者が自主的に

対応 していた場合 に比べ て,客 観的に個人情

報の取 り扱いが評価 されるため,わ が国全体

の個 人情 報 保護 の レベ ルが 一段 と向上 し,

EU指 令の発効 によって懸念 されているEU諸

国 との個人情報のや り取 り上の障害が薄 らぐ

もの と期待 されます。

3.JPCERT/CC(コ ン ピュ ー タ緊 急対

応 セ ン ター)の 運 営

JPCERT/CCが 平成9年10'月 か ら12月 の3

ヶ月間に情報提供 を受けた不正アクセスの件

数は122件 で した。 これらの被害相談か ら対

応策 を検討 して,関 連するサイ トに情報の提

供あるいは交換 を行なっています。 また,対

応策を 「緊急情報」や四半期毎の 「活動概要」

に とりまとめ,JPCERT/CCの ホームペ ージ

にアラー トとして掲載 しています。

活動 を開始 した1年 前 に比べて不正 アクセ

ス に対 す る世 間的 な関心 は高 まって お り,

雑誌あるいは新聞などからの取材 も増 えつつ
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ある状況 です。

一方で
,ネ ッ トワー ク関係 の イベ ン トにお

いて各種 セ ミナー を開催 した り,企 業等 のセ

ミナー に協力 す る ことな どを通 じて,ネ ッ ト

ワー ク管理者 に安全対 策 につ いての注意 を喚

起 してい ます 。

JPCERT/CCの 活 動状 況 や,不 正 ア クセス

に関す る最新 のセ キ ュ リテ ィ技術情 報 に関 し

て は,今 後 もホL-一ムペ ー ジ(URL:http://

www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して発信 す る予 定

です。

調査部

1.平 成9年 度 コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査

当協 会で は,毎 年 「コ ンピュー タ利 用状 況

調査」 を実施 してい ます。 この調査 は,全 国

の コン ピュー タユーザ ー を政府,地 方 公共 団

体,学 校等 を含 め た27業 種 に分 類 し,そ の情

報 システム部 門 を対 象 として コ ンピュー タ利

用の現状 を探 り,今 後 の情報 化の動 向 を見 き

わめ よう とす る ものです 。

今 年 度 も多 数 の コ ン ピュ ー タユ ー ザ ー の

方 々に ご協 力 をい ただ き,こ のほ ど集計 結果

が ほぼ ま とま りま した。 こ こにそ の一部 をご

紹 介 します。

(1)調 査 の概要

・調査期 間:平 成9年10月25日 ～11月14日

・調査票 発送 数:4 ,717件

・有効 回答数:1
,145件

・回答率:24 .3%

(2)新 規調査 テーマ

今 年度 は,① パ ッケー ジ ソフ トウェア利用

上 の問題点,② デー タウエアハ ウスの構 築 ・

利 用状 況,③EC/EDIの 動 向,④ 情 報 共 有

の状 況,⑤ テ レビ会議 シス テムの導 入 ・利用

状 況,⑥ テ レワーキ ング(在 宅勤 務)/モ バ

イル コ ン ピュ ー テ ィ ングの 導 入 ・利 用 状 況,

の6項 目 を新 たに加 え,内 容 の充実 を図 って

い ます。

(3)調 査 の結 果

こ こで は,調 査結 果 よ り,次 の2点 につ い

て ご紹 介 します。 なお,調 査 報告 書 を5月 に

公 表 し,調 査 結果 の一部 は 「情報化 白書1998」

(6月 発行 予定)に も掲 載す る予定 です。

① 情報化 課題 の関心度

昨年度(平 成8年 度)か ら調査 テーマ に と

りあげ て い る 「重 要 な情報 化 課題 の 関心 度 」

は,コ ン ピュ ー タユ ー ザ ー全 体 の45.1%が

「西 暦2000年 対 応」 を挙 げてお り,昨 年度 の

2位 か ら首 位 に立 ち ま した。 間 近 に迫 った

2000年 問題 の緊急性 が最大 の懸案 となって い

る よ うです 。2番 目には 「イ ン トラネ ッ ト」

(43.6%)が 挙 げ られ てい ます 。 なお,昨 年

度50.2%で 首 位 にあ った 「ク ライ ア ン ト/

サ ーバ ー システム」 は36.5%で3位 に後退 し

ま した(図1)。

② 派遣 要員費用

従 来か ら継続 して調 査 してい る 「派遣 要 員

に対 す る費用 の支 出」 を職種 別 に 日額 で見 る

と,全 ユ ーザ ー平均 でSE4万5,300円,プ ロ

グ ラマ3万4,100円,オ ペ レー タ2万8,300円,

デー タ入 力者(パ ンチ ャー)2万1,400円 とな

りま した。 これ は,昨 年度 の平 均 値 に比 べ,

伸 び率 に してSE14.4%,プ ログ ラ マ5.9%,

オペ レー タ4.4%,デ ー タ入力 者10.9%と そ

れぞ れ大 き く増加 してい ます。 この要 因の1

つ として は,西 暦2000年 対 応や アウ トソー シ

ングな どによ り,情 報処理 業務 を外 部 に依存

す る傾 向が強 まって きてい る ことが考 え られ
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▼図1ユ ーザーの重要な情報化関連課題の関心度
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ます(図2)。

▼図2被 派遣要員に対する日額換算平均支払費用

(職種別,5ヵ 年推移)
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2.海 外 に お け る情 報 化 の 動 向

ヨー ロ ッパ につ いて,欧 州 委員 会の情報 政

策関連 の コ ミュニケ を中心 と して調査 を行 い,

特 に97年11月 に発 表 さ れ た"TowardsA

EuropeanFrameworkforDigitalSignatures

AndEncryption"を と りま とめ ま した。 これ

は,97年 ドイツ にお いてマ ルチ メデ ィア法 に

付 帯す る電子署 名法 が制定 された こ と等 を鑑

み,加 盟国 で既 に多 元化 しつつ ある電 子署 名,

暗号 政 策 を調 和 す る,EUレ ベ ルの規 制枠 組

の制定 を 目的 としてい る もの です。

また,EUで は98年10月 よ り,「 個 人情 報保

護及 び 自由 な流通 に関 す る指令 」が発効 す る

た め,97年 末か ら98年 初 頭 にか けて,従 来 プ

ラ イバ シー保 護 に適用 す る法 を保有 してい な

か っ た加盟 国 で も,保 護機 関設立 を含 む保 護

法 の策定 が急速 に進 め られて いる ところです。

3.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム の 開 催

97年11月11～13日 に長 野県長 野市 で,第ll

同 日独 情 報技 術 フ ォー ラ ム を 開催 しま した。

両国の情報技術分野 にお ける第一線 の学者,

研究者が一堂 に会 し,最 新の情報技術研究の

成果 について情報交流 を行 うと同時 に,人 的

交流 を深めることがで きました。なお,詳 細

は46ペ ージの 「第11回 目独情報技術 フォーラ

ムの報告」をご覧下 さい。

4.情 報化 に関 す る海外 向 け広 報

わが国の情報通信産業お よびコンピュータ

関連技術の最新の動 きを内外 に紹介する英文

誌JIQ(JIPDECInformatizationQuarterly)

を年4回 発行 しています。

No.111で は 「日本の情報化教育」 をテーマ

として取 り上げ,通 商産業省の施策の下,当

協会の付属機 関である中央教育研究所が とり

まとめた,情 報化人材育成のための改訂標準

カリキュラムを中心 に紹介するほか,学 校で

の情報化教育の現状や,学 校教育情報化のた

めのプロジェク トなどについて概観 していま

す。

次号では,医 療 システムを取 り上げる予定

です。これからも,今 後の動向 を見 なが らタ

イムリーな話題を海外に紹介 してい きます。

技術企画部

1.オ ン トロジ ー工 学 に関 す る調査研 究

大規模知識ベースでは,そ の構築や知識の

共有の観点か ら,知 識の体系化のために基本

となる語彙の概念整理が求 め られ てい ます。

この ため 「オン トロジー工学調査 委員会」

(委員長:溝 口 理一郎 ・大阪大学産業科学研

究所教授)を 設置 して,オ ン トロジー(語 彙

の概念体系)の 工学的活用方法等 について検
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討 してい ます。

調査研 究 の最終 年度 にあた り,① 工学 的活

用の視点 か らオ ン トロジーの定義 を試み る と

ともに,② オ ン トロジー構築 の ための基礎理

論 や記述 言語 ・環境(ツ ール)に つ いて,ま

た,設 計 ・計画 業務や ビジネス プロセス,法

律,情 報検索,知 識処理 とい った分野 を対 象

として,オ シ トロ ジーの使 い方 やその有用性

等 につ い て動 向 を調査 し,整 理 を行 って い ま

す。 この成果 は 「平成9年 度 大規模知識 ベ ー

ス に関 す る調査研 究報 告書」 と して取 りま と

め る予定 です。

2.知 的 情報 技 術 講演 会 の開催

最新の人工知能理論 による生物 ロボ ッ トの

産業応用に関する講演会 を次の とお り開催 し

ました。

開催 日:平 成10年3月20日(金)

場所:機 械振興会館 研修室

講師:五 味 隆志 氏(ア プライ ド・A【・シ

ステムズ社 社長)

参加者:50名

3.次 世代 電 子 図書館 シ ステム研 究開 発

通商産業省および情報処理振興事業協会委

託事業である 「次世代電子図書館 システム研

究開発事業」 は,公 募 によ り選定 された企業

のご協力 をいただき実施 してお ります。前期

3年 計画終了年度である平成9年 度の実施内

容は,次 の とお りです。

前期計画では,次 世代電子図書館 システム

のアーキテクチ ャお よび個別技術 について実

装規約書 を作成するとともに,実 証ツールを

作成 し実証実験 を行い ました。 また,平 成10

年度 からの後期計画で予定 しているプロ トタ

イプシステム構築の前段階 として,プ リプロ

トタイプ システ ムの構 築 を行 い ま した。 これ

らの研 究 開発 にあ た っては,ア ーキ テクチ ャ

WG,プ ロ トタ イプWGを は じめ と して,い

くつ か のサ ブWGに お い て システ ム と しての

整合性 を図 りつ つ実施 して きま した。

一方
,本 事 業 の開発技術 につ いて は,ユ ー

ザ ーサ イ ドか らの意見 を反 映 させ るため,図

書館,出 版,流 通,知 的財 産権問題 等 の有 識

者 に よるユ ー ザ委 員 会(委 員 長:松 村 多美

子 ・図書 館 情 報大 学 教授)を 設 置 して,「 次

世代 電子 図 書館 のあ るべ き姿 と課題」 につ い

て ご検討 い た だ き,報 告書 と して取 りま とめ

ま した。 また,平 成10年2月1～11日 に韓 国,

台湾,香 港,シ ンガポ ール に調査 員 を派遣 し,

東 アジ アにお け る電子 図書館 システム に関す

る調査 を行 い ま した。 さ らに,平 成9年 度事

業報 告会 を平成10年3月13日(金)に 東京全 日

空 ホテ ルで 開催 し,全 米 科学財 団(NSF)の

Y.T.Chien博 士 による招待 講演,研 究開発 内容

の報 告 と併 せ て開発技術 のデモ を行 い ま した。

4.産 学 官研 究 開発 コ ミュニテ ィに関 す

る構 築 ・運 用

わが国における産学官による研究開発 を促

進するための一環 として,様 々な分野の研究

者が インターネ ッ トを介 して オープ ンに参

加 ・交流 し,情 報収集 ・提供お よび意見交換

などを行 う場(コ ミュニティ)が 必要 とな り

ます。

通商産業省では,バ ーチ ャル ・ライブラリ

の実現に向けて,電 子情報通信技術 に関する

研究開発情報 インフラとして,WWWサ ーバ

ーによる産学官研究開発 コミュニティを構築

することとしました。当協会ではこれに協力

して,電 子情報通信分野 に関連す る約1,000

の国内研究機関 ・研究室のWWWサ ーバーか
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ら研 究 開発 に関す る情 報 を収 集 ・整備 を行 い

ました。併せ て,検 索機能 を含 む各種 のナ ビ

ゲー シ ョン機 能 に よ り,イ ンター ネ ッ トを介

して最新 情報 を提 供 しま した。 また,海 外 か

らの ア クセス に応 じるために英語 での情報提

供 も行 い ま した。

国 家 プ ロ ジ ェ ク トの情 報提 供 につ い て は,

GHプ ロジェク トの1つ であ るGloballnventory

Project(GIP)の 日本(通 商 産業省)イ ンベ

ン トリ と して位 置づ け,G7各 国 と有機 的 に

連係 し,同 コ ミュニテ ィのサ ー ビス機 能 の1

つ と して構 築 ・運用 を行 い ま した。

さらに,北 海道大学で開発 されたlntelligent-

PADを 使 用 し,WWW利 用 者が イ ンター ネ ッ

トを介 して検索 した多 くの結 果 デー タについ

て,利 用者 のニ ーズ に合 わせ てデー タの絞 り

込 み を効率 的 に行 うこ とので きるツール キ ッ

トを,産 学官研究 開発 コ ミュニテ ィのサ ー ビ

ス機 能の一部 に取 り込 み ま した。

本 事業 の関連サ イ ト:

・G7GlobalInventoryProject(GIP)

http://www.9iP.int/

・産学官研 究 開発 コ ミュニテ ィ

http://www.gip.jipdec.or.jp/

・情報化 関連 政策 ホー ムペ ー ジ

http://www.gip.jipdec.or.jp/policy/

中央情報教育研究所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のために次の研修事業,調

査研究事業および普及啓蒙事業 を実施 してい

ます。

1.平 成9年 度 研 修 事 業

(1)高 度情報 化 人材 の研 修

本研 修 は,高 度 情報 化人材 育成 カ リキュ ラ

ム に準拠 した 「モ デル研 修」 お よび時宜 や ニ

ー ズ に合 致 した 「特 別 テーマ コース」 を,毎

年継続 して実 施 してい ます。本 年度 の開催 回

数 は102回,開 催 日数 は延べ471日,受 講者 数

は1,621名,研 修 に携 わ った講 師 は136名 です 。

コー ス別の実施概 要 は,表2お よび表3の と

お りです。

▼表2モ デル研修実施概要

(平成10年3月6日 現在)

コ ー ス 名 回数 受講者

システムアナ リス ト 3 17

システム監査技術者 2 23

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 8 67

ア プリケーシ ョンエ ンジニ ア 2 19

プロダクシ ョンエ ンジニア 1 6

ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リ ス ト 9 79

デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト 6 77

システム運用管理エンジニア 1 4

第一種共通カリキュラム研修 11 66

小計① 〔モデル研修〕 43 358

(注)受 講の容易性 を考慮 し,上 記9種 をさらに細分化(コ ース

化)し,特 定 のコースだけを受講 できる ように編成 しま した。

▼表3特 別テーマコース実施概要

(平成10年3月6日 現在)

コ ー ス 名 回数 受講者

システムの基礎知識 等

41コ ース
59 1,263

小計② 〔特別テーマ研修〕 59 1,263

合計 〔①+② 〕 102 1,621

(2)情 報処理技術 インス トラクタ等研修

本研修は,情 報処理教育 に携 わるインス ト

ラクタ等(情 報処理教育推進指導者)の さら

なる資質の向上に向けて,毎 年継続 して実施
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しています。研修 コースは,情 報処理技術 イ

ンス トラクタ研修 と企業内研修 リー ダ養成研

修の2種 類があ ります。前者は,情 報処理専

門学校等の教員や企業等における情報処理教

育担当者等を対象に,指 導上のポイン トや技

術 ・知識の修得 を,後 者 は,地 方における情

報処理教育担当者等を対象 に技術 ・知識等の

修得 を,主 たる目標 にしています。

① 情報処理技術 インス トラクタ研修

本年度の受講者総数は661名,研 修 に携 わ

った講師は28名 です。コース別の実施概要は

表4の とお りです。

② 企 業 内研 修 リー ダ養成研 修

本研 修 は,す べ て地域 ソフ トウェアセ ンタ

ー に委 託 して実 施 してい ます(委 託 先 は18社)
。

本 年 度 の受 講者 総 数 は1,048名,研 修 に携 わ

った講 師 は93名 です。 コー ス別 の実施概 要 は

表5の とお りです 。

(3)情 報技 術 一般研修

本研 修 は,特 に受 講要望 の多 い情 報技術 に

つ いて実施 してい る研修 で す。本年 度の 開催

回数 は6回,開 催 日数 は延べ15日,受 講者 数

は382名,研 修 に携 わ っ た講 師 は7名 で す 。

コース別 の実施概 要 は表6の とお りです。

▼表4情 報処理技術インス トラクタ研修実施概要(平 成10年3月6日 現在)

コ ー ス 名

教 育エ ンジニア関係 コース

・教育 エ ンジニア ～企画型業務 ～ 等

システムア ドミニス トレータ コース

・システムア ドミニス トレータ育成カ リキュラムの指導ポ イン ト 等

情報化人材育成 ・指導 コース

・第二種共通 カリキ ュラム共通知識の指導ポ イン ト

・表現技法 等

技術動向 コース

・PCネ ッ トワーク技術動向 とインター ネッ ト/ホ ームペ ージ概説

・オー プンシステム技術 等

システム技術 コース

・CSS環 境 にお けるアプリケーシ ョン開発

・VisualC++の 実践演習(基 礎)等

合 十き口

回数

7

8

10

5

20

50

受講者

59

89

288

41

184

661

▼表5企 業内研修 リーダ養成研修実施概要

(平成10年3月6日 現在)

コ ー ス 名 回数 受講者

システム開発技法関連 36 375

ネ ッ トワークの構築 ・管理技術

関連
33 402

デー タベース技術 関連 8 94

プレゼ ンテーシ ョン技法関連 6 63

情報処理利活用技術関連 10 114

合 計 93 1,048

▼表6情 報技術一般研修実施概要

(平成10年3月6日 現在)

コ ー ス 名
、

回数 受講者

第 一 種 共 通 カ リキュ ラム ・エ ッセ ンス 1 35

ネ ゴ シ エ ー シ ョ ン ・エ ッセ ンス 2 158

システムア ドミニス トレー タ養成 1 14

システム要求定義分析フェーズの

提案力強化
1 155

情報システム教育の現状 と教育担

当者の役割
1 20

合 計' 6 382
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2.調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国における情報処理技術者の確保の状

況やその育成に関する最新動向を把握 し,施

策検討等 に資することを目的として本年度 も

継続 して情報処理教育実態調査 を実施 してい

ます。

アンケー ト票の発送件数,回 収状況は以下

のとお りです。

・発送件数:3 ,593件

(企業2,799件,学 校794件)

・回収件数:1 ,087件

(企業649件,学 校438件)

・回珂又率:30 .3%

(企業23.2%,学 校55.2%)

本年度は,情 報処理教育の実施内容や方法,

課題等の固定テーマに加え,企 業では一般社

員(利 用者)へ の情報技術教育の実施状 況,

時間や場所 に制約 されない 「個学習」へのニ

ーズ等 を,ま た,学 校では企業 との交流,情

報技術教育 を実施するにあたって直面する問

題,課 題等を項 目として新たに取 り上げ,調

査 を実施 しています。本事業の結果は,平 成

9年 度 「情報処理教育実態調査報告書」 とし

て取 りまとめています。

(2)高 度情報処理技術者育成指針 に関する調

査研究

高度情報化人材育成の指針 となる標準カリ

キュラムは,平 成5年12月 に作成 しましたが,

その後 もダウンサ イジングの進行,エ ンドユ

ーザーコンピューティングの普及,あ るいは

マルチメデ ィアの進展など情報処理機器 ・技

術お よびその利用環境の変化は著 しく,平 成

8年 度か ら全17種 のカリキュラムの うち,情

報処理技術者試験 に対応 した表7の13種 につ

いて改訂作業 を実施 して きました。

▼表7改 訂版標準カリキュラム(13種)

① 第二種 共通 カリキュラム

② 第一種共通 カリキュラム

③ システムアナリス ト育成 カ リキュラム

④ システム監査技術 者育成 カリキュラム

⑤ プロジェク トマ ネージャ育成カ リキュ ラム

⑥ アプリケーシ ョンエ ンジニア育成 カリキュラム

⑦ プロダクシ ョンエ ンジニア育成 カ リキ ュラム

⑧ ネッ トワー クスペ シャリス ト育成 カリキュラム

⑨ デー タベ ーススペ シャリス ト育成 カリキュラム

⑩ システム運用管理エ ンジニア育成カ リキュラム

⑪ マイコン応用システムエンジニア育成カリキュラム

⑫ システムァ ドミニス トレータ育成 カリキュラム

⑬ 上級システムア ドミニス トレータ育成カリキュラム

本事業では,企 業や学校等教育機 関の実務

家,専 門家および情報処理技術者試験の関係

者等か ら成 る 「標準 カリキュラム調整委員会」

(委員長:上 條 史彦 ・東海大学情報処理研 究

教育施設教授)を 平成8年 度 に引 き続 き設置

し,基 本的事項の検討 ・調整 を行 うとともに,

「第一種共通 カリキュラム検討委員会」(委 員

長:江 村 潤朗 ・中央情報教育研究所技術顧

問)を は じめ,カ リキュラムごとに13の 検討

委員会 を設置 し,平 成8年 度 の成果であ る

「改訂の要点」 に沿って個別 に改訂作業 を行

い,改 訂結果の概要 を平成9年10月15日 に公

表 しました。

なお,本 事業の成果は 「改訂版標準 カリキ

ュラムの概要」 として(3の(1)の ① 「地域交

流 セ ミナ・・一・・」の資料 に利用),ま た,平 成9

年度 「高度情報処理技術者育成指針に関する

調査研究報告書 一改訂の要点修正版 一」 とし

て取 りまとめています。

(3)高 度情報化人材育成のための基盤整備

本事業は,高 度情報化社会た求め られる情

報化人材の円滑な育成に向けた各種 の制度や
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方策について調査研究 を行い,人 材育成施策

の検討に資するものです。

平成9年 度は,平 成8年 度に引 き続 き,前

項(2)の 「高度情報処理技術者育成指針に関す

る調査研究」事業で実施する標準カリキュラ

ムの改訂 に関する調整 ・検討作業 を受 けて,

カリキュラム原稿の作成,カ リキュラムの公

表お よびカ・リキュラムの刊行等にかかわる作

業を実施 しました。 また,カ リキュラム利用

の利便性 を高め,普 及 を促進するため,CD-

ROM化 の検討お よび作成等 も併せ て実施 し

ました。本事業の成果は,平 成9年 度 「高度

情報化 人材育成 の ための基盤 整備 報告書」

(改訂版標準 カリキュラム冊子13種 お よび

CD-ROM版)と して取 りまとめています。

(4)高 度情報化人材育成のための応用調査研

究

近年の情報技術の進歩に伴い,教 育現場 に

おける教育効果 を より一層高め るためには,

動画やグラフィックス,音 声等の多様 な情報

を扱 うことので きるマルチメディア教材が必

要 となって きました。

そこで,モ デルテキス トをベースとしたマ

ルチメデ ィア教材の応用調査研究 を,平 成8

年度か ら3年 計画で実施す ることとし,2年

目である本年度は,昨 年度の成果であるシス

テムア ドミニス トレー タの教育に効果的なマ

ルチメデ ィア教材 プロ トタイプを完成 させ,

最終年度 に実施予定の実験 ・評価用の教材 と

して活用する予定です。

また,第 一種共通テキス トの学習科 目のう

ちマ ルチ メデ ィア化 の効果 が期待 され る

「LANの 構築」科 目について,プ ロ トタイプ

を作成 しました。本事業の成果は,平 成9年

度 「高度情報化人材育成のための応用調査研

究報告書」 として取 りまとめています。

(5)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

世界各国における情報化が急速 に進展する

中で,こ れを支 える情報処理技術者の育成に

関する国際的な相互協力の重要性が指摘 され

ています。このため,標 準 カリキュラム等の

人材育成関連情報 を積極的 に海外へ提供 し,

また,海 外か ら先進的人材育成 システム等の

情報 を収集 し,必 要に応 じ技術協力 を行 うこ

とを目的に本調査 を実施 しています。

平成9年 度は,「 国際化 に対応 した情報処

理技術 者 の育成 に関す る調査研 究委 員会」
と しろ う

(委員長:大 野 イ旬郎 ・つ くば国際大学産業情

報学科)を 設置 し,日 本 とアメリカの情報化

人材や情報化教育の比較のための情報収集 と

その整理 ・分析 を行 っています。 また,平 成

9年10月 に改訂 された第二種共通カリキュラ

ム等の概要 を英訳 し,ホ ームページ上で公開

す る予定です。

さらに,情 報化人材育成施策に係 る標準 カ

リキュラム,情 報処理技術者試験制度などの

ノウハ ウをSEARCC(東 南 アジア地域 コンピ

ュータ連合)・SRIG-PS(情 報処理技術者育

成部会)へ 提供 し意見交換 を行 うため,7月

(シ ンガポール)と12月(ニ ューデ リー)に

専門家2名 を派遣 しました。、

本事業の成果 は,平 成9年 度 「国際化 に対

応 した情報処理技術者の育成 に関す る調査研

究」 として取 りまとめる予定です。

(6)新 技術 を利用 した情報処理技術教育 シス

テムに関する調査研究

高度 な情報処理技術者 の教育 につい ては,

企業の研修部門あるいは外部の研修機関等に

おいて,よ り専門的な知識 ・技術の修得 を図

って きましたが,従 来の研修 ・教育方法等で

は,企 業内の様 々な事情によってその修得は
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困難なもの となって きています。その主要な

理由 としては,第1に 十分 な研修等の教育時

間(地 理的条件 を含む)が とれないこと,ま

た,十 分な研修等の経費の支出が困難なこと

等が挙げられています。

本調査研究では,こ のような現状に鑑み,

情報処理技術者の教育において,イ ンターネ

ット等の情報通信技術 とマルチメディア等の

新 しい技術 を利用 した,経 済的にも負担が軽

減 される効果的な教育 システムの構築を目指

し,「情報処理技術教育 システム検討委員会」

(委員長:都 丸 敬介 ・テレコム機器(株)顧 問)

を設置 し,情 報処理技術教育や新技術の現状

と課題,お よび1青報処理技術教育 システムの

プロ トタイプ基本構想の策定等 について検討

しています。なお,本 事業の成果は,平 成9

年度 「新技術 を利用 した情報処理技術教育 シ

ステムに関す る調査研究報告書」 として取 り

まとめています。

3.普 及啓 蒙事 業

(1)情 報処理教育機関等に対する普及啓蒙

① 地域交流セ ミナー

産業界のニーズに即 した情報処理技術者教

育の推進 と地域 における情報処理技術者教育

を活性化 し,地 域の情報化の推進 に資するた

め,情 報処理専門学校等の教職員や地域の情

報処理関連企業等 を対象 とした 「地域交流セ

ミナー」 を平成10年1月16日 ～2月14日 にか

けて,全 国9会 場で開催 しました(参 加者計

185名)。 テーマは以下の3つ で,各 会場共通

としました。なお,開 催地,開 催 日および講

師等 は表8の とお りです。

ア.高 度情報化人材育成標準 カリキュラム

改訂の概要(講 師:CAIT職 員/専 任講師)

イ.情 報技術の変化 に伴 う専 門学校教育の

対応(講 師:専 門学校教職員)

ウ.情 報処理教育におけるインターネッ ト

/マ ルチメデ ィアの利用(講 師:企 業研

修担当)

② 情報化人材育成学科認定校(1類)研 究

交流会

通商産業省が実施 している 「情報化人材育

成学科認定制度」 に基づ く1類(3年 制)校

の相互交流 により認定校の レベルア ップを図

り,産 学連携への一層の理解 を促すため,1

類19校 の研究交流会 を開催 しました(参 加者

計38名)。

開催 日:平 成10年1月28日(水)

場所:ア.日 本工学院専門学校蒲田校

(午前)

イ.情 報科学専門学校新横浜校

(午後)

参加者数:38名(1類 校29名,通 商産業省

1名,オ ブザーバ3名,事 務局5名)

プログラムA(日 本工学院専門学校蒲田校):

・学校紹介

・認定学科説明

・実習設備紹介

・学生発表(企 業実習報告,卒 業

研究発表)

・質疑応答

・実習設備見学

プログラムB(情 報科学専門学校新横浜校):

・学校紹介

・産学連携への取 り組み

・施設見学

・学生による卒業研究の発表

・質疑応答

(2)高 度情報化人材育成標準 カリキュラム等

の普及

① 高度情報化人材育成標準 カリキュラムの
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▼表8地 域交流セミナー実施概要

開催地 ・開催 日 テーマお よび講師 参加者

東京(タ イム24ビ ル2階)

平成10年1月16日
s

ア.中 央情報教育研究所 浅井 宗海

イ.静 岡産業技術専門学校 平井 利明

ウ.日 立電子サービス 山本 洋雄

31

沖縄(沖 縄県青年会館)

平成10月1月17日

ア.中 央情報教育研究所 川島 康雄

イ.日 本工学院専門学校 石原 清夫

ウ.富 士通ラーニングメディア 池田 稔

13

福 岡(福 岡商工会議所)

平成10年1月23日

ア.中 央情報教育研究所 長沢 義昭

イ.日 本電子専門学校 舟本 奨

ウ.日 本電気 臼井 建彦

16

札 幌(北 海道商工研修 セ ンター)

平成10年1月24日

ア.中 央情報教育研究所 浅井 宗海

イ.静 岡産業技術専門学校 平井 利明

ウ.情 報通信研究所 福原 美三

20

大阪(大 阪YMCA会 館)

平成10年1月30日

ア.中 央情報教育研究所 川島 康雄

イ.広 島工業大学専門学校 小川 英邦

ウ.日 立電子サービス 山本 洋雄

20

仙台(仙 台市民会館)

平成10年1月31日

ア.中 央情報教育研究所 長沢 義昭

イ.日 本電子専門学校 舟本 奨

ウ.富 士通ラーニングメデイア 池田 稔

14

名古屋(愛 知県産業貿易会館)

平成10年2月6日

ア.中 央情報教育研究所 浅井 宗海

イ.広 島工業大学専門学校 小川 英邦

ウ.日 本電気 臼井 建彦

26

広島(広 島県情報プラザ)

平成10年2月7日

ア.中 央情報教育研究所 長沢 義昭

イ.静 岡産業技術専門学校 平井 利明

ウ.情 報通信研究所 福原 美三

25

高松(香 川厚生年金会館)

平成10年2月14日

L

ア.中 央情報教育研究所 川島 康雄

イ.日 本工学院専門学校 石原 清夫

ウ.情 報通信研究所 福原 美三

20

計9会 場 185名
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普及

13種 の改訂版標 準 カ リキュ ラム を未 改訂 の

4種 と と もにCD-ROM1枚 に格納 し,平 成

9年11月15日 か ら販 売 してい ます 。

◆ 「SC1997高 度情 報化 人材 育成 標準 カ リ

キュ ラムCD-ROM版 」

② テキ ス トの改 訂お よび普 及

改訂版 システ ムア ドミニス トレー タ育成 カ

リキ ュラム に準 拠 した テキス トを作 成 し,平

成10年3月16日 か ら販売 して い ます。

◆ システ ムア ドミニス トレー タテキス ト

また,当 研究所 が監修 した第二種 共通 テキ

ス トの 出版 ・販 売 につ い て は,コ ン ピュ ー

タ ・エ ー ジ社 へ 業 務 委 託 しま した 。 さ らに,

以 下の 旧標準 カ リキ ュラム な らび にそれ に準

拠 したモデ ルテキス トの頒 布 ・普及 を行 って

い ます 。

◆ 高度情報化 人材育 成標準 カ リキ ュラム

(17種)

◆ モデ ルテキス ト

・第二種 共通 テキス ト(15種15分 冊)

・ag-一種共 通テ キス ト(18種18分 冊)

・高度情報 処理技術 者育成 テキ ス ト

(14種16分 冊)

・シス テムア ドミニス トレー タテ キス ト

(2種2分 冊)

③ 購入 等 の問い合 わせ先

中央情報 教育研 究所 調査 企画 部普及振 興課

(TEL:035531-0177)

一 一 情報処理技術者試験センターーーー一

情報処理技術者試験セ ンター(JITEC)で

は,情 報処理技術者試験 の確実な実施 と,情

報処理技術者の育成 ・評価 に寄与すべ く啓蒙

普及活動,調 査活動 に取 り組んでい ます。

現在の活動状況 を以下 に紹介 します。

1.情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 実 施

情報 処理技術 者試験 は,昭 和44年 の ス ター

ト以来,現 在 まで の29年 間 に応募 者総 数728

万 人 を数 え,合 格 者総数 も68万 人 を超 える国

家試 験 と して発 展 して きま した。平 成6年 秋

期か らは試験 制度 が改定 され,制 度移行後 の

3年 半 で応募 者 数175万 人,合 格 者 数19万 人

を数 える に至 ってい ます 。

現在,全13試 験 区分 を年2回 に分 けて実施

してい ます。平 成9年 度 の応募 者数 は,春 期

22万766人,秋 期28万4,348人,総 計50万5,114

人 であ り,前 年比2.9%(1万4,023人)増 とな

りま した。 また,合 格 者総 数 は,5万8,052人

で した。

(1)平 成9年 度春期 情報処 理技術者 試験

平 成9年 度春期 試験 の実施状況 は表9の と

お りです。第 一種,第 二種 試験 とも応募 者数

は減 少 してい ますが,減 少幅 は縮小 して い ま

す(前 回は,第 一種10.2%減,第 二種9.1%

減)。 また,平 成8年 に追加 され たマ イ コ ン

応 用 システ ムエ ンジニ ア試験 は,今 回2回 目

で したが,応 募者 数 は減 少す る結 果 とな りま

した。 春期 試験 全体 で は,4,422人(2.0%)

の応募 著減 とな りま した。
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▼表9平 成9年 度春期情報処理技術者試験実施状況

試験区分 応募者数 前年度比(%) 合格者数 合格率(%)

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 10,052 一2
.2 346 7.1

システム運用管理エ ンジニア 3,849 一7
.5 137 6.9

プロ ダクシ ョンエ ンジニア 13β28 1.6 788 9.6

デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト 10,662 17.2 485 8.3

マイ コン応用 システムエ ンジニア 2,353 一21
.0 209 13.8

第一種情報処理技術者 75,255 一3
.8 5,309 11.5

第二種情報処理技術者 105,267 －L9 10,626 15.2

合 計 220,766 一2
.0 17,900 12.9

(2)平 成9年 度秋期 情報処理技術 者試験

平成9年 度 秋期試験 の実施状 況 は表10の と

お りです。 第二種 試験 の応募者 数 は,平 成4

年 の応募 者 数(25万7,041人)を ピー クに減

少 して い ま したが,今 回 は前 年 同期 と比 べ

4,659人(4.1%)増 とな りま した。初級 シス

テム ア ドミニス トレー タ試験 も試験 開始 以来,

応募 者数 は増 加 してお り,今 回は1万1,726人

(16.2%)増 加 しま した。 また,イ ン ター ネ

ッ ト,LAN,WANな どの普 及 に よる ネ ッ ト

ワー ク時代 を迎 え,ネ ッ トワー クスペ シャ リ

ス ト試 験 の応 募者 数 も3,158人(8.1%)増 と

な りま した。秋期 試験 全体 では,1万8,445人

(6.9%)の 応募 者増 とな りま した。

▼表10平 成9年 度秋期情報処理技術者試験実施状況

試験区分 応募者数 前年度比(%) 合格者数 合格率(%)

システムアナ リス ト 6,205 1.4 199 6.0

システム監査技術者 4,207 一7
.1 146 7.0

アプ リケーシ ョンエ ンジニア 22,877 一1
.1 659 5.7

ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リ ス ト 42,058 8.1 1,341 5.9

第二種情報処理技術者 117,085 4.1 13,823 16.7

上級 シス テムア ドミニス トレータ 7,879 一7
.2 294 6.6

初級 シス テム ア ドミニス トレータ 84,037 16.2 23,690 36.0

合 計 284,348 6.9 40,152 20.9'
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2.情 報処 理技 術 者試 験 の広報 活 動

(1)新 聞での広報

情報処理技術者試験の実施 に関す る案内を

新聞に掲載 し,周 知 を図 りました。広告掲載

の新聞は,表11の とお りです。

▼表11広 告掲載新聞一覧

平成9年 度秋期試験の実施案内

新聞 発行日

朝日新聞 平成9年7月1日

読売新聞 平成9年7月1日

毎 日新聞 平成9年7月2日

西 日本新聞 平成9年7月7日

北海道新聞 平成9年7月7日

平成10年度春期試験の実施案内

新聞 発行 日

読売新聞 平成10年1月5日

朝日新聞 平成10年1月6日

毎 日新聞 平成10年1月7日

北海道新聞 平成10年1月7日

日本工業新聞 平成10年1月26日

日本経済新聞 平成10年1月26日

日刊工業新聞 平成10年1月27日

(2)パ ンフ レッ トの作 成 ・配 布

① 上級 ・初 級 シス テム ア ドミニス トレー タ

試験パ ンフ レ ッ ト

上級 ・初級 システ ムア ドミニス トレー タ試

験 は,情 報 システム の利 用者側 を対象 として

平成6年 よ り実施 してい ます が,ま だ システ

ムア ドミニ ス トレー タの人材像,役 割 につ い

ての理解 が,一 般 に広 く浸透 してい る とは言

え ませ ん。そ こで,シ ス テム ア ドミニ ス トレ

ー タ試験 パ ンフ レッ トを作成 し,情 報 処理 関

連 の企業 ・団体 だ けで な く,広 く一般 業種 の

企業 ・団体 に配布 し,人 材 育成 の一環 と して

の当試験 を広報 しま した。

② マ イコ ン応 用 システ ムエ ンジニ ア試験 パ

ンフ レッ ト

マ イコ ン応 用 システ ムエ ンジニアの活 躍の

場 は,情 報 関連の企 業の み な らず 製造業,建

設業,研 究所 な ど多 岐 にわ たってい ます。今

まで情 報処理 技術 者試験 と関連 が薄 か った業

種 であ るため,マ イコ ン応 用 シス テムエ ンジ

ニア試 験 のパ ンフ レッ トを作成 し,広 く試験

を紹 介 し,人 材育 成 の一環 と しての 当試験 を

広報 しま した。

3.海 外 の情報 処理 技 術 者 試験 に関 す る

調 査

平成6年 秋期に情報処理技術者試験制度が

改定 されてか ら3年 半が経過 し,現 在13区 分

の試験 を実施 していますが,こ の多区分に上

る試験 の実施は様 々な課題 を抱 えることにも

なっています。

各試験が対象 としている人材 に求め られる

技術 には相互 に重複する部分があ り,新 たな

技術の進展に対応 して試験内容 を更新するに

は複雑 な作業 を必要 とします。 また,多 数の

試験区分は膨大な数の試験問題の作成のみな

らず,そ れ ら相互の整合性や難易度の調整な

どにも多大な作業を必要とします。 このよう

な問題は,現 在の試験区分構成の下での実施

運営体制においては,さ らに増大する と考え

られ,運 営面での改善が望 まれるところとな

っています。

こうした背景の下,今 回は,海 外試験機関

の人材育成策,試 験内容,運 用体制 などにつ

いて調査 し,そ の結果 を今後の情報処理技術

者試験の改善 ・整備 に活用すべ く,表12に 示

した欧州3カ 国3機 関を訪問 しました。
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調査期 間 平 成9年9月27日 ～10月5日

メ ンバ ー 団長 鈴 木 道夫氏 他2名

▼表12訪 問先機関

国

イ
ギ
リ
ス

オ
ラ
ン
ダ

フ

ラ

ン

ス

機関

TheBritishComputer

Society・(BCS)

StichtingEXrN

(Stichtinghetnationaal

ExameninstitUutvoor

Informatca)

SYNrEC-info㎜atique

概要

PARrl,PAR(rll試

験,IT試 験,ECDL

試 験 に 関 す る調 査

大学の カリキュ ラム

評価 に関する調査。

AMBI試 験,PDI試

験,ITIL試 験 に関す

る調査。

情報サービス産業の

現状 と情報処理技術

者の育成に関する調

査。

産業情報化推進センタ

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル に 関 す る検 討

通 商 産 業省 か らの委 託 を受 けて,「EDIに

関 す る調査研 究開発」 事業 お よび 「中小企 業

向 け物流EDIパ イ ロ ッ ト ・モデル調査研 究 開

発」事 業 を行 ってお ります。 その成 果 は報告

書 と して取 りまとめ ま した。

EDIに 積極 的 な情 報処理 ベ ンダー各社 の参

加 を得 て,シ ンタックスルール検討委 員会 を

設 置 し,CIIシ ン タ ックスル ール の保 守 を行

っ てお り,こ の度CIIシ ンタ ックス ルー ルの

新 バ ー ジ ョ ン3.0を 開発 しま した。新 バ ー ジ

ョンは平成10年4月 の リ リース を予 定 してい

ます。

また,学 識 者,業 界有 識者等 か ら成 るISO/

TC154国 内審議 委員会 を設置 して,EDIFACT

の シ ンタ ックス ルー ルバ ー ジ ョン4のISO化

投 票 に対 し,わ が 国 と しての意志決 定の ため

の審議 を行 って い ます。平 成9年10月 にパ ー

ト5,6,9の ドラ フ ト投 票が,平 成10年2月

にパ ー ト1,2,3,8の 最 終 ドラ フ トの投 票

が完 了 し,現 在 パ ー ト4,7の ドラ フ ト投 票が

進行 中です 。

EDIFACTの シ ンタ ックス ル ールバ ー ジ ョ

ン4は 平成10年 度 以 降,順 次 正式 なISO規 格

と して リ リース され る予 定で す。

さ らに,上 記 のCII,EDIFACTの2つ の シ

ンタ ックス ルー ルにつ いて,新 バ ージ ョン開

発 と並行 して,有 識者 か ら成 る電 子 デー タ交

換標 準 化調査研 究 委員 会 を設 置 して,平 成7

年 度 か ら3年 計 画 でJIS化 の 検討 も進 め て き

ま した。 当委員 会 の成果 と して平成9年 度末

にJIS原 案 を作成 しま した。

当 セ ン ターで はEDIの 普 及 に資 す る た め,

業 界横 断的 に使 用可 能 な標 準企 業 コー ドの登

録 管 理 を行 って い ます 。 この登録 社 数 はCII

標準 に基づ くEDIを 実 施 してい る企 業数 の 目

安 とす る こ とがで きます が,平 成10年2月 に

は3,800社 を超 え,CII標 準 の 普及 が依然 堅 調

に推 移 してい る ことが伺 わ れ ます。

2.ユ ーザ ー シ ステ ム の高度 化 に関 す る

研 究

(1)EDIに おけるユーザー問題等の検討

EDIを 実現す る情報通信技術 として どのよ

うなものが適するかユーザーと共に現状 を調

査 し,メ ーカーを交 えて業界お よび業際の標

準 として推奨で きる仕様 として 「全銀協標準

通信 プロ トコルTCP/IP手 順 」 を取 り上 げ,

その製品への実装 に伴 う仕様の解釈お よび拡

張仕様の統一について検討 を行 い,開 発 され

た製 品の接続試験 を実施 しま した。 さらに,

このツールを使用する上での解説等 をまとめ
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た 「拡張Z手 順」 利用 ガ イ ドを作 成 しま した。

ま た,オ ー プ ンな ネ ッ トワ ー ク につ い て

EDIで の利 用可 能性 を調査 し,ビ ジネス向 け

IPネ ッ トワー クサ ー ビス を中心 に した製 品の

紹介 やユ ーザ ー事 例 を 「EDIに お ける オー プ

ンネ ッ トワー クの利 用」 に関す る調査報告 書

として取 りま とめ ま した。

(2)二 次元 コー ドの標 準 化 に関す る検討

通 信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並行 して,実

際 に生 じる物流 を情報 と一体化 させ る ための

「二 次元 コー ド」 の標 準化 動 向 につ い て,ユ

ーザ ー環 境 を中心 に検 討 を行 い ま した。

平成9年 度 は二次 元 コー一・・ドを利 用す るシス

テムの代 表的 な業務 と して 「物 流」 を例 にあ

げて業務 フロー を示 し,そ こで使 われ るデー

タ内容 につ いて標準 的 な様式 を設 定 した ガイ

ドラ イン として,「EDIに おけ る二次元 コー・一ド

の利用」 に関す る調査 報告書 を作 成 しま した。

3.産 業界 の シス テム化 お よび そ れに係

る制 度 問題 の調 査研 究

昭和63年 度から8年 間,ク ローズ ドな企業

間取引でのEDIに かかわる法制度問題 につい

て検討 を行い,平 成7年 度には,EDI取 引 を

行 う際に考慮すべ き法的な事項 を踏まえたデ

ータ交換協定書(参 考試案)を 作成 しました。

平成8年 度か らは今までのクローズ ドなEDI

取引 を中心 とした検討 に加えて,最 近注目さ

れている電子商取引やCALSな どの オープン

ネ ットワーク環境での電子データ交換 につい

て も視野に入れ,制 度的な問題の検討 を行 っ

てい ます。

平成9年 度 は,平 成8年 度 に引 き続 き新 し

い企業間電子取引について検討 を行い,最 近,

インターネ ッ ト上の企業ホームページで よく

見かけられるようになった資材調達の実態に

ついてアンケー トお よび ヒアリングを通 して

調査 し,そ の法制度的な検討 を行 うとともに,

海外の各種機関で検討 されている企業間取引

に関連する法制度的な検討 について調査 をし

ています。

海外 の動向としては,特 に,貿 易金融EDI

として注 目されてい るBOLEROシ ステムに

ついて,ヒ アリングを含め調査 および法制度

面での検討を行い ました。 また,こ れらの調

査検討 を踏 まえて,平 成7年 度 に作 成 した

「デー タ交換協定書(参 考試案)」 の見直 しを

開始 しま した。今年度の見直 しでは,条 文 自

体 には手 をつけていませんが,逐 条解説の部

分 に拡充を図 り,よ り分か りやす くする とと

もに,国 際取引を踏まえた解説 を加えました。

4.EDIの 普及 促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な

共通課題の検討および関係者の情報交換の場

である,60(平 成10年3月 現在)の 業界団体

および関係4省 庁(オ ブザーバ)で 組織する

「EDI推 進協議会」 の事務局 として,各 種活

動を行 っています。

まず,普 及 ・啓蒙活動 としては,平 成9年

11月25日 通商産業省九州通商産業局 との共催

で開催 したEDIセ ミナー 「EDIセ ミナ■・一ーーーー一電

子商取引の中核技術 一」(開 催地:福 岡市 中

央 区)に 講師 を派遣 し,100名 の参加者 が,

平成9年12月5日 の第3回EDI推 進協議会普

及研修会 「オープンネッ トワーク環境 とEDI」

(開催地:東 京都港区)で は,207名 の参加者

があ りました。 さらに,平 成10年2月5日

(開催地:大 阪市西区),2月6日(開 催地:

福 岡市 中央 区)の(社)日 本電機工業会主催,

EDI推 進協議会後援 で開催 したEDIセ ミナー

「EDIの 現状 と具体 的推進事例」で も,講 師
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を派遣 し各 回約70名 の参加者 があ り,2月27

日には鋼 材倶 楽 部主催,EDI推 進協議 会 後援

のEDIセ ミナ ー 「鉄 鋼EDI/ECセ ミナ ー 」

(開 催 地:大 阪 市西 区)に お いて も,講 師 を

派遣 し,105名 の 参加 者が あ りま した 。 さ ら

に,3月6日 の 第4回EDI推 進協 議i会普及研

修 会 「EDI先 進 業界 の最新 動 向」(開 催 地:

東京 都 港 区')で は,150名 の参加 者 が あ りま

した。 なお,こ の よ うな研 修会 は,平 成10年

度 も継 続 して実施 す る予定 です。

平 成8年 度 よ り実 施 してい る 「国内外 の

EDI実 態調 査」 を,ひ きつづ きEDI推 進協 議

会の会員 の ご協 力 に よ り平成9年 度 も約2,700

社 に調査 票 を送付 し,ア ンケー ト調査 を行 い

ま した。

国際EDIの 調査 につ い ては,文 献 とアメ リ

カ国内 の企 業へ の ヒア リ ング を中心 にイ ンタ

ー ネ ッ トEDI関 連 を主 な調査項 目 として現在

実施 中です。 これ らの調査結果 につ きま して

は,「 国 内外 のEDI実 態調 査 報告 書」 と して

と りま とめ ます が,発 行 に際 しては,ホ ーム

ペ ー ジや広 報誌等 で お知 らせす る予 定 です 。

また,当 セ ンター では,EDIに 関す る各種

の 国際活動 や情報 交換 を行 ってい ますが,そ

の一環 と して,3月 にブル ネイ王 国で開催 さ

れ た第17回APEC-TEL(ア ジア太 平洋経 済協

力会議 一電気 通信 ワーキ ンググループ)に 通

商産業省 とと もに参加 しま した。参加 目的 は

通 商 産業 省 が提 案 した 「APEC域 内 にお け る

イ ン ター ネ ッ トEDIパ イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク

ト」 の実証 実験 の成 果報告 と,EDI関 係者 と

の情 報交換 を行 うこ とで した。 この報告 につ

いて は,APEC参 加 メ ンバ ーか ら高 い関心 が

寄せ られ ま した。

さらに,ア メ リカ以外 で初 めて開催 され た

国 際 会議 「CALSExpeINTERNATIONAL

1997,TOKYO」 が平成9年11月4～7日,東

京 で 開 催 され,こ れ に講 師 を派 遣 し,EC/

EDI等 につ い て解 説 を行 い,EDIの 普及 活動

に努 め ま した。

5.普 及 ・広 報

(1)「 産業情報化 シ ンポジ ウム会議 録」の発行

わが 国の 産業界 にお ける情報化 を積極 的か

つ 円滑 に推進 す る こ とを 目的 に,そ れにかか

わ る各種研 究成 果 お よび先進 的業界事例 の紹

介 な ど をテーマ とす る 「産業情 報化 シンポジ

ウム」 を業界 団体,企 業 の経 営者 ・実務 家 を

対 象 に して開催 してい ます 。

平 成9年 度 は,「 デ ジ タル経 済 の 時代 の幕

開 け」 をテーマ に,平 成9年10月31日 に 日経

ホ ー ル(東 京都 千代 田 区)で 開催 し,400人

の方 の ご参加 を頂 きま した。現在 この シ ンポ

ジ ウムの全会議 内容 を詳細 に記録 した会 議録

を頒布 して お ります 。入手 希望 の方 は当セ ン

ター まで ご連絡 下 さい。

(2)広 報 誌 「産業 と情報」 の発行

わが 国産業界 の情 報化動 向 を広 く各方 面 に

周 知 す るた め,「 産業 と情 報」 を発行(年2

回:9月,3月)し,CII会 員 お よび関係 者

へ 配布 してお ります。 一般 の方 々 には有 料 で

お分 け してお ります。 なお,、最新 号(3月 末

発行 予定,36号)は,産 業 情報化 シ ンポ ジ ウ

ムの特 集号 です。

(3)「JEDICNewsletter」 の発行

EDIの 関 連動 向 を広 く各 方面 に周 知す るた

め,EDI推 進協 議 会 で は年6回(奇 数 月)

「JEDICNewsletter」 を発 行 して お ります 。

CII会 員,JEDIC会 員 等 に配布 す る他,ホ ー

ムペ ー ジへ の掲 載 とメー リング リス トに よる

配信 も行 ってお ります。

メー リング リス トに関す るお問 い合 わせ ば,
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E-mail:cii-sec@jipdec.or.jpま で お 願 い します 。

問 い 合 わ せ 先:

当 セ ン ター 発 行 の 出版 物 お よびEDI推 進 協

議 会 普 及 研 修 会 等 に つ い て の お 問 い合 わ せ ば,

TEL:03-3432-9386

URL:http://www.ecom.or.jp/jedic/index.

htm

まで ご連 絡 下 さい 。

〈電子商取引実証推進協議会〉

1.運 営委 員会/理 事会/総 会 の 開催

平成9年12月 に平成9年 度第3回 運営委員

会が開催 され,平 成10年4月 以降ECOMの

活動 を継続する方向で検討 され,平 成10年2

月に開催 された平成9年 度第4回 運営委員会

においてECOMPhase2の ミッシ ョンお よび

WG構 成 について審議の上,原 案 どお り承認

されました。

2.ワ ーキ ン グ グル ープ(WG)の 活動

ECOMのWGで は,平 成9年 度活動の成果

として,ECに 関す る様 々な約款やガイ ドラ

インをECOMPhase1の 成果 として現在取 り

まとめています。各WGのECOMPhase1成

果報告書の概要は次の とお りです。

(1)モ ール構築技術検討WG

「モール構築技術実証評価 モデル(表 現 ・

表示お よび操作性)」(1.0版)は,平 成9年

4月 にまとめた 「モール構築技術実証評価モ

デル(表 現 ・表示お よび操作性)」(α 版)に

基づ き,国 内外の有識者のご意見 をいただき,

まとめた ものです。

(2)商 品属性技術検討WG

「消費者ECの ための商品グループ別商品属

性情報モ デル」 は,商 品属性情報 に関 して,

商 品 グルー プご とに一 表 に ま とめてお り,そ

れぞれ の典 型 的 な商 品 を選 びその属性 値 を書

き加 えてい ます 。 また属性項 目一 覧 と属性 値

例 をMulti-SchemeMetadataFormatと

PortableCompoundObjectの 記述 方法 で表記

した もの を まとめ た もの です。

(3)複 合 コ ンテ ンツ対 応技術(エ ー ジ ェ ン ト

機 能)検 討WG

「複 合 コ ンテ ンツ対 応 技術(エ ー ジ ェ ン ト

機 能)に 関す る評価 モ デル」 は,ユ ーザ ー/

コ ンテ ン ツプロバ イダ間の 関係 をモデル化 し

て ま とめ た 「カテ ゴ リー表」,ユ ーザ ー,プ

ロバ イ ダ,イ ンフ ラの大 き く3つ に分 け て,

その構成 要素 であ る要 素技術 を一覧 にま とめ

た 「要素 技術 表 」,コ ンシュー マ ーの要 求 と

プロバ イダのサー ビス に対 して,ど うい う要

素技 術 が それ に対 応す るか,ま た現 状 の課 題,

今 後の対 策 ・対応 につい ての提案 をま とめ た

「エ ピソー ド検証 表」 で構 成 され てい ます 。

(4)コ ンテ ンツプ ロバ イ ダ/モ ■…一ル 間 ビジネ

スプ ロ トコル検討WG

「消費 者 ・企 業 間ECに お け る ビジネスモ デ

ル解 説 書」 は,ア メ リカお よび 日本 のECサ

イ トの調査結 果 を中心 にその ビジネスモ デル

に関 す る調査 ・分 析 結 果 を解 説 して い ます 。

「消費 者 ・企 業 間ECに お け る ビジ ネス プロセ

ス解 説書 」で は,平 成8年 度 の 中間成果物 で

あ る 「消費 者 ・企 業 間ECに お ける ビジ ネス

プ ロセ ス ・ビジ ネス モ デ ル解 説 書(α 版)」

を さらにブ ラ ッシュ ア ップ し,ビ ジ ネスモデ

リングの具体 例 について検討 結果 を報告 して

い ます。

(5)共 通 セキ ュ リテ ィ関連技 術検討WG

ICカ ー ド,端 末装 置,金 融機 関等 の ノー

ド別 に備 え られ る各種 の セキ ュ リテ ィ機 能 に

つ いて必須,選 択,推 奨 の区分分 け とその理
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由 を明 記 した 「ICカ ー ド使 用 電 子 マ ネー シ

ステムの セキ ュ リテ ィーガ イ ドラ イン」 とセ

キュ リテ ィ機 能の 自己評価が 可能 とな る 「イ

ン ター ネ ッ ト上の ク レジ ッ ト決 済 システ ムの

セ キ ュ リテ ィー機 能 評価 書」,シ ス テムエ ン

ジニ アに必 要 な暗号 の利 用技術 につ いて解 説

して いる 「暗号利 用技術 ハ ン ドブ ック」 お よ

び 「SETVersionl.0解 説書 」 を作 成 して い ま

す。

(6)本 人認証 技術検 討WG

「本 人認 証技術 の評価基準 」(1.0版)は,①

社 会 的認 知性,② 利 用者受容性,③ 脅威対抗

性,④ 認 証精度,⑤ 利便性,⑥ 保 守 ・更新 性,

の各観点 か ら,本 人認証技 術 ・製 品 ・システ

ムの特性 を把握 ・表現 す る尺度 の集合 であ り,

現在 約50個 の詳細 評価項 目か ら構成 され てい

ます 。

(7)ICカ ー ドWG

「ICカ ー ド利 用 ガ イ ドラ イ ン(接 触/非 接

触)」(1.0版)は,ICカ ー ドが 実際 に利 用 さ

れ る場面 を想定 し,利 用者,店 舗,カ ー ド事

業者,カ ー ド運営 者等 に とって必 要 とされる

情報 や 内容 を横 断的 に取 り上 げ,分 か りやす

く示 してい ます 。

(8)認 証局検 討WG

「認証 局運 用 ガ イ ドライ ンV1.0」 は平成9

年4月 に発表 した 「認 証局運用 ガイ ドライ ン

(α版)」 をベ ース に,よ り実行性 の高 い ガイ

ドラ イ ンを 目指 して作 成 されて い ます。 「相

互 認証 ガ イ ドラ イ ン(α 版)」 は,相 互 認証

の 方式 につい て考 察す る と ともに,ガ イ ドラ

イ ンが対 象 とす る相 互認証 の形態 を述べ,加

えて相 互認証 書の配 布方法 や認 証書管 理 プ ロ

トコル に関 して も考慮 してお り,運 用 と技術

の両面 か ら横 断的 に捉 えたガ イ ドラ インです 。

「認 証 に関わ る諸外 国 の法制 度 調査 報告 」 は

海外の法制度について調査 した結果 をまとめ

た ものです。

(9)国 際取引WG

「サ イバーモールに関す るモデル契約の検

討」(1.0版)は,モ ールに関連する契約関係

について国内外 の事例調査,契 約 ・約款等の

分析 に基づ くビジネスモ デルの検討 を行 い,

① 消費者一 モール運営者/利 用規約,② 出店

者一モール運営者/出 店契約,③ モール間ク

ロスリンク契約のモデル契約書 をまとめた も

のです。 また 「電子商取引のダイナ ミズム と

制度的課題一国際ECを 背景 として一(仮 題)」

は国際取引における課題等 をまとめた もので

す。

(10)フ.ラ イバシー検討WG

「民 間部 門における電子商取引に係 る個人

情報の保護iに関するガ イ ドライン」 は,①

「取引」のみならず,広 告,宣 伝等 を一体 とし

て扱 うことに留意 した規定,② 個人情報の収

集,利 用お よび提供 を行 う場合の要件 と目的

の明確化,③ セ ンシテ ィブな情報の保護およ

び個人情報の開示 ・訂正 ・削除の権利 と実現

方法の明定,④ 個人情報の適正 な管理および

実施責任の明確化,⑤ 個人情報の取扱いに慣

れていない事業者 を想定,⑥ 子供 にかかわる

個人情報の保護,を 特徴 としています。

(11)電 子商取引決済関連問題検討WG

非クレジッ ト型決済方式の約款 として 「電

子小切手方式による後払 い決済モデル」,「仮

想電子財布 口座 を利用 した即時払 い方式決済

モデル」,「ECOMCASH前 払い方式決済モデ

ル(1.0版)」 を,ま たクレジッ ト型決済方式

の約款 として 「クレジッ トタイプ電子商取引

用標準決済モデルお よび標準約款(1.0版)」

を作成 しました。

(12)消 費者取引検討WG
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「消費者一出店者間の売買 に関する運用ガ

イ ドライン」(1.0版)は,消 費者の判断に必

要な情報の内容 を明確 にし,さ らに原則,返

品特約制度を導入 して,消 費者保護を配慮 し

てお り,子 供に関する保護については,情 報

提供や取引にあたっての留意点を整理 し,守

るべ き項 目として追加 し,取 引の公正化お よ

び消費者の保護,ト ラブルの未然防止に主眼

を置いたものです。

(13)電 子公証検討WG

「電子公証 システムガイ ドライン」(1.0版)

は取引当事者が安心 して電子商取引 に取 り組

むための効果的アプローチの方法の提供 と今

後活用が見込 まれる民間機関の電子公証セ ン

ターのあ り方 を利用者 と事業者の視点か らま

とめたものです。また 「ビジネスプロセス検

討 ガイ ドライン(α 版)」 は新 たな世界の ビ

ジネスに挑戦する人,新 たな情報チャネルを

利用 して既存 ビジネスの改革 に挑戦する人の

ために,広 く理解 を得るための ビジネスモデ

ルのモデ リング枠組みを紹介 し,そ の実施上

の考慮点をガイ ドラインとして整理 した もの

です。

(14)国 際連携WG

「海外のEC関 連企業 ・組織の動向調査」 は

15ヶ国,50の 企業 ・組織 ・プロジェク トや政

府機関の動向 をまとめたものです。資料編で

は,ECOM発 足以来面談 した海外企業 ・組

織等の情報 も掲載 してお り,興 味のある先に

コンタク トをとる際にも参考 とな ります。

3.プ ロジ ェク ト連 絡調 整 委 員会の 活動

プロジェク ト連絡調整委員会では,毎 回2

～3プ ロジェク トか らの現状報告やECOM

WGの 活動状況報告 を行 い,相 互の連携,調

整,交 流 を図っています。平成9年10月 ～平

成10年2月 までの 間には,第15～19回 まで計

5回 のプ ロジ ェク ト連 絡調整 委員会 を開催 し

ま した。

4.普 及 広 報 関 連 の 活 動

(1)ECOMか わ ら版 の発行

会 員 向 けニ ュー ズ レ ター と して 「ECOM

か わ ら版 」 を平 成9年10月 ～平成10年2月 の

間 に4回 発行 し,WGの 進捗状 況 等 を会員 に

報告 しま した。

(2)ECOMセ ミナーの 開催

平 成9年10月 ～平成10年2月 は以 下の 日程

でECOMセ ミナー を開催 しま した。

◆ 第17回ECOMセ ミナー

日時:平 成9年10月23日(木)13:30～16:15

プ ログラム:

・ 「仮想社 会実験 」

越 健 市 氏(上 田商工 会議所)

中沢 利樹男 氏(上 田ケーブ ル ビジ ョン)

岩 田 憲 治 氏((株)ハ イコム)

・ 「CCC(サ イバ ー コマ ース シテ ィ)」

沢井 雅英 氏((財)関 西 情報 セ ン ター)

・ 「会話 型 マ ル チ メ デ ィア 情 報(MHEG)

相 互交換実 験」

中野 友 弘 氏(NTrソ フ トウェア(株))

◆ 第18回ECOMセ ミナ ー

日時:平 成9年11月27日(木)13:30～17:00

プロ グラム:

・ 「SmartCoUarαub」

村 山 英樹 氏((株)三 菱総合研 究所)

・ 「CybernetClul)」

佐藤 裕 明 氏(ユ ー シー カー ド(株))

・ 「仮 想 展 示会 を中心 としたECの 大 規模 実

証実験」

長坂 秀樹 氏(ソ フ トバ ンク(株))

・ 「だか らアメ リカで起 業 した～ イ ンターネ
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ッ ト時代 の"新 しい企 業"体 験 談 ～」

トム ・サ トウ 氏(バ ー ゲ ンア メ リカ)

◆ 第19回ECOMセ ミナー

日時:平 成9年12月16日(火)13:00～17:00

プロ グラム:

・ 「サ イバ ー スペ ー スの著作 権」

名和 小 太郎 氏(関 西大学 総合情報 学部教

授)'

・ 「EC実 験 にお け る複 合 コ ンテ ンツサ ー ビ

ス開発 ・提供 プロジェ ク ト」

今 井 仁 氏((株)ぴ あ)

・ 「多 目的ICカ ー ドに よる利 便 性 の 高 い シ

ョッピングシステ ムの実験 」

中 山 要 治郎 氏(沖 電気工 業(株))

・ 「コマ ース ・ナ ビゲ ーシ ョン ・システム」

小 田 稔 氏((株)セ ゾ ン情報 シス テムズ)

◆ 第20回ECOMセ ミナー

日時:平 成10年1月14日(水)13:30～16:45

プ ログ ラム:

・ 「電子 商取 引環境 整備研 究 会 中間論点整理 」

芳 川 恒志 氏(通 商 産業省)

・ 「電子 商取 引 におけ る認証/暗 号/決 済 の

方式 開発 と実 用性 の実験 ～スマ ー ト・コ

マ ース ・ジ ャパ ン～」

伊藤 和幸 氏((株)東 芝)

・ 「暗号利用技術 ハ ン ドブ ック～ECシ ステム

構 築 の ための暗号利 用 ガイ ドブ ック～」

辻 秀 一 氏(共 通 セキ ュ リテ ィ関連技術検

討WG副 主査)

・ 「バ ーチ ャル シテ ィ構想 」

有 田 裕 史 氏(日 本電気(株))

(3)展 示会へ の参加

◆ 情報 化 月間記念 シンポジ ウム 「インターネ

ッ トが 開 くEC時 代」 開催

日時:平 成9年10月1日(水)10:00～17:00

場所:東 京全 日空 ホテル 青雲 の間

主催:ECOM,情 報処 理振興 事業協 会(IPA)

プログ ラム:

・基調講演 「イン ター ネ ッ トの技術 動 向 とネ

ッ トワー ク社会へ の期待 」

村 井 純 氏(慶 鷹義塾 大学)

・ 「EC推 進 に向 けての通商産業省の取 り組 み」

松 山 泰浩 氏(通 商産業省)

・ 「サ イバ ー スペ ース上 で のECを 利 用 した

商施設 プロデ ュー スの実験 」

杉安 孝信 氏(NTrデ ー タ通信(株))

・ 「エ レク トロニ ック・マー ケ ッ ト・ブ レー ス」

石井 義廣 氏(日 本 アイ ・ピー ・エ ム(株))

・ 「EC実 験 にお け る複合 コ ンテ ンツサ ー ビ

ス開発 ・提 供 プロジ ェ ク ト」

斎 藤 廣 一 氏(ぴ あ(株))

・ 「自動車 産業 にお けるCALS実 用化研究事業」

久保 田 卓 夫 氏(NCALS,ト ヨタ自動車(株))

・パ ネルデ ィス カ ッシ ョン 「エ レク トロニ ッ

ク ・コマー ス実 現の期待 と制 度的課題 」

コーデ ィネーター:堀 部 政男 氏(中 央大 学)

パ ネ リス ト:須 藤 復 氏(東 京大 学),農

博連 氏(ECOM),西 ヶ谷 葉 子 氏(生 活

行動研 究所),松 本 恒 雄 氏(一 橋大 学)

◆COMJAPAN1997へ の出展(コ ンシューマ

ーECパ ビ リオ ン)

日時:平 成9年11月4日(火)～7日(金)

場所:東 京 ピ ックサ イ ト

参 加 プ ロ ジェ ク ト:(ECOM+13プ ロジ ェ

ク ト)

・ 「サ イバ ー スペ ー ス上 で のECを 利 用 した

商施設 プロデ ュースの実験」

・ 「エ レク トロニ ック ・マ ーケ ッ ト・ブ レース」

・ 「JapanNet」

・ 「CybemetClub」

・ 「多 目的ICカ ー ドに よる利 便 性 の 高 い シ

ョッピング シス テム」
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・ 「メ デ ィ ア ポ ー ト名 古 屋 」

・ 「SmartCommerceJapan」

・ 「仮 想 展 示 会 を 中心 と したECの 大 規 模 実

証 実 験 」

・ 「バ ー チ ャル シ テ ィ構 想 」

・ 「カ ー ドレス ・カ ー ドシ ス テ ム ・プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム(CCP)開 発 実 験 」

・ 「EC実 験 にお け る 複 合 コ ン テ ン ツサ ー ビ

ス 開 発 ・提 供 プ ロ ジ ェ ク ト」

・ 「コマ ー ス ・ナ ビゲ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム 」

・ 「セ キ ュ ア コマ ー ス プ ロ トコル を実 現 す る

共 通 プ ラ ッ トフ ォー ム の 開発(SECE)」

パ ンフ レ ッ ト配 布 数,ク イ ズ ラ リー 参 加 者 数

ノくン フ レ ッ ト

配 布 数

クイズラ リー

参加者数

4日 758 211

5日 1,445 904

6日 1,722 925

7日 2,068 1,580

合計 5,993 3,620

出展 内容:

「EC体 験 」 をテーマ に,来 場者 に対 して

購 入手順 の実演 を行 いなが らプロジ ェク トの

説 明 を行 い ま した。 い くつ かの プロ ジェ ク ト

で はECOMよ り提 供 した品 物 を実 際 に来 場

者 に購 入 して い ただ きま した(無 料)。 また,

来場 者 にパ ビリオ ン全体 を見学 してい ただ く

ため,ク イズ ラ リー を実施 しま した。

併 設 の デモ シア ターで は,各 プ ロジ ェク ト

が毎 日1回,ビ デオ等 を用 い てプ レゼ ンテ ー

シ ョンを行 い,ECOMで は,EC普 及啓 発 用

ビ デ オ を 作 成 し上 映,ま たECの 現 状 や

ECOMの 紹介 を行 い ま した。

(4)WWWサ ーバー に よる情 報提 供

What'snewの 項 目 を設 け,ECOMに 関す

る情 報や 電子商取 引 に関す る情 報 を会員お よ

び一般 の 方 にい ち早 く提供 す る とともに,メ

ー リ ング リス トの活用 によ り新 規情 報 をホー

ムペ ージ上 に発 表す る こ とに電子 メー ルで知

らせ るサ ー ビス を実 施 し て い ます 。 な お,

WGの 中間成 果等 を順 次掲 載 す るな ど,ホ ー

ムペ ージ情報 の更新 に力 を入 れ た結 果,ア ク

セス件数 は昨年 を上 回 る結果 とな ってい ます

(図3,4)。

▼図3ホ ームページへの来場件数の推移

(直接目的の文書を指定 した場合はカウン トされません)

96年10月 97年3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 98年1月

全体 4,626 7,400 8,665 11,190 10,884 11,016 10,329 11,779 12,538 13,672 12,962 11,203

事務局内 637 799 916 1,175 1ρ32 1,192 1,131 1,179 1,210 1,148 1,435 1,351

事務局外 3,989 6,601 7,749 10,015 9,852 9,824 9,198 10,600 11,328 12,524 11,527 9,852
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▼図4ECOM-Webサ ーバへのget数 の推移

(読み出 されたフ ァイル数。1ペ ージに文章 と図が2つ ある場合 ,get数 は3と な ります)

96年4月 96年10月 97年3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

全 体 10,162 102,714 174,239 189,856 262,391 211,736 190,802 195,205 233,910

事務局内 6,574 18,697 17,647 22,558 24,434 19,030 18,117 15,735 16,281

事務局外 3,588 84,017 156,592 167,298 237,957 192,706 172,685 179,470 217,629

10月 11月 12月 98年1月

●
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5.プ ロ ジ ェ ク トの 進 捗 状 況

ECOM活 動 の柱 の ひ とつ と して,19の 実

証 実験 等 の連携 ・調整 があ ります。 これ らの

プロジ ェク トは通 商産業省 お よび情報 処理振

興 事 業協 会(IPA)の 「エ レク トロニ ック ・

コマ ース推進事 業」 と して進 め られてい る も

のです。

(1)サ イバ ースペ ース上でのECを 利 用 した

商施 設 プロデ ュースの実験

1997年4月 よ り実験サ ー ビス を開始 し,現

在,実 験 参加 者数 は1万1,316人,出 店企 業 は

104社,1,200点 を超す 商 品 を揃 え,バ ー ゲ ン

やお勧 め商 品企 画 な どを実施 してい ます。 さ

らに,「 まち こ」 で は3次 元 の街 を歩 い てい

る人 とチ ャ ッ ト(会 話)が 楽 しめ るのが特徴

です 。98年3月11日 か らは新生 まちこが オー

プ ン します 。

(2)エ レク トロニ ック ・マー ケ ッ ト・プ レイス

97年4月 よ り電 子 決 済実 証 実 験 を 開始 し,

98年2月 末 を もって実験 は終了 しま した。

(3)上 田地 域仮想 社会 にお け るケー ブル イ ン

ター ネ ッ トの構 築 と実証実 験

97年10月 か ら実証 実験 を開始 し,98年3月

末 をもって実験 を終 了 します。

(4)JapanNetプ ロジ ェク ト

96年11月 よ り実証実験 を開始 し,98年2月

末 を もって実験 は終 了 しま した。

(5)SmartConarClub電 子 商取 引実証 実験

97年7月 よ り実証実験 を開始 し,98年2月

をもって実験 は終 了 しま した。

(6)CyberNetClub

96年6月 に実証 実験 プ ロジェ ク トの トップ

を切 って実証 実験 が開始 され ま した。 実用化

を 目指 した ク レジ ッ トカー ド決済 ス キー ムの
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確立 を 目的 として現在,10万 人規模 の実証実

験 を 目指 して い ます。

(7)多 目的ICカ ー ドに よる利便 性 の 高 い シ

ョッピングシステム

電子 マ ネー システムの主 要部分 の開発 と性

能評価 が終 了 しま した。99年 以 降金融機 関 を

含 め コ ンソー シアム形成後,実 証 実験 も行 う

予定 です 。

(8)CCC(サ イバ ー コマー スシテ ィ)

96年10月 に実証 実験 を開始 しま した。現在,

会員企 業130社,80店 舗(サ ブテ ナ ン トを含

め る と200店 舗)で 構 成 され て い ます。 オー

ル関西 プ ロジ ェク トと して,特 に中小 企業 や

地場 産業の活性化 に焦点 を当 ててい ます 。98

年4月 か らCCCク ラブ と して リニ ュー アル

します。

(9)メ デ ィアポー一.ト名古 屋

97年4月 に実証 実験 を開始,7月 には電子

決 済 も開 始 し ま し た 。 現 在,モ ニ ター 数

5,813名,104店 舗 を超 える出店数 が あ り,バ

ーチ ャルモ ールの存在 意義 を考 え,利 用者 に

とって本 当 に魅 力的 な仮想都 市 を目指 してい

ます 。

(10)電 子商取引 にお ける認証/暗 号/決 済の

方 式 開 発 と実 用 性 の 実 験(Smart

CommerceJapan)

97年10月 に実証実験 を開始 しま した。現 在,

2万2,000人 のモ ニ ター を対 象 に,神 戸 市 内で

ダイエ ー グル ープのス ーパ ー,コ ンビニエ ン

スス トア,ホ テルな ど60店 舗 に加 え,市 内 の

大 学,一 般 店舗 な どに合計 約700台 の端末 を

設置 してい ます。

(11)仮 想 展示会 を中心 と したECの 大規模 実

証 実験

97年6月 にエ ン ドユy・…ザー 向けのサ ー ビス

を開始 しま した。現在,登 録 ユーザb-.数 は1

万5,000人 を超 え,登 録 商 品数 は約9,000製 品

にの ぼ って い ます。 ユ ーザ ーの プ ロフ ァイル

と行動履 歴 の相関 を解析 中です 。

(12)バ ーチ ャル シテ ィ構想

97年5月 に実証 実験 を開始 しま した。現在,

モ ニ ター数 は1万2,000人 を超 え,80店 舗 が 出

店 して い ます。98年3月 末 には 日本 電気(株)

が運 営 してい る 「ウ ェブシ ョップ」 と統合 す

る予定 です。

(13)電 子公 共サ ー ビス統合 シス テム

～ ワンス トップ ・サ ー ビスの実現 ～

97年7月 に実証実験 を開始,97年12月 に実

験 が終 了 しま した。

(14)カ ー ドレス ・カー ドシステム ・プラ ッ ト

フォーム(CCP)開 発 実験

97年11月 に実証 実験 を開始 し,98年2月 に

実験 が終 了 しま した。

(15)EC実 験 にお け る複合 コ ンテ ンツサー ビ

ス の開発 ・提 供

単体 サ ー ビス用情報 発信/受 信機 能,標 準

デ ー タ作 成支援 機能,複 合 サ ー ビス用情 報発

信/受 信 機能,複 合 サ ー ビス デー タ作成 支援

機 能 の開発 が終了 しま した。

(16)会 話 型 マルチ メデ ィア情 報(MHEG)

相 互交換 実験

マルチ メデ ィア国際標準MHEG-5を 利 用 す

る規定 で あ る実装 規約 と,そ れ に対応 した ソ

フ ト ウ ェ ア プ ロ ダ ク トMHEGビ ュ ー ア,

MHEGオ ーサ リ ング ツー ル等 の 開発 を行 い,

展示 会等 で 出展 しま した。

(17)コ マ ー ス ・ナ ビゲー シ ョン ・シス テム

現在,http://www.c-naVi.ne.jp/で デモ シス

テ ム を公 開中です 。

(18)セ キュアコマース プロ トコル を実現 す る

共 通 プ ラ ッ トフ ォーム開発

97年10月 に研 究会の ま とめ と して,ク レジ
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ッ トカー ド支払 に関 して は 「SECE研 究 会 ク

レジ ッ ト部 会報 告書 」 と 「SECE研 究会 ク レ

ジ ッ ト部 会報 告書付 録 」,ま た銀 行取 引 に関

しては 「SECE支 払 決済(銀 行取 引)概 説書」

と 「SECE支 払 決 済(銀 行取 弓1)プ ロ トコル

仕 様 」 をECOM会 員 に公 開 し,97年12月 に

は一般公 開 しま した。

(19)EC用 非i接触ICカ ー ドお よび汎用端 末用

リー ダラ イターユ ニ ッ トの技術 開発

97年8月 にISO/IEC10536に 準拠 した非接

触ICカ ー ド,ま た リー ダ ラ イ ターユ ニ ッ ト

の仕様作 成が完 了 し,各 仕 様書 に基 づ いて検

証 評価 を行 ってい ます 。

STEP推 進センター

STEP推 進 セ ンターは,STEP規 格 国際標準

化 の推 進,STEPに 関す る調査 お よび普 及活

動,STEP(STandardfortheExchangeof

Productmodeldata)技 術 の 開発 と実用 化促

進 の ための活動 を行 ってい ます。現在 は総務

部,業 務 部,技 術部,SGML部 の4部,事 務

局人 員 はセ ン ター長以 下20名 の体制 となって

い ます。

平成9年 度 は,従 来 か らの啓蒙 ・普 及,ア

メ リ カな ど海外 先 進 動 向の 調査 活 動 に加 え,

「産業界,業 種 の状況 に応 じたSTEP実 用化 の

推 進」 とい う視点 での活動 を行 い,産 業界へ

のSTEPの 浸透 を目指 した活動 に重点 を移 し

つつ あ ります 。

以 下 に平 成9年 度STEP准 進 セ ン ター の活

動概 要 を紹介 します 。

1.STEPの 標 準 化 に 関 す る調 査 研 究 等

(1)ISO(国 際標準 化機 構)で の審議へ の参

加 お よび協 力

製 品 の設計 ・生 産 にかか わ る技術 情報 を異

なる システ ム間で交換,共 有 す る こ とを可 能

にす るSTEPの 標準 化 を進 めて いる 「ISO/TC

184/SC4」 で の審議 や規 格づ く りに協力 す る

た め,ISO国 内対 策委 員会 を運 営 して い ます。

STEP規 格 に対 す る 日本 国 内の 意見 取 りま

と め,国 際 会 議 へ の 代 表 団 の 派 遣 を行 い,

ISO会 議 の場 で提案 を含 め た標 準化 案 の審議

を行 い ま した。

平成9年 度 のISO国 際会議iの開催期 間,開

催 場所,参 加者 数 は次 の とお りです。

・サ ンデ ィエ ゴ(ア メ リカ)

平成9年5月29日 ～6月6日,派 遣 者30名

・フ ロー レンス(イ タ リア)

平成9年10月16～24日,派 遣者41名

・オー ラ ン ド(ア メ リカ)

平成10年1月30日 ～2月6日,派 遣者27名

なお,平 成9年 度 にISOで 審議 され投 票 が

行 われ た規格 は次 の3規 格で す。

・ISO10303-49:Processstructureand

properties

・ISO10303・45:Materials

・ISO10303-207:Sheetmetaldieplanning

anddesign

(2)JIS原 案 の作成

ISOで の審議 に基 づ きIS発 効 となったSTEP

規格 の うち,Part105(機 構 の運動 学),AP202

(製 品形 状 と関連 した製 図)に つ い てJIS(日

本工 業 規格)化 の検 討 を行 い,要 約JISを 作

成 しま した。
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2.STEP実 用 化 の た め の 調 査 研 究

(1)技 術 交流

(財)日 本 規格協 会 か ら 「プ ラ ン トソフ トウ

ェアの標 準化調査 」 の再 委託 調査研 究 を平成

6年 度 か ら受 託 してい ます。 本年度 はその4

年 目にあ た り,原 子力発 電 プ ラ ン トの設計等

で用 い られ る各種製 品デ ー タの デ ィジ タル表

現技術,製 品デ ー タの交換技術 等 に関す る標

準化 の調査 研 究 を以 下の とお り行 い ま した。

① 標準化 の動 向調査

発電 プ ラ ン トで用 い られる各種 装置,部 品

等の製 品デ ー タをデ ィジ タルで表現 し,こ れ

らを交 換 ・共 有 化 す る各種 の技 術(以 下②,

③ の製 品デ ー タ表現技術,交 換 技術)に 関 し,

ISOTC184/SC4で の審議 内容 を調 査 ・把握

す る とと もに,研 究成 果 をISOに 提 案 す る な

どの事 業 を行 い ま した。

② 製 品デ ー タの表現技 術

平成8年 度 に引 き続 き,発 電 プ ラン トの ラ

イフサ イクル を支援 す るプ ラ ン トプロ ダク ト

モ デル,生 産 設計 デー タモデ ル,ア セ ンブ リ

デ ー タモデ ル,パ ラメ トリ ック設計 デー タモ

デル,機 械 部 品 デー タモ デル に関 す る表現技

術,ま た,プ ロ ダク トモ デル を記述 す るため

の形式言 語技術,設 計段 階 での活用技 術 の調

査研究 を行 い ま した。'

プ ラン トプロ ダク トモ デルで は,平 成8年

度 まで に開発 したアプ リケー シ ョンリフ ァ レ

ンスモ デル を発 展 させ,デ ー タモ デル と標準

デー タライブ ラ リか ら成 るスーパ ーモ デル を

開発 しま した。

生産設計 デー タモ デルでは,設 計 と生 産 と

の イ ン タ フ ェ ー ス と して,設 計 形 状 か ら'

ManufacturingFeatureを 自動 抽 出 してNCデ

ー タ を生成す るモデ ルにつ いて
,技 術 的 な検

討 を行 い,後 述 の製 品デー タの交換技術 の 中

での実証事 業 と連携 し,一 部 の デー タで検 証

を行 い ま した。

アセ ンブ リデー タモデ ルでは,機 械組 立品

を表現 す るアセ ンブ リモ デル を開発 し,日 本

案 としてISO会 議 に提 案 しま した。

パ ラ メ トリ ック設計 デー タモ デルで は,ユ

ーザ ーニーズ お よびベ ンダーの 開発 計画 を調

査 し,ISOで の パ ラ メ トリ ックモ デ ル開発 を

推 進 して きま した。

機械部 品 デー タモデ ルでは,日 本 で の標 準

部 品 ライブラ リの実 装 を調査 しま した。

プロ ダク トモデ ル記述言語 で は,モ デル記

述言語仕様 の代 数 的 な取扱 い を調査 ・研 究 し,

ISOで 審議 され てい るEXPRESS言 語 次期版 の

調査 を行 い ま した。

また,今 年度 か ら新 た に開始 した設計 での

STEP活 用 技術 で は,複 数種 の デ ー タ交 換 の

ためのパ ッケー ジ ングモデ ル を中心 に研 究 を

行 い ま した。

③ 製 品デ ー タの交換技術

製 品デ ー タ交 換技術 として,平 成8年 度 よ

り2つ の実証 シス テムの環境構 築 を開始 しま

した。

1つ は,設 計 デ ー タモ デル間の組 み合 わせ

利 用 モデルの検 証 であ り,本 年度 は寸法 要素

のissueを と りま とめてISOに 提起 し,実 証 シ

ス テムの基本設 計 を行 い ま した。

も う1つ は,工 程 間(CADか らCAM)で

のデ ー タ交換実 証 であ り,本 年度 は設計 デ ー

タか ら生 産 デー タへ の連動 システム を開発 し,

一部 の形 状 につい てモ デル形状 か ら加工 パ タ

ー ンの 自動 抽 出 とNCデ ー タの 自動 生成 を検

証 し ま し た 。 な お,こ の 成 果 はCALS

InternationaleeO!97に 出展 しま した。

④ 業種CALSプ ロ ジェ ク トとの技術 交流

STEP・SGMLを 利 用 す る業種 プ ロジ ェ ク
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ト間の進捗 状況 の把握,実 装 の ための技 術 的

課題,共 通 イ ンフラ部 分の知識 共有 な ど技術

交流 を活性 化す るため,次 の2つ の連絡 会 を

運営 しま した。

◆CALS/STEP連 絡 会

平成9年2月26日 に第1回 が行 われて か ら

11回 の 連 絡 会 を開 催 しま した。 こ の ほ か,

「AP203デ ー タ交換 に関 す る情 報交 換 会」 を

平 成9年7月8日 に実施 しま した。

参 加 者:46名(通 商 産 業 省機 械 情 報 産 業局,

CALSプ ロ ジェ ク トSTEP担 当者,JSTEP主 会

員,STEP専 門技術 者,JSTEP技 術 部 ・業種

支援Gな どに よ り構成)

内容:CALSプ ロジ ェク トがSTEPに 取 り組 ん

で い る活 動 の 中か ら共 通 の テー マ を選 定 し,

発 表 を行 ってい ます 。 これ まで に,STEP実

装,デ ー タ交換,実 証実験 の内容,共 通課題

な ど をテ ー マ と して取 り上 げ ま した。 なお,

本 活動 の成 果 は 「CALS/STEP連 絡 会技 術討

論 資料 集(1)」(平 成9年11月)と して刊 行 し

ま した。

◆CALS/SGML連 絡会

平 成9年2月18日 に第1回 が行 われ てか ら

11回 の連絡 会 を開催 しま した。

参 加 者:43名(通 商 産 業省 機 械 情報 産 業 局,

CALSプ ロジ ェ ク トSGML担 当者,JSTEP主

会員,SGML専 門技術 者,JSTEP技 術 部 ・業

種 支援Gな どに よ り構 成)

内容:CALSプ ロジ ェ ク トと して 「文 書 の電

子化 」 に取 り組 んでい る活動 の 中か ら共通 の

テ ー マ を選 定 し,議 題 と して掲 げ てい ます 。

これ まで に,文 書 の 電子 化,文 書 の構 造 化,

仕組 み上 の問題 点 な どをテ ーマ と して取 り上

げ ま した。

3.STEPの 調 査 ・普 及 促 進 活 動

STEP実 用 化 促 進 に 向 け た 課 題 や 施 策 等 を

検 討 す る た め,「 調 査 ・普 及 委 員 会 」 を設 置

し調 査 ・普 及 活 動 を行 っ て い ます 。 ま た,生

産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情 報 シ ス テ ム(CALS)

と も連 携 し技 術 検 討 を行 う と と も に,海 外 に

お け るSTEP関 連 技 術 や 実 用 化 動 向 の 把 握,

関 連 機 関 との 意 見 交 換 を行 い ま した 。

(1)海 外 調 査 活 動

平 成9年 度 は次 の とお り調 査 員 を欧 米 に 派

遣 し調 査 を行 い ま した 。

◆ ヨー ロ ッパ

期 間:平 成9年10月13～17日

調 査 員:4名

調 査 先:

・AITAEROSPAT】ALE(Paris
,フ ラ ンス)

・DassaultSystemes

(SuresnesCedex,フ ラ ンス)

・RPKUniversityofKarlsruhe

(Karlsruhe,ド イ ツ)

・InstitUtProduktionstechnikund

Automatisierung(StUttgart,ド イ ツ)

・CAI)-LA]B(Bologna
,イ タ リア)

◆ ア メ リ カ

期 間:平 成10年1月27日 ～2月2日

調 査 員:4名

調 査 先:

・MARITECH(ア ー リ ン トン)

・IBM(シ ャー ロ ッ ト)

・ISO会 議 で のSTEPTut6rialに 出席

(オ ー ラ ン ド)

・Dr .M.Hardwickよ りNIIIPプ ロ ジ ェ ク ト状

況 調 査(オ ー ラ ン ド)

また,韓 国,台 湾 な どの 海外 調 査 団 を受 け

入 れ,STEPの 開 発 ・利 用 状 況 等 に つ い て 意

見 交 換 を行 い ま した 。
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(2)普 及啓 蒙活 動

STEP規 格 の う ちプ ラ ン ト関 連 のAP,AP

203に つ い て概 要 紹 介 セ ミナ ー を実 施 しま し

た。平成9年 度 は,STEPの 普 及 の ため札 幌

と福 岡 において,通 商産 業局 の ご協 力 を得 て

セ ミナ ー を実施 しま した。

◆ 欧州 におけ るSTEP技 術 の最 新動 向 －ICS社

開催 日:平 成9年6月17日

場所:当 協 会srEP推 進セ ンター会議 室

(東 京都江 東 区)

参加者:20名

内容:ETAPプ ロ ジ ェ ク トとICS社 シス テ ム

の紹 介

◆CALS/STEPに よる製造 業 の デ ジ タル ・プ

ロセス改革

開催 日:平 成9年8月20日

場 所:北 海道大学学術 交流 会館会議 室(北 海

道札幌市)

参 加者:96名

内容:STEPの 紹介

◆CALS/STEPに よる製造 業 のデ ジ タル ・プ

ロセ ス改 革

開催 日:平 成9年12月18日

場所:福 岡 ソフ トリサ ーチパ ー ク会議 室

(福 岡県福 岡市)

参加 者:54名

内容:STEPの 紹介

◆AP203の 基礎 と概 要

開催 日:平 成9年8月29日

場所:青 海 フロ ンテ ィア ビル会議 室

(東 京都江 東 区)

参加者:102名

内容:ア プ リケー シ ョンプロ トコルの解説 と

してAP203関 連

◆ プラ ン ト関連APの 概 要

開催 日:平 成9年11月13日

場所:タ イム24ビ ルセ ミナー ルーム2

(東京 都江 東 区)

参加者:43名

内容:ア プ リケー シ ョンプロ トコルの解説 と

してAP221関 連

(3)展 示 会へ の出展

以 下 の展 示 会 にお い て,STEP推 進 セ ンタ

ーの活動 内容 を紹 介す る と ともに,ア ンケー

トに よ り一般 ユ ーザ ー のSTEPに 関す る意識

調査 を実施 しま した。

・ICCAS197(10月)に パ ネル展 示

・CALSEXPOIntemational1997(11月)に

STEP,HLDAI紹 介 の映像,パ ネル に よる

紹介 とAP224(生 産設計)の デモ を出展

(4)ホ ームペ ージ による㎝EP情 報 の発 信

以下 の コ ンテ ンツ を整備 ・充 実 し,STEP

の最 新情報 を発信 してい ます。

・STEPと は

・STEP推 進 セ ンター

・ISOとSTEP

・ライブ ラ リ

・関連 サ ーバへ の リンク

4.STEPシ ステ ム構 築 支 援機 能 の研 究

開 発

STEPの 実用化促進のためには,STEP規 格

に準拠 した製品データを利用する手段や方法

ができるだけ簡便である必要があ ります。 こ

の 目的に沿 って,STEP実 装 ツールやシステ

ムの開発 を効率化 するための ツールHLDAI

(HighLevelDataAccesshlte血ce)の 開発 を

平成8年 度か らの2年 間で進めて きま した。

本年度で以下の機能のソフ トウェア開発お よ

び実用性の確認 と実証実験 を行い,当 初計画

の研究開発 を完了 しました。また,本 研究開

発 を通 して得 られたマ ッピング技術について
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の 知 見 をISOのSTEP国 際 規 格 討 議 の 場

(WGllEXPRESSX)へ 提 案 しま した。

開発 した機 能 は次 の とお りで す。

(1)HLDAIジ ェ ネ レー タ機i能

STEPデ ー タベ ー ス をア クセ スす るHLDAI

の仕 様,な らび にこの仕様 を もとにSTEPの

処 理 系 で使 用 され るHLDAI部 品 ラ イブ ラ リ

ーの 自動 生成機 能。

(2)HLDAIに よるCADデ ー タ交換 機能

HLDAIを 使 ってSTEPデ ー タベ ース経 由で,

CAD間 のデ ー タを交換 す る機能 。

(3)HLDAIに よるPDMで のSTEPデ ー タの活

用機 能

HLDAIを 使 っ てPDM(ProductData

Management)でSTEPデ ー タベ ース との 間

でデ ー タ登録 検索 を行 う機 能。

先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(AnEC)で は,内 外

における先端情報技術の研究開発動向に関す

る調査 を通 じて,政 府支援の研究開発のあ り

方について検討す る調査研究事業(技 術調査

部)と 第五世代 コンピュータ技術研究成果の

普及促進事業(第 五世代普及振興部)の 両事

業を実施 しています。 ここでは,平 成9年 度

事業 について紹介 します。

1.技 術 調 査部 の 活動

(1)情 報技術の研究開発体制のあ り方等調査

研究

わが国の ソフ トウェア産業を中心 とする情

報産業 について,そ の国際的な競争力 をいか

にして確保するか,そ のためには国の研究開

発のあ り方 をいかに変革すべ きか といった問

題に関連する調査活動 を行 ってい ます。

平成8年 度 は,日 米比較の観点から,ア メ

リカ政府の情報技術政策 と研究開発の仕組み

の調査 を通 じ,わ が国の情報技術研究開発の

問題点,お よびその問題点をどう解決するか

について検討 しま した。 この成果 を受 けて,

平成9年 度はわが国の情報産業,特 にソフ ト

ウェア産業の抱える問題点 とその競争力強化

について検討 してい ます。調査 にあたっては,

当該分野の専 門家か ら成 る 「情報産業の研究

開発体 制のあ り方 に関す る検討作業委員会

(委員長:後 藤 滋樹 ・早稲田大学理工学部情

報学科教授)」 を設置 し,わ が国の情報(ソ

フ トウェア)産 業振興のための方策 について,

アメリカお よび国内における次の ような調査

を通 じて検討 を進めています。

① わが国の ソフ トウェア産業の抱 える問題点

と国への要望

・ソフ トウェアハウスか らのヒヤリング

・ソフ トウェア産業振興のための国の役割

に関するアンケー ト調査

② アメリカにおける情報産業の活性化のメカ

ニズム

・M&Aに よるアメリカ大企業の新陳代謝

と産業の活性化

・アメリカ政府の政府調達 に見 る中小規模

企業支援制度

・アメリカ国立研究所の運営形態 と技術移

転,民 間企業 との共同研究

(2)諸 外国の情報技術の調査研究

今後の情報産業を牽引する可能性のある情

報技術に関 して現状 と将来動向を調査 し,わ

が国 としての技術 開発の方向など今後対応す

べ き事項の分析 を行 っています。

①ペ タフロップス ・マシン研究動向調査
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アメ リカでは超高性 能 コン ピュー タ開発 に

つ いてASCI(A㏄eleratedStrategicComputing

Initiative)プ ロ グラム を計画 し,2004年 まで

に100Tflopsを 実 現 しよ う と して い ます 。 さ

らにT(テ ラ)の1,000倍 のP(ペ タ)flopsの

性 能 を持 つペ タフロ ップス ・マ シ ンの研究 を

ス ター トさせ て い ます。 このため,平 成8年

度 に引 き続 き 「ペ タフロ ップス ・マ シ ン技術

調 査 ワー キ ン グ グ ル ー プ(主 査:山 口 喜

教 ・通 商産業 省工業技術 院電子 技術 総合研 究

所 計算機 方式研 究室長)を 設 置 し,調 査研 究

を実施 して い ます。

平 成8年 度 は ア メ リカのASCIプ ログ ラム

やペ タフロ ップス ・マ シ ン研 究計 画 の現状 を

中心 に調査 を行 ってお り,平 成9年 度 はペ タ

フロ ップス ・マ シ ンな どの超並列 コ ンピュー

タの応 用 か らの ニ ーズ を分析 す る とと もに,

技術 開発 状況 の 日米比 較,開 発潜 在能力 な ど

の調査 を通 じて,わ が国 の中期 的 な研 究課 題

を明 らか に し,こ れ らの研究 開発 にお け る政

府支援 の関与 は どうあ るべ きか につい て検 討

を進め てい ます。

② 人 間主体 の知 的情 報技 術 の研 究 開発動 向調

査

ア メ リカで は,NII構 想 を実 現す る具 体 的

な情報 技術 の研 究開発 計画 で あ るHPCC計 画

を情報基 盤構 築の 国家戦略 と して位置付 け推

進 して きま したが,1997年 か らは計 画お よび

運 営 組 織 の 構 成 が 整 理 さ れ,新 た にCIC

((IOmputing,Information,and(辿 ㎜u㎡cadons)

研 究 開発計 画 と して実施 してい ます 。 この計

画 の5つ の柱 の1つ と してHumanCentered

System(HuCS)の 研 究 開発 が掲 げ られ てい

ますが,こ れ は情報処 理 システ ム と通信 ネ ッ

トワー クを さらに使 いやす くし,幅 広 い利用

者層 に利 用で きる ように しよう とい うもの で

す。

このため,わ が国として もアメリカのこの

ような人間主体の知的情報技術の研究開発動

向を調査 しつつ,わ が国の中期的な研究課題

を検討する必要があ り,「人間主体 の知的情

報技術調査 ワーキンググループ(主 査:奥 野

博 ・日本電信電話(株)NTT基 礎研究所主幹

研 究員)」 を設置 し,調 査 を実施 してい ます。

平成9年 度は,エ ージェン ト指向ソフ トウェ

ア,マ ルチモーダルインタフェース,仮 想現

実などの研究 を 「人間 を中心 とした利用技術」

として体系的に捉えて調査研究することとし,

アメリカにおける技術的動向 を調査す るとと

もに,わ が国の中期的な研究課題 について検

討を行 っています。

(3)ス ーパーコンパイラシステムに関する調

査研究

本調査研究 は,次 世代の超高速 コンピュー

ティングを実現す るための基幹技術 として,

多様 なアーキテクチャを持つスーパーコンピ

ュータの性能 を最大限発揮するためのアプリ

ケーション技術,プ ログラミング環境(コ ン

パ イラ等),プ ロセ ッサ 間高速通信技術 の各

領域 における問題点,改 良点 を調査 し,実 行

性能向上に対する指針 を得ることにより,次

世代のコンピュータ産業を支える施策立案に

資す るものです。調査 にあたっては,「 スー

パーコンパイラシステム技術調査研究委員会

(委員長:村 岡 洋一 ・早稲田大学理工学部情

報学科教授)」 を設置 し,検 討 を進 めていま

す。

2.第 五世 代 コ ン ピュー タ技術 開発 成 果

の普 及

第五世代 コンピュこ タ技術の成果であ る

ICOTフ リーソフ トウェア(IFS)の 普及 を図
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るため,次 の業 務 を実 施 してい ます。

(1)IFSの 維持 改 良お よび公 開

第五世代 普及振 興部 では,IFSの 普 及促 進

策の一環 として,平 成9年 度の委 託研 究 の内

容 を紹介 す るため,22テ ーマ につ い てHTML

化 を行 い,WWW上 に公 開 しま した。平 成9

年度 は,初 めて海外 の大 学(6大 学,6テ ー

マ)に 対 して委 託研究 して い ます 。

(2)IFSを ベ ース とした新 しい ソフ トウェア

資 源の創 造

本 調 査 研 究 で は,平 成8年 度 に引 き続 き

IFSを ベ ー ス と した知 的 ソフ トウ ェア拡 大再

生産 の オープ ンか つ コ ンペ テ ィテ ィブな プロ

セ ス を実験 的 に展 開 し,そ れに よって知 的 ソ

フ トウェア資 源の拡 充 を図 ってい ます。 また,

国内外 の先進 的 ソ フ トウェアの研 究支援 プロ

グラムの比較検 討 お よび問題点 の分析 を行 い,

これ らを通 じて わが国 にお ける知的 ソ フ トウ

ェア資 源 の創 造 と共有 化 のため に必要 な研 究

支援 プログ ラムの実施指針 を作 成 してい ます。

① 知識 情報処 理 に必 要 な知 的 ソフ トウ ェア資

源 の実験 的研 究 開発

知識 処理 お よび並 列記号処 理の2分 野 につ

いて,IFSを ベ ー ス と した研 究提 案 を公 募 し

た結 果,内 外 の大 学か ら37件 の応募 があ りま

した。 これ らにつ い ては,査 読 委員 に よ り事

前 に査 読 が行 わ れ た後,「 知 的 ソフ トウ ェア

委 託研 究 審査 委 員 会(委 員 長:淵 一博 ・慶

応 義塾 大 学理 工学 部管 理工 学科 教授)」 に よ

って22テ ーマ(国 内16件,海 外6件)が 選定

され,現 在,内 外 の大学 にて委託研 究 中です 。

委託 先お よび テーマ は以下 の とお りです。 な

お,こ れ らの委託研 究成果 と しての プロ トタ

イプ ソフ トウェア に関 して,3月12～13日 に

研究 討論会 を開催 し,報 告 が行 われ ま した。

◆ 平成9年 度 知 的 ソ フ トウェ ア委 託研 究 テ

ー マ 一 覧

吐 動 的 に変 化 す る状 況 にお け る法 的 推 論

シス テ ム の研 究 開 発(東 京 工 業 大 学)

-2学 習 機 構 内 蔵 型 プ ロ グ ラ ミ ン グ シ ス テ

ム の 開 発(東 京 工 業 大 学)

-3パ タ ー ン に基 づ く ビジ ュ ア ル並 列 プ ロ

グ ラ ミ ン グ環 境(東 京 工 業 大 学)

-4DistributedConstraintSolvingfor

FunctionalLogicProgramming(Research

InstituteforSymbolicComputation

(RISC-Linz),オ ー ス トリア)

-5ApPlyingConstrailtLogicPrograrnming

LanguageforModellingMulti-objective

DecisionMakingunderUncertaint

(lmperialCollege,イ ギ リス)

-6帰 納 論 理 プ ロ グ ラ ミン グ に よ る デ ー タ

マ イ ニ ン グエ ン ジ ンDatagolの 研 究 開 発

(慶 応 義 塾 大 学)

-7汎 用 並 列 マ シ ン上 のMGTPと 高 度 推 論

機 構 の 開発(九 州 大 学)

-81FS日 本 語(形 態 素)解 析 パ ッ ケv・一ー

ジ ・配 布 プ ロ ジ ェ ク ト(東 京 外 国 語 大 学)

・9KL1プ ロ グ ラム 静 的解 析 系(早 稲 田 大

学)

・10ConcurrentCooperativeParallelSolvers

(CCOPS)(lnstitutderechercheen

InfbrmatiquedeNantes,フ ラ ン ス)

-11要 求 駆 動 ス ケ ジ ュ ー リ ン グ に よるKL1

実 装 方 式 の研 究(東 京 大 学)

-12AnytimeHypotheticalReasoning

(UniversityofWollongong,ア メ リカ)

-13WE】DKLIC:AConcurrentLogi(>based

UnifiedFrameworkforInternet

Programming(NewMexicoState

University,ア メ リカ)

-14制 約 処 理 系 を利 用 した 図形 描 画 シス テ
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ム(東 京大学)

-15MGTPに お け る推 論制御 と探索 問題へ

の適用(神 戸大 学)

-16COPLAS ,aConditionalPlannerwith

SensingActions(UniversityofIllinoisat

Chicago,ア メ リカ)

-17階 層連 立1次 方程 式 のため の効 率的解

消系の 開発(東 京工 業大学)

-18移 動 ロボ ッ トの並 列協調 制御 ソフ トウ

ェアの研 究開発(東 京理科 大学)

-19KL1の ス レッ ド実行の高 速化(豊 橋 技

術 科学大学)

-20KlicとJavaの メ ッセー ジ イ ンタフェー

ス に関す る研 究(筑 波大学)

-21並 列 ア クテ ィブデ ー タベー ス にお け る

1/0処 理 の高速 化(北 陸先端 科 学技術 大

学 院大学)

-22GUIdeLA:AconstraintLanguageand

SystemforConstructingGraphicalUser

Interfaces(九 州工 業大学)

② 知 的 ソフ トウェア資源 の創造 と共有 メカニ

ズムの調査研 究

「先 進的 ソ フ トウェア普及促 進策調査研 究

委 員 会(委 員 長:田 中 穂 積 ・東 京 工業 大 学

大 学院情報理 工学研 究科計 算工 学専攻教授)」

お よび作 業部 会(主 査:小 林 慎 一 ・(株)三

菱 総 合研 究所 情 報技 術研 究 セ ンター情 報 技

術 開発部 長)を 設置 し,内 外 の研 究支援諸機

関 の有識者 への ヒア リングや海外 の大学へ の

専 門家派遣 に よる情 報収 集お よび調査分析 を

行 ってい ます。以 下の 内外 諸機 関 にお け る事

例 の調査 分析,お よび平成8年 度 に作成 した

研 究 開発 支援 メカニズ ムのあ るべ き姿 とその

定着方法 に関す る提 言 な どを基 に,わ が 国の

大学 でニーズ につ なが る実用性 あ る先 進的 ソ

フ トウ ェアの研 究 開発 を促進 す るため に望 ま

しい研究 支援 プ ログ ラムの実施 指針 案 を作成

して い ます。 さらに,こ れ らの調査 分析結 果

や実施指針 を参 考 に して,AITECの 委 託研 究

方式 につ いて改 善点 ・拡 充策 を明 らか に して

い ます。

◆調査 分析 の対 象機 関

・ImperialCollege(イ ギ リス)

・RISC-Linz(オ ース トリア)

・ナ ン ト大学(フ ランス)

・イ リノイ大 学(ア メ リカ)

・ニ ュー メキ シコ州 立大学(ア メ リカ)

・日本(筑 波 大 学 ,立 命 館 大学,JIPDEC

先端情 報技術研 究所)

(3)IFSの 普 及広報等

①IFS講 習会 の実施

平 成9年10月22,23日 の両 日 にわ た り,慶

雁 義 塾大 学 にてKLICを 中心 と した 「IFS講

習 会」 を行 い ま した。平 成8年 度 に続 き2度

目の講習会 で したが30名 の参加者 が あ り,ワ

ー クス テー シ ョンを用 いた実習 も熱心 に取 り

組 んで い ま した。

②KLICプ ログ ラ ミング ・コンテス トの実施

課題 が難 しい と各方面 か ら言 われ てい ま し

たが,46名 の応募 登録 があ り,そ の うち18名

か ら実際 に応 募 があ りま した。 昨年 と比 べ作

品数 は少 ない結 果 とな りま したが,応 募 の あ

った作 品は どれ も賞狙 いの優 れた作 品が集 ま

りま した。

平 成9年12月10日 に開 催 され た 第3回

「KLICプ ログ ラ ミング ・コ ンテス ト実行委 員

会(委 員長:溝 口 文雄 ・東京 理科大 学教授)」

にて,熱 心 な討論 の結 果,平 成9年 度 の受 賞

者 は次 ペ ージの表13の とお り決 ま りま した。
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▼表13KuCプ ログラ ミング ・コンテス ト受賞者

最優秀賞 優秀賞 佳作

「逐次環境部門」 横山 大作(東 大) 栗田 英明(東 京工専) 河野 洋一(一 般)

檜田 和浩(京 大)

鶴岡 慶雅(東 大)

「並列環境部門」 該当者なし 宇佐 治彦(東 大)

福田 茂紀(東 大)

横山 大作(東 大)

網代 育大(早 稲田大)

「自由課題部門」 該当者なし 該当者な し 大山 恵弘(東 大)

③IFSの ア クセ ス状 況

平成4年8月 よ り公 開 を行 っ てい るIFSは,

世界 中か ら数多 くの ア クセスが あ り,平 成10

年1月 末 時点 では,50ヶ 国以上 の国々か ら累

計 で約4万2,000件 の ア クセスが あ りま した。

ア クセ スが多 い上位5位 までの ソフ トウェ

アは,

・1並 列 論 理型 言 語KL1の 汎用 機 上 の処

理 系:KLIC

・2制 約論理 型言語:cu -Prolog

・3形 態素辞書

・4囲 碁対 局 システム:逐 次版 「碁 世代 」

GOG

・5構 文解 析処理 プログ ラム

となって い ます。

ま た,平 成8年 度 か ら公 開 して い る拡 大

IFS(平 成7年 度 委託研 究,平 成8年 度委 託

研 究)の ア クセス も順 調 に伸 びてお り,平 成

10年1月 末 時 点 で はそ れぞ れ1,228件(平 成

7年 度 委託研 究),454件(平 成8年 度 委託研

究)と なってい ます。
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情 報 化 新 時 代 の 主 役
システムア ドミニス トレータ

「システムアドミニストレータ・テキス ト(改訂版)」発刊のお知らせ

このたび当研究所 では,改 訂 されましたシステムア ドミニス トレータ ・カリキュラムに

準拠 した改訂版テキス トを発刊致 しました。

これから行われ ます平成10年 秋期の情報処理技術者試験(国 家試験)で は,こ の改訂 さ

れました標準カリキュラムを試験の出題範囲 として実施 される予定です。

これを機 に,情 報化人材育成教育の教材 または自習書 としてご活用いただけるようお願

い申し上げます。

1.発 売 時 期 平成10年3月16日

2.販 売 価 格3,675円(本 体価 格3,500円 十 消費税)

3.体 裁B5版,491ペ ージ

4.購 入 方 法

[法 人 の場合]

・全 国の書店 ,官 報販売所,政 府 刊行 物サ ー ビスセ ン ター等で注文 に よ り

購 入で きます。

・購 入 申込書(所 定様式)に ご記入 の上
,直 接FAX(03-5531-0170)で

お 申 し込 み くだ さい。

[個 人 の場合]

・東京官 書普及(株)通 信 販売課 へ電話(03-3292-3701)で ご注 文 くだ さい。

5.問 い合 わせ先

・ご不明 な点が ご ざい ま した ら
,電 話03-5531-0177(普 及振 興課)へ

お問 い合 わせ くだ さい。

・CAITの ホームペb-.一ジ(http://www .interport.ne.jp/cait/)も ご参照 くだ さい。

◎』曙 提麟㌶ 欝欝
〒135-・8073東 京 都江 東 区青 海2-45タ イム24ビ ル19階

http=〃www.interport.ne.jp/caiti



平成10年 度 秋期 情報処理技術者試験実施のお知らせ

平成10年 度秋期試験 は,次 の とお り実施する予定です。

受験 を希望す る方は,試 験案内書 ・願書 を取 り寄せて,手 続 をして ください。

1.試 験 の 区 分 お よび 受験 資 格

・システ ム アナ リス ト試験

・シス テム監査 技術者試験

・上級 システム ア ドミニス トレー タ試験

・ア プ リケー シ ョンエ ンジニア試験

・ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト試験

・第二種情 報処理技術者 試験

・初級 シス テムア ドミニス トレー タ試験

平 成10年4月1日 現 在27歳 以上

平 成10年4月1日 現 在27歳 以上

平 成10年4月1日 現 在27歳 以 上

平 成10年4月1日 現 在25歳 以 上

制限 な し

制 限 な し

制 限 な し

2.試 験 日

平 成10年10月18日(日)

3.案 内書 ・願 書 の配布 及び 受付 期 間

平成10年7月1日(水)～ 平成10年8月7日(金)

4.試 験地

全国56か 所

5.案 内書 ・願 書 の配 布場所

情報処理技術者試験 センター各支部(電 話番号は次の とお りです)

北海道支部

関東支部

近畿支部

四国支部

沖縄支部

011-727-8556

03-3436-1321

06-946-6301

087-826-6464

098-862-2137

東北支部

中部支部

中国支部

九州支部

022-227-0901

052・-261-6818

082-221-4505

092垣 安472・・4575'

通商産業大臣指定試験機関

國 蔽齢理論薯鶴羅撲舞
〒105-OOOI東 京都 港区虎 ノ門1-16--4ア ーバ ン虎 ノ門 ピル8階

電 話(03)3591-0421(代 表)FAX(03)3591-0428



■好評基準解説書シリーズ

改訂版システム監査基準解説書
〔========================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

シスデム監査㎜ 書

情報システムは、従来のメインフレーム

を中心とする集中処理型のシステムから、

クライアン トサーバーのような分散処理型

のシステムへ変化するとともに、オープン

なコンピュータネットワークの世界的な広

まりへと進展しています。

このような情報化の環境変化にともない

通商産業省では昭和60年1月 に策定 ・公

表されたシステム監査基準を平成8年]月

30日 に全面的に見直しを行い 「改訂シス

テム監査基準」を公表いたしました。

改訂の主なポイン トは、ダウンサイジン

グ、ネットワーク化等情報化環境の変化へ

の対応、阪神 ・淡路大震災を踏まえた地震

対策の強化、国際化への対応等となってい

ます。

全体構成は、総括的事項を示 した 「一般

基準」、システム監査の具体的内容を示し

た 「実施基準」、監査結果の取りまとめ事

項を示した 「報告基準」の3基 準で旧基準

と変りはありませんが、一般基準9項 目、

実施基準191項 目、報告基準8項 目の合わ

せて208項 目(旧 基準は127項 目)と 今

回の改訂により大幅な増強 ・増補がなされ

ています。

本書は、「改訂システム監査基準」を詳

細に解説したもので、基準の改訂に合わせ

て全面改訂を行いました。

【目次 】

Lシ ステム監査基準

■熔 纏商翻隠田宮田■寝靖爵
矩 駿日本情寵遇菊間鉋零会

2.シ ステム監査基準の解説

3.一 般基準

4実 施基準

(1)企画業務

(2)開発業務

(3)運用業務

(4)保守業務

(5)共通業務

① ドキュメン ト管理

②進捗管理

③要員管理

④外部委託

⑤災害対策

5.報 告基準

〈参考 〉

・情報システム安全対策基準

・コンピュータウイルス対策基準

・ソフ トウェア管理ガイ ドライン

・コンピュータ不正アクセス対策基準

【価 格 】

一般4
,078円/会 員3,262円(税 込み ・送料別)

B5判 、カバー付 、496ペ ー ジ

【申し込み矧
財団法人1ヨ本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mai|:fukyu@jipdec.or.lp

※会員とは、当協会の賛助会員をいい ます。

※全国の政府刊行物サービスセ ンターおよび政府刊行物 サー ビスステー ションでもお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

コンピュータ不正アクセス対策基準解説書
[=======================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

近年 インターネ ッ トの普及と拡大が進む

につれ、セキ ュリティの重要性が注目され

いています。

特 に、他人の コンピュータにネ ットワー

クを介 して侵入 し、データの改ざんや破壊、

不正な利用等を行 う不正アクセスに対する

認識が高ま っています。米国では、すでに

不正アクセ スが社会問題化 していますが、

最近わが国でも不正アクセスの被害が起き

始め、その対応への取 り組みが始まりつつ

あります。

こうした状況か ら通商産業省では、不正

アクセスによる被害の予防や発見および復

旧な らびに拡大 および再 発防止について、

企業等の組織および個人が実行すべきポイ

ン トをガイ ドラインと して取 りまとめ、平

成8年8月8日 に 「コンピュータ不正 アク

セス対策基準」を策定 ・公表いた しま した。

本書は、基準全体の構成 に沿い 「システ

ムユ ーザ基準」、 「シス テム管理者基準」、

「ネ ッ トワー クサー ビス事業者基準」、「ハ

ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準」の

全136項 目につ いて詳細 に解説 したもの

です。

耕 田瞬翻一
端 寮嘆本管尊櫓也●魔笛o

【目次】

1.コ ンピュータ不正アクセス対策基準

2.コ ンピュータ不正アクセス対策基準の解説

3.シ ステムユーザ基準

4.シ ステム管理者基準

5,ネ ッ トワークサービス事業者基準

6.ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届出先)

・情報システム安全対策基準

システム監査基準

コンピュータウイルス対策基準

ソフトウェア管理ガイ ドライン

【価 格 】

一般3 ,058円/会 員2,446円(税 込み ・送料別)

B5判 、カバー付 、294ペ ー ジ

〆
【申し込み先】離 購 処理開発協会 ㌫ ㌶ 隠 拍:

※会員とは、当協会の賛助会 員をいいます。

※全国の政府刊行物サ ービスセンターおよび政府刊行物 サービスステーシ ョンで もお求めいただけます。



■好評基準解説書シリーズ

改訂版コンピュータウイルス∵暗i幸娼i預涯
[====二===================コ 監修 通商産業省 発行(財)日 本情報処理開発協会

情報化社会の進展は、私たちに様々な恩

恵をもたらす一方で、コンピュータウイルス

という新たな社会問題を生み出 しま した。

通商産業省では、平成2年4月IO日 「コ

ンピュータウイルス対策基準」を告示(第

139号)し てから今日まで、コンピュータウ

イルス対策の指導 に取 り組んできま した。

この間、情報システムを取 り巻 く環境は

ネ ッ トワーク化の進展とも相まって著 しい

変化を遂げています。そのため、通商産業

省では同基準を情報 システムの現状 に即 し

た内容 とするため全面 的に見直 しを行い、

平成7年7月 に 「改訂 コンピュータウイル

ス対策基準」を公表いた しました。

本書 は、基準全体 の構成 に沿い、 「シス

テムユーザ基準」、 「システム管理者基準」、

「ソフ トウェア供給者基準」、 「ネ ッ トワー

ク事業者基準」、「システムサー ビス事業者

基準」の全104項 目について詳細 に解説

したものです。

灘㌢罐
1・・鳩 ∴ 、
略 や'

∴.ぐ ー
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【目次 】

1.コ ンピュータウイルス対策基準

2.コ ンピュータウイルス対策基準の解説

解説についての留意点

(1)システムユーザ基準

(2)システム管理者基準

(3)ソフ トウェア供給者基準

(4)ネッ トワーク事業者基準

(5)システムサービス事業者基準

3.コ ンピュータウイルスの概要

〈参考〉
・通商産業大臣が指定した者(届 出先)

【価格 】

一 般2
,625円/会 員2,100円(税 込み・送料別)

B5判 、カ バー付 、206ペ ー ジ

【申し込み矧
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432・9389

E-mail二fukyu@jipdec.or.jp

※会員 とは、当協会の賛助会員 をいいます。

※全国の政府刊行物サービスセンターお よび政府刊行物サ ービスステーシ ョンで もお求めいただけます。



当協会への連絡窓口

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OOl1)

機械振興会館内

総 ・ 務

企 画

部TEL(03)3432-9371

室TEL(03)3432-9372

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

技 術 企 画 部TEL(03)3432-9390

総 務 関 係FAX(03)3432-9379

調 査 関

開 発 関

係FAX(03)3432-9389

係FAX(03)3431-4324

付属機関

中央情報教育研究所

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル19階 TEL(03)5531-0171(代 表)

FAX(03)5531-0170

情報処理技術者試験センター

東京都港区虎 ノ門1-16-4(〒105-OOOI)

アーバン虎 ノ門ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)359ト0428

産業情報化推進センター

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OOll)

機械振興会館3階 TEL(03)3432-9386(代 表)

FAX(03)3432-9389

(コンピュー タ緊急対応センター事務局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

(電子商取引実証推進協議会事務局)

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階 TEL(03)5531-0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

STEP推 進センター

東京都江東区青海2-45(〒135-8073)

タイム24ビ ル10階 TEL(03)5500-0521(代 表)

FAX(03)5500-0520

先端情報技術研究所

東京都港区芝2-3-3(〒105-OO14)

芝東京海上ビルディング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158
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夏1新憤 緒 ●精 輻の一覧

行 事

当協会の概要

■ 情報化基盤整備 坤促進
●情報化動向 、情報化施策に関 する調査

●情報セ キュリディ対策の推進
●情報化〔こ関 する普及啓蒙、国際交流

■ 産業'情報化 の推進
●EDI(電 子 データ交換)の 推進
●EC(電 子商取引)の 推進

●STEPの 標準化、実用化の推進

層'漬菜開室補間董毛〆ξ・{足コ壁
●情報技術政策への支援等
●情報技術開発に関 する調査研究

およびIFSの 普及
●公共情報 システム等 の開発 ・運用、技術支援

垣 情報化人材の育成
●高度情報処理技術者等 の養成
●情報処理技術者試験 の実施

●情報化月間行事
●講演会 ・シンポジウム等
●研修譲座

●当協会が後援 ・協賛する行事

●定期干ljf〒物
●一般刊行物
●報告書(平 成8年 度)
● カリキュラム ・デキス ト

●組織の概要

●活動の概要
●重星事 ・i平…1買・監事 ・ξ肩書1
●事務局組織および所在地
●会員制度のご案内
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■ 当協会の付属機関のホ ーム・'・'一ジ
●中央情報教育研究所(CAIT)

●産業情報化推進 センター(CII)
●STEP推 進 センタ ー(JS[E!P)
●先端情報技術研究所(AITEC)
●情報処理技術者試験セ ンター(JITEC)

■ 当協会が$務 局業務 を行 う組織の
ホ ームパ ーソ

●EDI推 進協議会 くJEDIC)

●電子商取引実証推進協議会(ECOM)
●認証実用化実験協議会(ICAT)
●コ ンピュータ緊急対応 センター(JPCERT)

■ 当協会が行うプ日日ェウ トの
ホームパーソ

●産学官研究開発 コミュニテ ィ
●}矢世代電子図書館 システム
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